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あとがき 
Introduction 
This paper traced the history of the mine pollution control which has been 
implemented at Ashio Copper Mine since 1897. There are a lot of existing researches and 
reports about mime pollution and the problem of Ashio Copper Mine. And some of them 
are classified according to the types of the point as follows: 
[1] The papers which deal with legal issues and the measures taken to cope with 
environmental problems and pollution, including mining pollution. 
[2] The histories which discuss changes in the organization of mines and the laws and 
regulations governing mine safety. 
[3] The minutes of Investigation Committees on the problems of mine pollution around 
Ashio Copper Mine and the other great mines in Japan. 
[4] The fragmentary records of the countermeasures which had been implemented by 
the government of Japan, local governments and Furukawa in accordance with 
the advice of Investigation Committees such as prevention mineral poison from 
pouring into the Watarase River and the streams, reforestation and erosion 
control around Ashio Copper Mine. 
[5] The reports that generally cover what is dealt with in [4] together with what 
happened after that. 
[6] The papers which deal with s the measures the government and Furukawa took and 
criticize them from the sufferers’ standpoint. 
[7] The causal studies which are discussed about how and why smoke pollution spread 
over the area together with Furukawa’s changes in their operation methods at 
the copper mine. 
 
Although you can tell by reading [1], [2], and [3] what policies and measures the 
government implemented in dealing with the mining pollution problem, no concrete 
measures taken by the corporation are given. [4] and [5] only roughly and fragmentarily 
indicate the measures Furukawa took. Moreover, [6] and [7] mainly deal with the 
history of the sufferers’ struggle from the sufferers’ standpoint, focusing mainly on the 
damage itself with the measures Furukawa took being mentioned only incidentally. This 
is why they deal with the measures Furukawa took as no more than factors to support 
their criticism and do not take an overall view of the series of measures Furukawa took. 
   This study differs from studies and literature in the past for the following reasons. 
First, it deals with the government’s changing understanding of the overall mining 
pollution problem at the Ashio Copper Mine through the process of their identifying the 
cause of the mining pollution. Second, it comprehensively and concretely talks about 
the measures taken to deal with the “Copper Poisoning of Water,” “Sediment Outflow 
Prevention,” “Metallurgical Smoke Disposal,” and “Forest Restoration,” (which were 
conducted by trial and error according to changes in the government’s perception of the 
pollution problem) by adding to it the historical facts from the primary sources 
Furukawa Co., Ltd. has, which had never been talked about in the past. Third, it shows 
the whole picture of the pollution source measures taken to deal with the mining 
pollution at the Ashio Copper Mine. In other words, it is different because it deals with 
the pollution measures in Ashio both empirically and demonstratively while past studies 
have talked about them only on an a posteriori reasoning basis. 
   The structure and contents of this thesis are as follows. 
Chapter 1 deals with the object and purposes of this study to clarify the difference 
between this study and previous studies. 
Chapter 2 takes a bird’s-eye view of the overall mining pollution problems at the Ashio 
Copper Mine. It provides an overview of the present attempts to prevent mining 
pollution and the changes at the Ashio Copper Mine in  modern times from the 
viewpoint of both the outset of the problems to the current situation, in order to clarify 
how the mining pollution problem of  the Ashio Copper Mine are regarded and 
positioned within society. 
Chapter 3 refers to the process of how the damage became an object of public concern 
and how the government changed their understanding of the mining pollution problems, 
and clarifies why the various measures came to be taken. 
Chapter 4 deals with changes in the various measures taken according to what is 
mentioned in Chapter 3 and clarifies the measures taken in the Ashio area and their 
consequences comprehensively and concretely by studying the primary sources from 
history together with extensive field research and findings from hearings. 
Chapter 5 empirically states in conclusion the effect and consequences of the measures 
taken and how each party coped with them. 
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第1章．序論 
第 1節．研究の背景と対象 
（1）研究の背景 
近年，地球温暖化問題，原子力発電所の事故などに代表されるように，人々の生
活や行動，そしてエネルギー，運輸，鉱業，農業，林業などの各種産業活動によっ
て引き起こされる環境破壊が深刻になってきている．人々は，豊かで便利な生活を
享受するいっぽう，狭くは自身の周辺環境から広くは地球環境に至るまでの範囲に
おいて，その反作用である害を受けている．今後とも文明が高度化し，人々の生活
が益々豊かで便利な社会へと変貌を遂げることが期待される中で，これら高度化し
た技術によってもたらされる弊害も理解し，解決していく方法を模索することはと
ても重要なことである． 
日本においては，特に，明治から昭和初期にかけて近代化を果たした時代，昭和
の高度経済成長を果たした時代において，人々の生活の豊かさは急激に高まった．
しかし，その陰では環境破壊が数多く行われ，人々はその害を受け，公害という言
葉が生まれてきた．例を挙げれば，近代化の時代においては，明治期に主に問題と
なった，東京深川の浅野セメント降灰事件（セメント製造業，明治 13年），大阪の
ばい煙事件（紡績業，明治 16年），栃木の足尾銅山（鉱業，明治 23年），愛媛の別
子銅山（鉱業，明治 26年），秋田の小坂鉱山（鉱業，明治 36年），茨城の日立鉱山
（鉱業，明治 37年），北九州八幡の煙害（製鉄業，明治中期），兵庫県の三菱製紙に
よる汚濁水事件（紙製造業，明治 34年），大正期に主に問題となった，岐阜の荒田
川廃水事件（紡績業，紙製造業，食品製造業，大正 7年），大阪アルカリ会社硫酸ガ
ス事件（化学肥料製造業，大正 5年），昭和の戦前期に問題となった，群馬県の安中
事件（非鉄金属製錬業，昭和 12年）などがあった．また，戦後の高度経済成長期に
問題となったものとしては，四大公害で有名な，富山のイタイイタイ病（鉱業，大
正から昭和の時代），熊本の水俣病（化学肥料製造業，昭和 31年），三重県の四日市
ぜんそく（化学工業，電気業など，昭和 35年から昭和 47年），新潟の水俣病（化学
工業，昭和 39年）などがあった． 
現在では，これら過去の経験から得られた，有害物質の特定，その防止方法，被
害者救済方法，その他各種対策などに関する知見から，公害に対する法や制度が整
えられてきた． 
今後とも，人々が豊かさと便利さを求めつつも，安全安心な社会を築いてくため
には，過去における公害に目を向け，そこから得られる知見をしっかりと整理して
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くいことが肝要であると考えられる． 
いっぽう，日光市足尾町においては，現在，足尾銅山の産銅とその鉱害対策の歴
史を活かし，こられの歴史を物語る遺構を観光資源や環境学習教材（以降，遺産と
記す）として活用することを目指したまちづくり（環境のまちづくり）を進めてい
る．これまでにあまり表に出そうとしなかった鉱害対策に関する情報を，環境問題
に向き合う必要性に迫られている現代社会の要請にも合わせつつ，積極的に発信す
ることで，社会的にも意義のあるまちづくりを行おうと試みている．最近では，鉱
害を引き起こした企業を母体としている古河機械金属株式会社が，このような社会
的貢献性の強いまちづくりに対して理解を示し，調査のための遺産への立入や，関
連文献調査などの閲覧を許可している． 
これまで明らかにされてこなかった鉱害発生側（企業）による対策の歴史につい
て，環境保護に資する上でも，また，まちづくりに資する上でも必要とされる，大
変貴重な機会を得ているところである． 
 
（2）研究の対象 
 本研究の対象は主に「足尾地内で行われた鉱害対策」である．図１－１－１で示
したように「鉱害」は「環境問題」や「公害」の範疇に位置し，「鉱業により発生す
る害」である． 
足尾銅山により，起こった鉱害は図１－１－２に示したように「鉱毒（水，土砂）
による農地汚染，人体や生態系への影響」，「鉱煙による山林荒廃と水源涵養林機能
喪失による洪水，渇水」などである．そして，これら鉱害の対策として，図１－１
－３に示したように「鉱水処理」，「廃棄土砂の管理（土砂扞止，堆積場建設）」，「鉱
煙処理」，「山林復旧（土砂扞止，植樹などの治山および砂防事業）」がある．  
 また，関連主体ごとに鉱害対策を整理すると，現在では表１－１－１に示したよ
うに各種の対策が行われている．しかし，足尾銅山の鉱害が起こった明治期におい
ては，これらすべての対策が行われるような体制と法律は整えられておらず，加害
者と被害者との間での示談か，操業停止ぐらいしか行われていなかった．つまり，
本研究の対象である「鉱害対策」は，各種対策が整備されていない時代において，
企業に対し，操業をつづけながらも鉱害の原因を取り除くための対策を同時に行わ
せた初めての事例である．なお，本研究で対象とする鉱毒水の処理対策，土砂対策，
鉱煙処理対策，山林復旧対策は表中の足尾地内で行われた G12，C2，C3，C4に相当
するものである． 
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図１－１－１．環境問題，公害，鉱害の関係 
人為的な行為が影響
している災害など 
被害者が多数，被害エリアが限
定的，原因者が限定的な場合，
公害と呼ばれることが多い．た
だし，厳密な規定はない． 
鉱害 動植物の絶滅 
大気汚染 
労働災害 
砂漠化 
環境問題 
水質汚染 
土壌汚染 
景観破壊 
日照権侵害 
公害 
振動による害 
騒音による害 
地盤沈下 
悪臭による害 
地球温暖化問題 
森林伐採などによる生態系の変化 
一般廃棄物の不法投棄 
都市開発な
どによる環
境破壊 
シックハウス 
 
鉱煙による山林破壊 
珪肺 鉱毒による農地汚染 
赤潮 
鉱毒による人体への被害 
特に鉱業により発生
するもの 
鉱害 
 
環境問題 
 
公害 
 
森林伐採などによる山林荒廃 
 
鉱煙による山林荒廃と水源涵養林
機能喪失による洪水，渇水 
 鉱毒（水，土砂）による農地汚染，
人体や生態系への影響 
図１－１－２．足尾における環境問題，公害，鉱害の関係 
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鉱毒（水，土砂）による農地
汚染，人体や生態系への影響 
鉱煙による山林荒廃と水源涵
養林機能喪失による洪水，渇
水 
山林伐採などによる山林荒廃 
鉱水処理，廃棄土砂の管理（土
砂扞止，堆積場建設） 
鉱煙処理 
山林復旧（土砂扞止，植樹な
どの治山および砂防事業） 
対策（足尾地内で実施されたもの） 鉱害 
図１－１－３．本研究で対象とする鉱害とその対策の関係 
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表１－１－１．鉱害防止のための対策の例 
実施者 法規・条例・制度・基準の
整備，計画の策定など 被害の防止策，被害の拡大防止策 
被害者の負担
軽減や，被害の
補償に関する
措置 
国（政府） 
Government of 
Japan 
G1：鉱山を監督するため
の法規の制定 
G2：公害犯罪を取り締ま
るための法規の制定 
G3：補償や紛争に関する
法規や制度の制定 
G4：汚染や汚濁を防止す
る種々の防止策の検討お
よび排出基準の設定 
G5：鉱害防止事業に関す
る法規の制定 
G6：鉱害を防止するため
の基金に関する法規の制
定 
G7：汚染された農地の復
元および汚染された農作
物の拡散防止に関する法
規の制定 
G8：企業の監督および指導，操
業停止措置，立入調査 
G9：産業構造の転換 
G10：鉱害を防止する技術開発の
ための（企業への）補助金の交付 
G11：環境教育，環境認識の啓
蒙・普及（学校教育への環境教育
の組み込み，一般市民に対する環
境認識の啓蒙・普及） 
G12：被害地（国有林）の復旧 
G13：被害者の
金銭および物
資配給などの
救済措置 
G14：被害者に
対する税の免
除や減税 
地方公共団体 
Local 
Governments 
L1：公害防止条例またはこ
れに代わる条例の制定 
L2：農用地土壌汚染対策計
画の策定 
L3：公害防止協定の締結 
L4：企業への立入調査 
L5：鉱害防止施設を整備するた
めの（企業への）補助金の交付 
L6：公害防除特別土地改良事業
の実施 
L7：被害地（私有林）の復旧 
L8：和解の仲介 
L9：被害者の防
止策に対する
補助金の交付 
被害者（被害地
域） 
Victims 
 V1：請願，陳情，直訴，抗議，
デモなどの社会運動 
V2：被害地（私有農地等）の自
主的な復旧対策の実施 
V3：損害賠償請
求 
加害者（企業） 
Companies 
C1：鉱害を防止するため
の計画（鉱害防止事業計
画）の策定 
C2：国（政府）によってなされ
る鉱害防止のための命令や指
示への順守 
C3：鉱害防止技術の開発，導入，
鉱害防止施設の設置 
C4：被害地（私有林等）の自主
的な復旧対策の実施 
C5：鉱害防止のための基金への
拠出 
C6：公害防止協定に基づく対策
の実施，締結事項の順守 
C7：地域住民との相互理解を深
めるための対話の促進（懇談会
開催，見学会開催，操業および
対策活動の実態を示すなどの
方法） 
C8：企業内における環境教育，
環境認識の啓蒙・普及 
C9：金銭による
賠償 
C10：被害地の
復元に対する
金銭的負担 
注)表中の下線部が本研究で扱われる部分．
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（3）研究のキーワードと関連用語および法制度と組織に関する説明 
1）研究対象に関する用語 
鉱害：「鉱害」は，法規には細かく規定されておらず，厳密な定義がなされていない．
たとえば，「鉱業法」や「鉱山保安法」においては，「鉱害」の防止（予防）
や賠償などについて触れているものの，その定義についての記載はない．そ
して，閉山後の鉱山からの鉱害を防止する目的とする「金属鉱業等鉱害対策
特別措置法」においては，鉱害の発生源として，「銅鉱，鉛鉱，水銀鉱，亜鉛
鉱，砒鉱，いおうその他その採掘及びこれに附属する選鉱，製錬その他の事
業の用に供される坑道及び捨石又は鉱さいの集積場」を挙げており，これら
施設からの坑水又は廃水が，鉱害の原因となることが読み取れるのみである．
また，「鉱山における鉱害の防止のための規制基準を定める省令」では，「鉱
山に係る鉱煙，ばい煙，坑水，廃水及びダイオキシン類並びに坑外に設置す
る施設から発せられる騒音及び振動」によるものを鉱害として扱っている．
さらに，既存の研究では，鉱毒公害とは「鉱山における排煙，粉じん，坑水
もしくは廃水の放流，捨石の集積もしくは鉱さいの堆積等により，人体また
は動植物の構造あるいは機能に影響を及ぼす公害」としているものもあるが，
鉱害を公害の一種類とする見方で書かれており，労働者に対する害も含むの
かどうかなどの判断が難しい．以上から，本研究では，鉱害を，『休廃止鉱山
または現役鉱山の「銅鉱，鉛鉱，水銀鉱，亜鉛鉱，砒鉱，いおうその他その
採掘及びこれに附属する選鉱，製錬その他の事業の用に供される坑道及び捨
石又は鉱さいの集積場」から発せられる「排煙，粉じん，坑水，廃水，捨石，
鉱さい」に含まれる物質並びに坑外に設置する施設から発せられる騒音及び
振動によって，人体または動植物の構造あるいは機能に影響が及ぼされる害』
と定義する． なお，労働者に対する害（労働災害）については，「鉱山保安
法」の中で，鉱害と並列に記載されていることから，これを参考として，本
研究で定義する鉱害についてはその被害の対象から労働者を除くものとする． 
環境：中国の「環境保護法」では「人類の生存及び発展に影響する各種の天然及び
人工による改造の自然要素の全体をいい，大気，水，海洋，土地，鉱物資源，
森林，草原，野生生物，自然遺跡，人文遺跡，自然保護区，景勝観光区，都
市および郷村などを含めるもの」，イギリスの「環境保護法」では「以下の媒
体，すなわち，大気，水および土地の全部または一部からなる」と定義して
いる［1］．また，我が国の「環境基本法」や「環境影響評価法」などには，「環
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境」は定義されていない．さらに，土木学会の環境システム委員会では「環
境」を厳密に定義しておらず，「宇宙から地球の環境を眺めれば，海と陸に大
別できるが，われわれの生活圏としては，大気，水，土壌が主要な環境要素
である」としており，一義的な定義をしていない［2］．そして，環境科学や環
境学に関する教科書でも一義的な定義を行っていない［3］．そのため，本研究
では図１－１－１に示すような環境問題や公害に含まれる事柄を例として挙
げるが，一義的に定義できないものとして扱う． 
環境問題：土木学会の環境システム委員会では「環境問題」を「人間社会がこれを
とりまく外囲としての自然生態系にさまざまな変化を与え，これが再び人間
や社会に悪影響をもたらす事象で，そのような社会と環境との“関係性”の
こと」と定義している．また，環境科学に関する教科書では「環境問題」を
「産業公害」，「都市公害」，「地球環境問題」，「ごみ問題」，「化学物質問題」
の 5 つに大別しているなど，公害を含む見方がされている［4］．本研究では図
１－１－１に示すような事柄を例として挙げるが，基本的に土木学会の環境
システム委員会での扱いに沿うものとする． 
公害：我が国の「環境基本法」では，「環境の保全上の支障のうち，事業活動その他
の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染，水質の汚濁（水質
以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む），土壌の汚染，騒音，
振動，地盤の沈下（鉱物の掘採のための土地の掘削によるものを除く）及び
悪臭によって，人の健康又は生活環境（人の生活に密接な関係のある財産並
びに人の生活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む）に係る被
害が生ずること」とされている．また，環境科学や環境学に関する教科書で
は「公害」が扱われており，公害が，環境問題の一部であるとの見方ができ
る［5］．本研究では環境基本法の考え方に沿うものとする． 
鉱山における労働災害：「鉱山保安法」と「労働安全衛生法」の記載と畑の研究［6］
などを参考にし，鉱山における労働災害を次のように定義する． 
事故「落盤，浮石落下，岩盤崩落，墜落，運搬，(ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞﾔｰ・車両系，鉱山機械），
発破・火薬類，転石，機械・電気，ガス中毒又は窒息，出水，火災，風水
害などによるもの」． 
職業性疾病「珪肺，重金属中毒，機械器具などによる振動障害」． 
鉱害対策：国，県，被害者（被害地域），加害者（企業）のそれぞれについて表１－
１－１に示すような対策がある． 
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鉱毒：明治中頃までは鉱毒水と有害物質を含む土砂などは併せて鉱毒と呼ばれてい
た．本研究では毒としての意味での鉱水や鉱煙，有害物質を含む土砂のこと
を指すものとする． 
鉱毒水：毒物という意味での鉱水（およびそれに含まれる微細な鉱物粒子）のこと．
明治の後期ごろから，煙毒，鉱煙毒などの言葉が社会でも用いられるように
なってきたため，本研究では煙との区別のために，鉱毒水の表現を使用する． 
鉱煙毒・煙毒：毒物という意味での鉱煙のこと． 
煙害：鉱煙によって引き起こされる害のこと．本研究では主に山林の荒廃のことを
指す． 
 
2）産銅工程に関する用語［7］． 
開坑：坑口，坑道を新たに設けること． 
探鉱：鉱脈や鉱床などといった鉱源を探す作業またはその工程． 
採鉱：鉱源から鉱石を採掘する作業またはその工程． 
選鉱：採鉱などにより採られた鉱石を物理的手段により選別や分離を行う作業また
はその工程．品位の高いものや低いもの選別や，母岩や脈石から鉱物を分離
させる作業および工程．品位の高い部分（精鉱）を得ることを目的としてい
る． 
製錬：選鉱などにより得られた精鉱などから化学的手段により目的の鉱物を抽出し
粗銅に仕上げる作業または工程．粗銅は製錬所において整形され，精錬工程
へと送られる．近代の産銅技術においては，一般的に粗銅に仕上げるまでの
作業や工程をいう．製錬の方法は乾式製錬と湿式製錬の二つに大別される． 
精錬：製錬などにより得られた粗銅（合金状態のもの）などから，さらに目的の金
属だけを精製する作業やその工程をいう．近代の産銅技術では電解精製が一
般的である．電気製錬などと呼ばれる場合もある． 
 
3）探鉱，採鉱，開鑿技術に関連する用語［8］ 
手掘り：人間が鑿（ノミ）鎚（ツチ），片手用ハンマーなどの道具を使う開鑿作業の
こと． 
機械掘り：鑿岩機などの機械を使う開鑿作業のこと． 
発破：黒色火薬，ダイナマイト，カーリットなどの火薬類を使用し，開鑿のために
行う爆破のこと．近代鉱山では，手掘りや機械掘りなどと併せて行われてい
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た． 
取明け：以前に掘られた坑道を修復し，再び通行可能とすること． 
ヒ押し：鉱脈の延長方向に水平に掘り進めること． 
立入（タテイレ）：探鉱坑道を掘ること． 
斫工法（ハツリコウホウ）：日本では近代以前に行われていた開鑿工法．尖端のとが
った鑿（斫鑿）を鎚（山鎚）で打撃し，岩盤を破砕して掘り進む工法． 
穿孔発破工法：発破を伴う開鑿作業のこと．孔を掘り，そこに火薬類を詰めて発破
し，掘り進めていく工法． 
抜堀（ヌキボリ）：品位の高い部分のみ（精鉱）を掘り，その鉱石を得る採掘法．精
鉱掘などと本質的に同じ．不必要な母岩や脈石が少ないため，運搬，選鉱，
製錬の投資が少なくて済む． 
階段掘：階段状に鉱脈や鉱床を掘り進める採掘法．上向き，下向きなどの別がある．
抜掘と比較し，品位の低い鉱石なども採掘され，その結果，採鉱量も増える． 
通洞開営法：明治になって導入された鉱山開発方法．鉱山の下底レベルから鉱床や
鉱脈を貫く坑道を掘り，運搬，排水，通気，などが行いやすくなる開発方法．
日本坑法によって定められ，それにおいては疏水，運輸等のための坑道とさ
れている． 
 
4）選鉱技術に関連する用語［9］ 
受鉱場：納鉱場などとも呼ばれる．近世からの選鉱技術が採用されているような場
合においては，品位の低い鉱石は採鉱の対象とならず，品位の高いものが坑
内から搬出されて選鉱に回されていた．受鉱場はその鉱石を受け取る場所で
ある．搬出された鉱石の量を量るとともに，次の選鉱作業のための選別作業
も行われていた． 
手選鉱：人間の手によって行われる選別方法．有用物を含む塊鉱石と無価値な岩石
とを，その外見や重量の差異によって選別する． 
洗鉱：選別しやすくする目的で，鉱石を水で洗う作業．近代では機械などで行われ
た． 
破砕，粉砕：選別のために鉱石を砕き，有用な鉱物と無用な鉱物とを分離するため
に作業．近代に入ると，砕鉱機，ロール，搗鉱器とよばれる機械で行われた． 
篩（フルイ），分級（ブンキュウ）：選別の効率化のために鉱石の粒の大きさをそろ
える作業．近代では機械などで行われた． 
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比重選鉱：鉱石と脈石などの不要なものとの比重の差を利用した選別方法． 
淘汰：比重選鉱の一種．テーブル法などとも呼ばれる．揺り動かされているテーブ
ルの上に水と微細に砕かれた鉱石の粒を流し，比重の差により有用鉱物と無
用なものとに分ける作業が行われる．近代の日本では西洋から機械が導入さ
れ盛んに行われた．淘汰盤や汰鉱機などと呼ばれる機械がある． 
重液選鉱：比重選鉱の一種．分離媒体として水ではなく，重液を用いる方法．重液
を用いて静的に重鉱物と軽鉱物が分離される． 
浮遊選鉱：各鉱物表面の界面化学的な性質の差を利用して鉱物を相互に分離する方
法．水に懸濁させた鉱石の粒子から，目的とする鉱物粒子を気泡の表面に付
着させて回収する．日本では明治の終わりごろに導入されはじめ，大正期に
は諸鉱山で盛んに行われた． 
 
5）製錬関連用語［10］ 
乾式製錬：溶液を用いずに，火力や電熱により溶融し，金属をとり出す製錬方法． 
湿式製錬：溶液を用い，その中に溶け込んでいる金属をとり出す製錬方法． 
電気製錬：電熱炉で行われる乾式製錬や湿式の電解製錬などを指す．電気精錬など
と混同される場合がある． 
電気精錬：粗銅などを電気分解による精製によって精錬する方法． 
野焼：屋外などで鉱石と柴などを交互に積み重ね焼くこと．焼くことで鉱石が有す
る硫黄分を除去し，焙焼に適する程度にする作業．焼かれた後のものは焼鉱
と呼ばれる． 
焼鉱：酸化銅や酸化鉄を主な成分とする化合物． 
焙焼：熔錬する前に鉱石を焼くことで酸化させる作業． 
焼結：焙焼により粉状の鉱石を塊状にする作業の一種．熔錬に用いる炉では粉状の
鉱石の処理は不向きであるためこれを行う． 
団鉱：焙焼より粉状の鉱石を塊状にする作業の一種． 
生鉱：焙焼されていない精鉱 
塊鉱：塊状の鉱石． 
粉鉱：粉状の鉱石．製錬で用いられる場合は当然ながら製錬対象となる粉状に処理
された鉱石のことを指すが，鉱害対策で用いられる場合は選鉱過程で回収さ
れずに廃水とともに流出する粉状の鉱石のことを指す． 
熔鉱（熔錬，熔銅）：鉱石を熔かして金属を熔かし出す作業．この過程で鈹，鍰など
1－11 
 
ができる． 
鈹，鍰：焼鉱を溶かすと鈹（カワ）と呼ばれる銅分に富むものと鍰（カラミ）とよ
ばれる鉄分に富むものに分けられる． 
錬銅：鈹などにさらに熱を加え，不純物を取り除き，品位を上げる作業． 
生鉱吹：焙焼の作業を踏まず，生鉱をそのまま溶鉱炉に装入し，鉱石中の鉄や硫黄
の酸化熱を利用し熔かし出す方法． 
吹く：製錬すること．近代以前の日本においては焙焼や溶融などを繰り返すことで
粗銅（荒銅）を産出していた． 
素吹（スブキ）：焙焼した鉱石を木炭や溶剤と共に鞴（フイゴ）で送風しながら熔解
し，鈹と鍰に分離する作業． 
真吹：素吹で得られた鈹に木炭を加えて加熱熔解し，強風を吹き付けて酸化反応を
促進し，鍰や硫黄などの不純物をさらに除去することで荒銅を得る作業．江
戸時代のころに行われていた方法． 
自熔製錬法：乾燥した微粉鉱を，熔剤とともに熱風あるいは常温高酸素送風により
炉頂より吹込み，その酸化熱を最大限に利用して熔融し鈹と鍰に分離する方
法．燃料が節約できることと，品位の高い鈹と濃度の高い亜硫酸ガスが得ら
れる利点がある．足尾銅山では，フィンランドで発明された自熔炉の実用化
と，そこから出る亜硫酸ガスを硫酸として回収する硫酸工場を建設し，昭和
31年から煙害を出さない製錬所を稼働させている． 
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6）産銅施設・機械に関する用語［11］ 
坑道：地下に造られる道のこと．  
坑内：坑口から坑道内部 
坑口：坑道の入り口のこと． 
立坑（タテコウ）：垂直の坑道のこと． 
通洞（ツウドウ）：運搬，排水，通気のための基幹坑道． 
切羽（キリハ）：坑道内の鉱石を採掘する場所． 
吹所（フキショ）：製錬を行う施設． 
選鉱所：選鉱を行う施設． 
製錬所：製錬を行う施設．  
精錬所：近代以降では，電解精製を行う施設のこと． 
原動所：発電所のこと． 
軌道：足尾では馬車鉄道，牛車鉄道，トロッコ軌道，ガソリン軌道，電車軌道，ド
コビール，坑内電車，坑内機関車なども指す． 
鉱車：鉱石などを坑内から坑外へ運搬するための車．鉱石運搬用トロッコ．軌道の
上を走る． 
ドコビール：フランス人のポール・ドコービルが発明した敷設が容易な簡易軌道．
一般的にはドコービルと呼ばれたが，足尾銅山ではドコビールと呼ばれた． 
鉄道：私設鉄道法によって作られた鉄道．近代足尾銅山では足尾鉄道，その後の国
鉄足尾線のこと． 
捲揚機（エレベーター）：レベルの違う坑道を運搬や移動のために行き来することを
目的として立坑に設置された昇降機 
索道：運搬用空中ケーブル．鉄のケーブルを使用しているものは鉄索などとも呼ば
れた． 
火薬庫：法律で定められた火薬類の保管および管理を目的とした貯蔵庫． 
鑿岩機：圧縮空気などを動力として鑿岩を行う機械． 
焙焼炉：焙焼を行うための炉，近代の足尾では土竈，反射炉，ストール（スタール），
マクドーガル炉などが使用された． 
熔鉱炉：熔鉱を行うための炉．近代の足尾では初期において反射炉，水套式円形熔
鉱炉，水套式長方形熔鉱炉などの洋式の炉が積極的に導入された． 
転炉（コンバーター）：熔鉱炉からとり出された鈹を急速な酸化によって品位の高い
銅へと転換（コンバート）するための炉．鈹に含まれていた有害な不純物を
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取り除くので，より有害な煙が発生する．近代の足尾では当初ベッセマー炉
が用いられた． 
鞴（フイゴ）：炉の火力を高めるための送風道具．近代の足尾では当初人力によるも
のが使用されていた． 
送風機：製錬所においては，鞴に替る機械．火力，水力，電力を使うものがある．
また，坑内では，通気のための空気を送る装置のこと． 
圧気機（コンプレッサー）：製錬で使用するためや，鑿岩機の動力とするためなどに
使われる圧縮空気をつくる機械 
動力所：コンプレッサーが置かれている施設．足尾では本山，小滝，通洞の各坑口
の近隣にあった． 
煙突：製錬所などで，作業場に煙がこもらないように上空へ放出するためのもの． 
煙道：各炉から脱硫塔，または除塵施設へ煙を導くための煙の通り道．小煙道，大
煙道などがある． 
脱硫塔：排煙から亜硫酸ガスを除去する目的で作られた塔．予防命令（第三回）に
より行われた工事で作られたもの．ゲーリュサック塔をモデルとしている． 
稀釈法：農商務省によって支持をされた煙害を防ぐための方法およびその施設．除
塵された煙を大気と混ぜ亜硫酸ガスの濃度を稀釈し，大気中に拡散させる方
法，その施設．大正 4年に本山製錬所に竣工された． 
電気収塵法：煙から除塵を行う施設．電気によりコロナを発生させそれにより集塵
する方法．足尾では大正 7年にアメリカのコットレル収塵機が導入された． 
浄水場：沈澱池，濾過池，乾泥池などの浄水施設で構成される．予防命令（第三回）
により行われた工事で作られ始めた施設．間藤，小滝，中才，切幹の地にあ
った．中才にあるものは現在でも使用されている． 
沈澱池：鉱毒水に混じっている銅分などを沈殿させるための池．鉱毒水は石灰乳と
混ぜられ，沈澱池に導かれる．なお，沈澱池は予防命令（第三回）の前にも
作られていたことがある（明治 26，27年頃）． 
濾過地：沈澱池からの上水を濾過するための池．濾過地を通った水はその後河川に
放流される． 
乾泥池：沈澱池に沈殿され鉱毒が溜まった泥を乾燥するための場所．予防命令（第
三回）にはその記載がなく，古河が自主的に浄水場に設けたもの．浄水場建
設当初は乾泥場などと呼ばれていた． 
堆積場：坑内から排出される捨石や砂，選鉱所で出る砂や泥，製錬所で出る鍰，浄
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水場からでる泥などを堆積するための施設．予防命令（第三回）ではその建
設が厳しく指示され，作り続けられた．現在も堆積が行われている施設があ
り，足尾地内にその跡が点在している．なお，現在の法規用語（鉱山保安法
上など）では「集積場」として扱われているが，本研究では同じものとして
扱う． 
砂防堰堤：明治 30 年以降，古河や農商務省などにより治山目的で作られた砂防堰堤
や内務省によって昭和12年以降に治水のために造られた砂防堰堤などがある． 
山腹工：山腹斜面の崩壊を防ぐための施設．石や木などによって斜面を抑えて植樹
などを行い，斜面を安定させる． 
土砂扞止：足尾銅山に散逸している土砂や煙害を受けた山から崩落する土砂が河川
に流入しないようにするための措置． 
防火線：山火事などにより山林が延焼していくのを防ぐための治山施設． 
植樹：足尾においては，樹木を生茂らせて治山や砂防の効果を持たせる目的で苗木
をうえる行為や活動．最近では CO2 の削減につながるとの意識で参加する人
もおり，活動の目的が多様化してきている． 
 
7）資源・素材に関する用語［12］ 
露頭：鉱床が地表に露出している部分のこと． 
鉱床：地殻中に存在する有用鉱物資源の集合体のこと． 
鉱脈：岩の割れ目に鉱物が入り込み脈状になっている鉱床のこと．ヒ（金偏に通と
書く字）とも呼ばれる． 
河鹿：足尾銅山で見つかった不規則な形の鉱床のこと． 
母岩：鉱床を取り囲む岩石のこと． 
鉱石：鉱床から掘り出された有用鉱物を含むもの． 
脈石：鉱石に含まれている有用鉱物ではないもの． 
坑水：坑内から出る水のこと．鉱物が溶け込んでいる． 
鉱水：坑内，選鉱所，製錬所などから出る重金属を含んだ水のこと． 
鉱煙：製錬によって出される亜硫酸ガスやその他の有害成分を含む煙のこと． 
煙煤：煙灰や煙塵など煙に含まれる微粒子． 
精鉱：採鉱や選鉱の際に取り出される品位の高い鉱石やその部分のこと．一般的に
は選鉱により脈石などがのぞかれた状態の高品位の鉱石のことをいう． 
尾鉱：採鉱や選鉱過程で出る低品位の鉱石． 
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ズリ：採鉱や選鉱の過程で出る廃石．または，廃棄される対象となる低品位の鉱石． 
粗銅：製錬の最終製品，時代によっても異なるが，品位は 99％未満．足尾はコンバ
ーターを導入する前は品位が 93％台のものがあり，市場での評価が低かった．
粗銅はさらに精錬され，99.99%まで精製される． 
アノード板：粗銅を電解精錬するために整形した板状のもの．陽極に掛けられる．
電気を流されると銅は溶液に溶けだし，陰極（カソード）のステンレス板に
付着する． 
地金：金属を貯蔵しやすいように整形したもの．インゴットなどともいわれる． 
沈殿銅：水溶液中に溶かされている銅．これから銅をとることは湿式製錬の一つで
ある． 
火薬類：火薬，爆薬，火工品を指す． 
火薬：硝石を原料とする黒色火薬などを指す． 
爆薬：ダイナマイト，カーリットなどのこと． 
火工品：導火線や雷管など燃焼や爆発をさせるために用いられるものなど． 
坑木：坑内の支柱や支保などに使用する木材 
煉瓦：一般的に赤レンガのことを指す．壁や建物などに使用される． 
花崗岩：足尾周辺から採れる．特に渡良瀬川から良質なものが得られる．平場や擁
壁，または火薬庫を作る建設用資材などとして使用された． 
耐火煉瓦：炉などに使用できる耐火性の煉瓦． 
鍰煉瓦：鍰を材料として作った煉瓦．黒い色をしている． 
石灰：中和用として，製錬や浄水場などで使用された． 
礬水（ドウサ）：鉱物が溶け込んだ水．坑水などもそれにあたる． 
先砂：選鉱過程で排出される砂利．粗さはまちまちで，微細なものは粉鉱とも呼ば
れる．廃棄物としての処理がなされなければ，選鉱に用いられた水に含まれ
て河川へ流れ出ることとなる． 
 
8）法規および制度に関する用語［13］ 
大日本帝国憲法：明治 22年 2月公布．天皇の権限も定められており，第十條では官
制を定めることができるとの旨記載されている．内閣官制なども定められた． 
内閣官制（明治 22年勅令第 135号）：第五條で，内閣は官制又は規則及び法律施行
に係る勅令を閣議を経て決めることが定められており，鉱毒調査会も閣議を
経て決定されている． 
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鉱業条例（明治 23 年法律第 87号）：第五十九條では，予防命令や鉱業停止が行える
旨の定めがあり，農商務省がそれを命令できる．鉱業に関連する規則や法令
は，これより以前に，「鉱山開催ヲ許シ府藩県管内鉱山ノ採出額ヲ録上セシム
ル件（明治 2年行政官布告第 177号）」，「礦山開催ヲ願フ者ハ地方官ヨリ稟候
セシムル件（明治 4年太政官布告第 173号）」，「鉱山心得（明治 5年太政官布
告第 100 号）」，「日本坑法（明治 6 年太政官布告第 259 号）」がある．以降の
ものとしては，「鉱業法（明治 38 年法律第 45 号）」，「重要鉱物増産法（昭和
13年法律第 35号）」，「鉱山保安法（昭和 24年法律第 70号）」などがある． 
日本坑法（明治 6年太政官布告第 259号）：第 10條で公益に害があった場合の処分
が記載された（この布告から記載されるようになった）．また，第 12 條で通
洞の規定が設けられた． 
重要鉱物増産法（昭和 13年法律第 35号）：第 3條で，政府が鉱業権者に対して増産
を命じることができると設けられた． 
鉱業法（明治 38 年法律第 45号）：第 39条で，公益を害すると認められた場合，主
務大臣は鉱業権を取り消すことができると設けられている．また，第 5 章で
鉱害の賠償についての項目が設けられた． 
鉱山保安法（昭和 24年法律第 70号）：鉱山労働者に対する危害を防止するとともに
鉱害を防止し，鉱物資源の合理的開発を図ることを目的とした法律． 
河川法（明治 29年法律第 71号）：河川に関する主務大臣の権限，河川の使用に関す
る制限河川に関する費用の負担土地所有者の権限などが定められている． 
砂防法（明治 30年法律 29 号）：治水砂防に関する主務大臣の権限，砂防に関する費
用の負担，土地所有者の権限などが定められている．  
森林法（明治 30年法律 46 号）：森林に関する主務大臣の権限，保安林編入に関する
規定，保安林編入に関する制限などが定められている． 
水質汚濁防止法（昭和 45年法律第 138号）：鉱毒調査会（第一次）でこの法律制定
の必要性が論じられたが，結局のところ制定されなかった．昭和 33年に制定
された「公共用水域の水質の保全に関する法律（水質保全法）」と「工場排水
等の規制に関する法律（工場排水規制法）」を引き継いだ．工事および事業場
からの排水に関する規制や損害賠償などに関する規定が定められている．  
公共用水域の水質の保全に関する法律（水質保全法，昭和 33年法律第 181号）：工
場，事業場等の水質基準を定めた．水質汚濁防止法の成立により廃止された． 
工場排水等の規制に関する法律（工場排水規制法，昭和 33年法律第 182号）：施設
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の届出，水質の測定や記録，施設の使用に関する制限などを求めることがで
きる規定が定められている．水質汚濁防止法の成立により廃止された． 
公害対策基本法（昭和 42年法律第 132号）：水俣病（熊本，新潟），四日市ぜんそく，
イタイイタイ病などの発生により制定された．公害を大気汚染，水質汚濁，
土壌汚染，騒音，振動，地盤沈下，悪臭の 7 に規定した．環境基本法の制定
により廃止された． 
環境基本法（平成 5年法律第 91号）：複雑化，グローバル化する環境問題に対応す
るため制定された．環境基準の設定や環境基本計画の策定，費用負担，環境
を保全するための審議会や会議についてなどが規定されている． 
 
9）組織に関する用語［14］ 
内務省：内務省土木局の流れを汲む組織．当初は山林局を傘下に置いていた．以降，
建設院，建設省，国土交通省となる．足尾の鉱害対策では主に渡良瀬川の治
水・砂防の監督や事業を行った． 
農商務省：内務省の下にあった山林局などを有した組織．後に工部省が廃止され，
その鉱山事務などを引き継ぎ鉱山監督局なども有した．傘下の組織は後に農
林省と商工省，農商省などの下の組織となった．足尾の鉱害対策では山林，
鉱山に関する監督や指導を行った． 
鉱山監督局：鉱山局の流れを汲む組織．工部省，農商務省，商工省，軍需省，再び
商工省，通商産業省，経済産業省の下の組織となる．足尾を監督した組織は
鉱山監督局の下の東京鉱山監督署の流れを汲む組織である．足尾の鉱害対策
では主に古河に対する監督や指導を行った． 
林野庁：農商務省山林局の流れを汲む組織．以降，林野局，林野庁となる．足尾の
山林の管轄は東京大林区署の流れを汲む，前橋営林局，関東森林管理局が行
った．足尾の鉱害害対策では主に足尾の山林の治山・砂防の監督や事業を行
った． 
鉱毒調査会：天皇の勅令で作られた組織．第一次から第三次まで設置された．第一
次は足尾銅山鉱毒およびその救正処分方法の調査のために，第二次は鉱毒に
関する実況および処分の方法を調査するために，第三次は鉱毒除害の方法を
講究
（ママ）
するためにそれぞれ組織された．第一次は内閣に，二次は内閣の監督下
に．第三次は農商務省管理下にそれぞれ置かれた． 
古河：本研究中では古河市兵衛によって創立され，主に足尾銅山の経営を行った組
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織を指す．古河鉱業会社，古河合名会社，現古河機械金属株式会社など． 
 
注および文献 
[1］耿順，「環境法」における「環境」と「法」に関する考察と検討，環境・公害法
の理論と実践，PP．131－157，日本評論社，2004を参考とした． 
[2］土木学会環境システム委員会，「環境システム」，共立出版，p23を参考とした． 
[3］鈴木孝弘，「新しい環境科学」，昭晃堂，2007，増田啓子他，「はじめての環境学」，
法律文化社，2009を参考とした． 
[4］鈴木孝弘，「新しい環境科学」，昭晃堂，2007を参考とした． 
[5］[3］と同じ． 
[6］日本産業技術史学会，「日本産業技術史事典」，思文閣出版，2007および村上安
正，「足尾銅山史」，随想舎，2006を参考とした． 
[7］［6］と同じ． 
[8］［6］と同じ． 
[9］［6］と同じ． 
[10］［6］と同じ． 
[11］［6］と同じ． 
[12］［6］と同じ． 
[13］博文館編輯局「旧制対照 改正官制全書」，博文館，1899を参考とした． 
[14］渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 史料編」，国土交通省
関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006 を参考とした． 
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第 2節．研究の目的および構成 
（1）既往研究と本研究の位置づけ 
1）既往研究と本研究の論点の比較 
鉱害や足尾の鉱毒を扱った既存研究や文献などは，かなりの数が存在し，その一
部を挙げようとすれば，次のようなものがある．論点について大別すると，①環境
問題・公害・鉱害に関する法制度や対応策を記し，課題を論じているもの，②鉱山
保安に関する法規や組織の変遷を記したもの，③足尾の鉱毒問題を解決していく過
程において鉱毒調査会で議論された内容を記したもの，④鉱毒調査会の意見を反映
して執り行われた古河による工事や国による治山・治水工事の内容を記したもの，
⑤またその後の経緯を併せて概略的に対策事業の経緯を記したもの，⑥被害者側の
観点に立ち，政府や古河の行ってきた対応を記し，それを批判する内容を論じてい
るもの，⑦煙害の広がりやその原因などを古河の銅山経営の変遷とともに記したも
の，などがある．しかし，①，②，③については，政策や行政の鉱害に対する対応
が窺い知れるが，企業の具体的な対応が示されていない．また④や⑤については，
古河の対応について断片的な記載や概略的な記載に留まっている．さらに⑥や⑦に
ついては，被害者の立場や被害という観点から，被害者の奮闘の歴史や被害状況の経緯
が中心的に論じられており，そして，それに付随して，古河の対応が論じられている．
そのため，批判の材料としての記載に留まっており，古河の対応の流れを包括的に捉え
きれてはいない． 
本研究は，これらの既往の研究や文献と比較すると，政府が鉱害の原因を特定し
ていく過程を経ながら，足尾銅山における鉱害の全容についても認識を変化させて
いく様子を捉えて論じていること，そして，それに伴って試行錯誤を繰り返す「鉱
毒水」，「土砂の流出対策」，「鉱煙処理」，「山林復旧」といった主に発生源で行われ
るべき対策の内容について，古河機械金属所蔵の一次史料を用いてこれまで語られ
ることのなかった史実を加えることにより，包括的かつ具体的に論じており，足尾
銅山における鉱害の発生源対策の全容を示し得ている点で異なっている．つまり，
既往研究が結果論的に足尾の鉱害対策を論じるに止まざるを得なかった点を打開し，
実証的に論じている点で異なっている． 
以下は既往の研究および文献の論点と概要である． 
 
[1] 宇井純，「合本 公害原論」，亜紀書房，1988 
論点：① 
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概要：国内および国外における公害の事例を取り上げ，被害者の立場からその公害
問題の経緯や事情を説明している．足尾銅山の鉱害については，水質基準に
焦点を当て，水質基準ができることは公害が発生していることを自ら証明し
ているものであるとしている．また，水質基準を設けても毒物が流れ出てい
ることに変わりはなく，公害はなくならないとしている．公害防止のための
水質基準に問題があることを足尾を例にして論じている．  
 
[2] 荒畑寒村，「谷中村滅亡史」，新泉社，1970 
論点：⑥ 
概要：足尾鉱毒問題について政府の対応と被害者側の運動の経緯を記述している．
被害者側の運動が政府により弾圧される様子について具体的に記載されてい
る． 
 
[3] 東海林吉郎，菅井益郎，「通史 足尾鉱毒事件 1877-1984」，新曜社，1984 
論点：④，⑤，⑥，⑦ 
概要：足尾問題について，その発生原因を銅山側の発展の経緯と結びつけながら推
測している．また，鉱毒問題と鉱毒調査会の動向を整理し，現代で行われて
いる水質の監視に至るまでの鉱毒問題の経緯を論じている．また，予防工事
については問題点を挙げている． 
 
[4] 森永英三郎，「足尾鉱毒事件 上」，日本評論社，1982 
論点： ③，④，⑤，⑥ 
概要：足尾鉱毒問題について，煙害被害地および鉱毒水被害地における惨状を記述
するとともに，予防工事命令の内容と古河が実施した内容に差異があること
を問題視している．  
 
[5] 森永英三郎，「足尾鉱毒事件 下」，日本評論社，1982 
論点： ③，④，⑤，⑥ 
概要：足尾鉱毒問題の鉱毒水被害地における運動の様子を現代（水質の基準設定）
に至るまでの部分で記述している．  
 
[6] 萩原進，「足尾鉱毒事件」，上毛新聞社，1972 
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論点： ⑥ 
概要：足尾鉱毒問題における鉱毒水被害地民の運動および惨状の様子と群馬県の対
応の様子を記している．  
 
[7] 鹿野政直，「足尾鉱毒事件研究」，三一書房，1974 
論点：④，⑤，⑥ 
概要：足尾鉱毒問題の発生までの経緯，鉱毒水被害地の被害状況，被害地民の運動
と国の対応，当時の世論，鉱毒調査会の設置の経緯と調査内容について記述
されている． 
 
[8] 畑明郎，「金属産業の技術と公害」，アグネ技術センター，1997 
論点： ① 
概要：銅を中心とする金属鉱山，別子，日立，足尾，小坂鉱山，その他の鉱山，神
岡，生野を中心に金属産業技術と公害の関わりについてまとめている． 
 
[9] 大塚直，「環境法」，有斐閣，2006 
論点：① 
概要：環境法の歴史的成り立ちを近代から記し，その変遷の中で，政府が検討して
きた事項を端的に纏めている．時代ごとの政府の方針について概略的に窺い
知ることができる． 
 
[10] 宮本憲一，「日本の環境問題」，有斐閣，1975 
論点： ① 
概要：日本の環境問題や公害問題などを概略的に説明し，公害の歴史を明治期から
昭和期の間で大まかに振り返っており，公害に対する住民運動の例として挙
げている．歴史を振り返ることで，今後，日本が公害対策として政策的に行
っていくべき点を論じている． 
 
[11] 斉藤政夫，「鉱害の法社会学」，風間書房，1991 
論点：①，② 
概要：近代からの日本の鉱山史と鉱山を取り締まる法規について記し，その特徴を
述べながら法の変化を捉えている．また，鉱害による農地汚染や健康被害な
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どについて，全国の幾つかの事例を示し，補償や賠償についての問題点を論
じている． 
 
[12] 富井利安，「環境・公害法の理論と実践」，日本評論社，2004 
論点： ① 
概要：公害によって侵害される権利などを記すとともに，アメリカ，中国，ヨーロ
ッパ諸国の政策や法制度について概略的な説明を行っている．また，公害の
法的な位置づけや，公害に関する裁判の例を挙げている． 
 
[13] 木宮高彦，「公害概論」，有斐閣，1974 
論点：① 
概要：公害とは何であり，どう捉えるべきかを示し，日本の公害の歴史，法規，公
害行政，救済方法などを実際の公害事例を題材として解説している．そのた
め，それぞれの事例での論点や課題や限界を概観することができる． 
 
[14] 吉田文和，「環境と技術の経済学」，青木書店，1980 
論点：① 
概要：環境破壊を引き起こす生産・消費過程の廃棄物の発生や排出，それに関わる
生産技術などに着目し，人間の営みがどのように作用して環境破壊が引き起
こされてきたのか，また，企業がどのようなことを原因として公害引き起こ
したのかを論じている．公害を防ぎ，解決するための法規や政策の限界や課
題なども示している． 
 
[15] 吉田文和，「廃棄物と汚染の政治経済学」，岩波書店，1998 
論点：① 
概要：各廃棄物，各産業，各地方行政，各国の政策や制度などに関する，廃棄物が
及ぼす各種問題について提起し， その対応についての解釈や問題点を論じて
いる． 
 
[16] 石坂匡身，「環境政策学」，中央法規，2000 
論点：① 
概要：環境問題，特に公害と関係するものに対して，どのような問題があり，どの
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ような対応がなされているか概略的に説明をしており，環境問題に対する政
策的な取り組みを概観できる． 
 
[17] 産業技術会議，「産業と環境保全」，環境科学調査会，1980 
論点： ① 
概要：大気，騒音，振動，悪臭，廃棄物などによる公害とその対策についての概要
が記されているとともに，昭和 55年ごろの公害の現状を知ることができる． 
 
[18] 産業技術会議，「公害防止の具体策」，環境科学調査会，1973 
論点： ① 
概要：環境庁，中央公害対策審議会の発足経緯，各国の協力体制，環境保全につい
ての政府の基本方針，公害防止計画などについての説明が記されるとともに，
大気，水質，その他の廃棄物に対する具体的な方策，地方自治体の公害防止
対策などが示されている． 
 
[19] 日本技術者会議，「公害問題資料集成 14，環境政策の手法と理念」，旬報社，
2003 
論点： ① 
概要：環境アセスメント，環境税・経済的手法，汚染者責任と費用負担，環境ラベ
ル，環境監査，環境教育・人権教育などに関する法規及び制度，その他の取
り組みについての解説が記されている．環境保全のための法制度の存在や取
り組みについて幅広く知ることができる． 
 
[20] 日本技術者会議，「公害問題資料集成 6，公害対策・公害行政」，旬報社，2003 
論点：① 
概要：日本が近代化する時代から現代にかけての公害対策の経緯や公害防止に関す
る法規の変遷を概観できる． 
 
[21]九州鉱山保安監督局，「鉱山保安 100年のあゆみ」，九州鉱山保安監督局，1992 
論点：② 
概要：九州における鉱山保安を中心に，鉱山保安行政の沿革，補助金制度，各種鉱
山の歴史の概略，鉱山保安の技術について記している． 
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[22] 関東東北鉱山保安監督部，「東北の鉱山保安 100年をふりかえって」，関東東
北鉱山保安監督部，1992 
論点： ② 
概要：鉱山保安に関連する法の沿革や関東，東北の組織の移り変わり，各鉱山での
事故などが，記されており，その概要を知ることができる． 
 
[23] 渡良瀬川砂防工事事務所，「渡良瀬川流域砂防調査報告書（第 2回）」，建設省
関東地方建設局，1960 
論点：④，⑤，⑦ 
概要：渡良瀬川流域の地質や林相，山林の崩壊状況，水文調査などを行っている．
足尾の地質がもともと崩壊しやすいことなどを示している． 
 
[24] 建設省関東地方整備局渡良瀬川砂防工事事務所，「渡良瀬川流域の砂防及び治
山工事」，1964 
論点： ④，⑤，⑦ 
概要：砂防事業の沿革が記載されており，事業の概要を窺い知ることができる． 
 
[25] 鈴木丙馬，「足尾鉱煙害裸地の復旧治山造林に関する基礎的研究 第 1報 鉱煙
害と治山治水とを主体として足尾小史」，宇都宮大学農学部学術報告，第 6 巻
第 3号，pp.25-80，1967 
論点： ④，⑤，⑥，⑦ 
概要：足尾における鉱害や災害の変遷，時代ごとの煙害の広がり方を追っている． 
 
[26] 長池敏弘，「足尾銅山の鉱害問題と国有林」（1）～（4），林業経済，林業経済
研究所，1981 
論点：④，⑤，⑥，⑦ 
概要：古河と政府の対応に不備があるとし，それを纏めている．時代ごとの煙害の
広がり方なども示している． 
 
[27] 栃木県史編さん委員会，「栃木県史 通史編 8・近現代三」，栃木県，1984 
論点： ③，④，⑤，⑦ 
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概要：鉱害の原因，山林荒廃の原因などに触れ，鉱害発生の背景を記している． 
 
[28] 栃木県日光治山事務所，「足尾の治山」，栃木県日光治山事務所，1986 
論点：④，⑤，⑦ 
概要：足尾も含め，栃木県日光治山事務所による民有林の管理の歴史および概要が
記されている． 
 
[29] 建設省関東地方整備局渡良瀬川工事事務所，「渡良瀬川河川直轄砂防 足尾・赤
城五十年」建設省関東地方整備局渡良瀬川工事事務所，1987 
論点：④，⑤，⑦ 
概要：足尾も含め，内務省及び建設省による渡良瀬川河川の砂防事業について記載
されている． 
 
[30] 足尾銅山古河鉱業所，「足尾銅山予防工事一斑」，足尾銅山古河鉱業所， 1898 
論点：④ 
概要：予防命令（第三回）によって命令された内容に基づき古河が行った工事の内
容が記載されている． 
 
[31] 古河鉱業事務所，「足尾銅山鉱毒予防工事現況一斑」，古河鉱業事務所，1902 
論点：④ 
 予防命令（第三回）および予防命令（第四回）によって命令された内容に基づき
古河が行った工事の内容が記載されている． 
 
[32] 「明治三十六年局乙五ノ属附属書類 鉱毒調査委員長提出 足尾銅山ニ関スル調
査報告書ニ添付スヘキ参考書一」，1903，国立公文書館所蔵 
論点：④ 
 鉱毒調査会（第二次）における調査内容が詳しく記載されている． 
 
[33] 「明治三十六年局乙五ノ属附属書類 鉱毒調査委員長提出 足尾銅山ニ関スル調
査報告書ニ添付スヘキ参考書三」，1903，国立公文書館所蔵 
論点：④ 
 鉱毒調査会（第二次）における調査内容が詳しく記載されている． 
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[34] 足尾国有林復旧事業雑録ノ一，東京大林区署，1908，国立公文書館所蔵 
論点：④ 
 農商務省による足尾の官林の復旧事業の内容の詳細が記載されている． 
 
[35] 足尾国有林復旧事業雑録ノ二，東京大林区署，1908，国立公文書館所蔵 
論点：④ 
 農商務省による足尾の官林の復旧事業の内容の詳細が記載されている． 
 
[36] 足尾国有林復旧事業雑録ノ三，東京大林区署，1909，国立公文書館所蔵 
論点：④ 
 農商務省による足尾の官林の復旧事業の内容の詳細が記載されている． 
 
[37] 足尾国有林復旧事業雑録ノ四，東京大林区署，1911，国立公文書館所蔵 
論点：④ 
 農商務省による足尾の官林の復旧事業の内容の詳細が記載されている． 
 
[38] 渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 通史編」，国土交通省
関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006 
論点：③ 
概要：鉱毒調査会の報告を取りまとめ，その内容から，足鉱毒調査会を通じて足尾
銅山の鉱毒問題がどのような問題として捉えられて，遊水地が成立するに至っ
たかを論じている．足尾銅山の鉱毒問題の発端，原因物質，解決方法などにつ
いて，政府が究明していく過程を記している． 
[39] 渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 史料編」，国土交通省
関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006 
論点：③ 
概要：通史の編の内容を裏付となる史料を掲載しており，鉱毒調査会で行われた調
査や議論の内容を知ることができる． 
 
[40] 安在邦夫，堀口修，福井淳，「国立公文書館所蔵 影印本 足尾銅山鉱毒事件
関係資料」，東京大学出版会，2009 
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論点：③ 
概要：鉱毒調査会（第一次，明治 30年）および鉱毒調査会（第二次，明治 35年で
行われた調査や議論の内容を記録した一次史料の影印本．議論の内容がそのまま記
されている． 
 
2）既往の研究および文献と本研究を通じて新たに示した史実と史料の整理 
 本研究では，「鉱毒水対策」，「土砂の流出対策」，「鉱煙処理」，「山林復旧」などの
各対策について，既往の研究や文献を用いて史実の整合を図りながら，史料調査に
よってその存在を知り得た一次史料からの情報なども新たに加えて情報を補完しつ
つ，明治 30 年から現代にいたるまで足尾地内で行われた対策の全容を明らかにし
ている．それらの内容については次章以降で詳述し，ここでは，本研究によって新
たに加えられた対策に関わる史実の概要と，各対策の整理に用いた既往の文献およ
び新たな史料（一次史料）について示す． 
 
①鉱毒水対策に加えた新たな史実の概要と用いた既往研究および文献と一次史料 
【鉱毒水対策に加えた新たな史実の概要】 
鉱毒を含んだ水の処理は浄水場でなされるようになるが，本研究ではそれら施設
の変容のみならず坑内外の水処理ネットワークが形成される過程を明らかにすると
ともに，水質の管理が継続的に行われていた事実とその時系列的結果を新たに加え
た． 
 
【鉱毒水に関する問題と政府の関わり方についての既存研究】 
[1] 内水護，「資料足尾鉱毒事件」,亜紀書房, 1971. 
[2] 鹿野政直，「足尾鉱毒事件研究」，三一書房，1974． 
[3] 宇井純，「技術導入の社会に与えた負の衝撃」，技術の移転・変容・開発－日本
の経験 プロジェクト 研究報告，国際連合大学，1982． 
[4] 東海林吉郎，菅井益郎，「足尾銅山鉱毒事件」，技術の移転・変容・開発－日本
の経験 プロジェクト 研究報告，国際連合大学，1982． 
[5] 東海林吉郎，菅井益郎，「通史 足尾銅山鉱毒事件 1877-1984」，新曜社，1984． 
[6] 宇井純，「合本 公害原論」，亜紀書房，1988. 
[7] 小風秀雅，「足尾銅山に対する第三回予防工事命令の再検討-公害対策史の視点
から-」，足尾銅山跡調査報告書,日光市教育委員会，pp.49-71，2008. 
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【鉱毒水対策に関して政府の指示や古河の対応を断片的に捉えられる文献】 
[8] 「足尾銅山予防工事一斑」，足尾銅山古河鉱業所，1898. 
[9] 「足尾銅山鉱毒予防工事現況一斑」，古河鉱業事務所，1902． 
[10] 日本工学会，「明治工業史 鉱業編」，啓明会，1930． 
[11] 鉱山懇話会，「日本鉱業発達史」，上巻，鉱山懇話会，1932. 
[12] 鉱山懇話会，「日本鉱業発達史」，下巻，鉱山懇話会，1932. 
[13] 日本経営史研究所，「創業 100年史」，古河鉱業株式会社，1976． 
[14] 栃木県史編さん委員会 ，「栃木県史 史料編 近現代九」,栃木県 ，1980. 
[15] 栃木県史編さん委員会 ，「栃木県史 通史編 近現代三」,栃木県 ，1984. 
[16] 村上安正，「足尾銅山史」，随想舎，2006． 
[17] 渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 通史編」，国土交通省
関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006． 
[18] 渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 史料編」，国土交通省
関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006． 
[19] 産業環境部 環境政策課，「環境白書」，太田市，2008． 
 
【本研究で新たに示された史料】 
[20] 庶務係保存書類，「足尾銅山鉱害予防ニ関スル命令幷ニ予防設備ノ概要」，発行
年不明，古河機械金属所蔵． 
[21] 経理課庶務係，「浄水施設 沈澱銅採取設備二関スル綴」，1916，古河機械金属
所蔵． 
[22] 庶務係，「東京鉱山監督局大庭彦右ェ門氏提出書類」，1926，古河機械金属所蔵． 
[23] 庶務係，「浄水施設ニ関スル綴第五 自大正十二年二月至昭和三年十二月」，
1928，古河機械金属所蔵． 
[24] 「鉱水綴 自昭和四年一月至同十年十二月」，1935，古河機械金属所蔵． 
[25] 鉱業課，「監督局提出書類 自昭和七年至昭和十一年」，1936,古河機械金属所
蔵. 
[26] 庶務課，「浄水関係綴 自大正六年至昭和二十六年」，1951，古河機械金属所蔵． 
[27] 庶務課文書係，「官庁提出 鉱煙害調査資料綴八冊」，1955，古河機械金属所蔵． 
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②土砂の流出対策に加えた新たな史実の概要と用いた既往研究および文献と一次史
料 
【土砂の流出対策に加えた新たな史実の概要】 
明治 30 年における予防命令（第三次）以降，古河の所有地の沢沿いから流出す
る土砂は治山や砂防技術を用いた土砂扞止工事により流出防止が試みられ，生産に
伴う廃石や廃泥などの管理は堆積場において行われるようになる．本研究では古河
が担った砂防や治山工事の変遷を明らかにするとともに，建造されてきた堆積場の
存在を加えている． 
 
【土砂の流出に関する問題と政府の関わり方についての既存研究】 
[28] 森長英三郎，「足尾鉱毒事件」，上，日本評論社，1982． 
[29] 森長英三郎，「足尾鉱毒事件」，下，日本評論社，1982． 
[30] 東海林吉郎，菅井益郎 (，「通史 足尾鉱毒事件 1877-1984」，新曜社，1984． 
[31] 広瀬武，「鉱害の原点を後世に」，随想舎，1993． 
[32] 鉱山懇話会 ，「日本鉱業発達史」，下巻 1，原書房，1993． 
[33] 内水護，「資料足尾鉱毒事件」，亜紀書房，1971． 
[34] 萩原進，「足尾鉱毒事件」，上毛新聞社，1972． 
[35] 渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 通史編」，国土交通省
関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006． 
[36] 渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 史料編」，国土交通省
関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006． 
[37] 小風秀雅，「足尾銅山に対する第三回予防工事命令の再検討-公害対策史の視点
から-」，足尾銅山跡調査報告書,日光市教育委員会，pp.49-71，2008． 
[38] 栃木県史編さん委員会，「栃木県史 通史編 8・近現代三」，栃木県，1984． 
[39] 内閣，「明治三十六年局乙五ノ属附属書類 鉱毒調査委員長提出 足尾銅山ニ関
スル調査報告書ニ添付スヘキ参考書三」，1903，国立公文書館所蔵． 
[40] 内閣，「衆議院議員武藤金吉外一名提出鉱煙毒被害ニ関スル質問ニ対スル答弁
書衆議院へ回付ノ件」，公文雑纂，1909，国立公文書館所蔵． 
[41] 内閣，「鉱煙毒除害命令並被害救済ニ関スル建議秋田県小阪鉱山鉱煙毒ニ関ス
ル請願及茨城県多賀郡日立銅山煙毒排除機装置採用請願ノ件」，公文雑纂，1910，
国立公文書館所蔵． 
[42] 内閣，「鉱毒調査会ヲ設ク」，公文類纂第 33編，1909，国立公文書館所蔵． 
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[43] 内閣，「鉱毒調査会ヲ廃止ス」，公文類纂第 37編，1913，国立公文書館所蔵． 
[44] 内閣，「煙毒除外水源涵養ニ関スル建議ノ件_」，公文雑纂第 16巻，1926，国立
公文書館所蔵． 
[45] 内閣，「足尾銅山煙毒除害ノ請願三件並足尾銅山煙毒排除ノ請願二件」，公文雑
纂第 17 巻，1926，国立公文書館所蔵． 
[46] 栗原彦三郎，外三名，「足尾銅山鉱毒ニ関スル質問」，官報号外，pp.285-288，
1935． 
[47] 産業環境部 環境政策課，「平成 20年度 環境白書」，太田市，2009． 
[48] 畑明郎，「金属産業の技術と鉱害」，アグネ技術センター，1997． 
 
【土砂流出対策に関して政府の指示や古河の対応を断片的に捉えられる文献】 
[49] 足尾銅山古河鉱業所，「足尾銅山予防工事一斑」，1898． 
[50] 古河鉱業事務所，「足尾銅山鉱毒予防工事現況一斑」，1902． 
[51] 建設省関東地方整備局渡良瀬川砂防工事事務所，「渡良瀬川流域の砂防及び治
山工事」，1964． 
[52] 建設省関東地方整備局渡良瀬川工事事務所，「渡良瀬川河川直轄砂防 足尾・赤
城五十年」，1987． 
[53] 渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 通史編」，国土交通省
関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006． 
[54] 渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 史料編」，国土交通省
関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006． 
 
【本研究で新たに示された史料】 
[55] 庶務係，「官庁往復文書綴（諸官庁雑）」，足尾鉱業所，年代不明． 
[56] 古河鉱業株式会社足尾鉱業所，「鉱毒防止対策費一覧表（鉱廃水関係）」，年代
不明． 
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③鉱煙処理対策に加えた新たな史実の概要と用いた既往研究および文献と一次史料 
【鉱煙処理対策に加えた新たな史実の概要】 
明治 30 年に政府から出された予防命令にもとづき，鉱煙も鉱害の原因物質として
示され，その処理が古河に義務付けられた．政府の技術的指導にもとづき，古河は
脱硫塔に鉱煙を導き石灰乳で中和させる処理を行ったが，良好な結果を得ることが
叶わなかった．そして，その後も煙害は抑えられず，昭和 31年に自熔製錬法を中心
とする無公害型の製錬システムが稼働し始めるまでは鉱煙の処理が十分ではなかっ
た．これまでの研究では，鉱煙処理の成果が出ていないことが批判的に論じられ，
鉱煙処理対策を政府と古河の怠慢として指摘するものが多く存在し，技術導入を数
例示して結果論的に失敗の歴史として論じるに止まっており，鉱煙処理が成功する
に至るまでの過程が不明瞭であった．本研究では，昭和 31年に至るまでの経緯につ
いて，これまで示されることの無かった史実を一次史料などからも補完し，その試
行錯誤の歴史を明らかにした．特にこれまで不明であった政府の判断と古河による
技術的対応の関連についてその詳細を明らかにした． 
 
【鉱煙処理に関する問題と政府の関わり方についての既存研究】 
[57] 内閣，「鉱毒調査会ヲ設ク」，公文類纂，第三十三編，1909，国立公文書館所蔵． 
[58] 内閣，「鉱煙毒除害命令並被害救済ニ関スル建議秋田県小阪鉱山鉱煙毒ニ関ス
ル請願及茨城県多賀郡日立銅山煙毒排除機装置採用請願ノ件」，公文雑纂，第三
十二巻，1910，国立公文書館所蔵． 
[59] 渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 通史編」，国土交通省
関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006． 
[60] 渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 史料編」，国土交通省
関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006． 
 
【鉱煙処理対策に関して政府の指示や古河の対応を断片的に捉えられる文献】 
[61] 古河機械金属株式会社，「自溶炉（自溶製錬）」，「非鉄金属製錬技術の伝承」小
委員会 成果報告書，頁 140-162，資源・素材学会，2005． 
[62] 酒匂幸男，「足尾における自溶製錬技術の先駆性及び国内外に与えた影響」，日
光市文化財調査報告書第一集，頁 21-30，日光市教育委員会，2008． 
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④山林復旧対策に加えた新たな史実の概要と用いた既往研究および文献と一次史料 
【山林復旧対策に加えた新たな史実の概要】 
 足尾の松木川に沿った山林荒廃は明治 10 年の古河による足尾銅山経営開始の直
後から見られるようになった．その主な原因は乱伐とその後の煙害の拡大によるも
のとされている．古河が生産を拡大してく過程で，山林資源は，坑木や生産および
労働者のための生活施設などの建築材料として，さらに，製錬作業や動力のための
燃料として必要とされたため，乱伐が行われた．そして，その復旧を阻害しながら
鉱煙による煙害が山林の荒廃を拡大させていったことがこれまでの研究の中で明ら
かにされている． 
山林の復旧にあたっては，明治 30年の森林法の成立と予防命令による政府の介入
によって，治山事業として農務省と栃木県と群馬県により復旧事業が行われはじめ
たが，被害地域は拡大し続け，その後，内務省による砂防事業やボランティア団体
などの植樹も復旧事業に関わりを持つこととなった．既往の研究では，古河ではな
く国や県が主として山林の復旧を担い，長期間にわたり煙害がもたらされた経緯を
示すにとどまっており，古河が山林復旧に関わった史実を含め，山林復旧の歴史の
全体像が明らかにされていなかった．本研究では，古河所蔵の一次史料調査のほか，
国土交通省渡良瀬河川事務所，栃木県の森林事務所，旧足尾の元町長，植林ボラン
ティア団体の長などへの聞き取り調査なども行い，山林復旧に携わったそれぞれの
立場を明確に示しつつ，古河の担った役割と実施事業を加えて，足尾の山林復旧事
業の全体的な経緯を明らかにした． 
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（2）研究の目的 
 本研究は，鉱害というものの概念が不確かであった時代において社会的に問題視
されはじめた足尾の鉱害を政府が認識していく過程に触れながら，政府によって出
された方針や命令にもとづく発生源対策の内容を整理し，その結果と関係主体が担
った役割を明らかにすることで，これまで示されることがなかったそれら対策の全
体像を明らかにすることを目的としている． 
 
（3）研究の構成 
 本研究における構成は，1章で研究の対象や目的を示し，2章では足尾銅山の鉱害
問題の位置づけを明らかにすることを目的に，特に，鉱害の端緒と現況に視点を置
きながら近代足尾銅山の変容と現在の鉱害防止の取り組みについて概観する． 3章
では被害が社会問題化されていく過程と鉱害問題の原因について政府が認識してい
く過程を明らかにする．4 章ではそれを受けて実施された各対策の変遷を明らかに
する． 5章では結論として各対策の結果とその関連主体の対応を評価する． 
 
（4）本研究の内容と参考論文 
 本研究の第 2章，第 3章，第 4章のそれぞれ内容は，これまでに発表した以下の
論文を参考にしている． 
1）足尾銅山の発展と鉱害（第 2章） 
 近代に入って足尾銅山の産道技術が高度化し，都市全体が一大生産工場のように
なっていく様子を論じた内容については，以下の論文から主に引用している． 
・産業遺産としての足尾銅山宇都野火薬庫の特徴 -日本の産業史と地域史の観点か
ら-，青木達也，永井 護，都市計画論文集，Vol.43-3，pp.589-594，2008年 
・Roles of Transportation Systems in the Formation of Ashio Copper Mining Town 
in the Era of Japanese Industrialization - Considering Aspects to Assess Historical 
Heritages related to Transportation Facilities – 
Tatsuya AOKI，Mamoru NAGAI， Proceedings of the Eastern Asia Society for 
Transportation Studies，Vol.7，pp.18-28，2009 
 
2）被害の経過と鉱害の原因に対する認識の変遷（第 3章） 
 足尾の鉱害の現象と原因に対する認識は，時代とともに変化を遂げる．渡良瀬川
下流域の被害民の訴えと田中正造による議会での追及が契機となり，足尾の鉱害の
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現象と原因が明らかにされ始めるが，その後も続く被害の訴えや対策の試行錯誤と
ともに複合的な鉱害の全体像が明らかとなってくる．第 3章で論じたこの内容につ
いては，以下の論文から主に引用している． 
①山林荒廃に関する経過について（第 1節の（2）） 
・足尾銅山における山林荒廃とその対策に関する歴史的変遷 －松木地区の保存・
復旧・活用に関する考察－ 
青木達也，永井 護，土木学会論文集Ｄ，Vol.66，No.2，pp.197-216，2010 
②鉱害の原因に対する政府の認識の変遷について（第 2節） 
・足尾鉱毒問題における鉱毒原因の認識と土砂対策の変遷 -古河により建造された
土砂扞止施設と堆積場の遺構が有する歴史的意味について- 
青木達也，永井 護，都市計画論文集，Vol.45-3，pp.505-510，2010 
・足尾銅山の廃水処理対策の変遷に関する研究 －浄水施設を中心に－ 
青木達也，永井 護，土木計画学研究論文集，Vol.27，pp.589-594，2010 
・足尾銅山における山林荒廃とその対策に関する歴史的変遷 －松木地区の保存・
復旧・活用に関する考察－ 
青木達也，永井 護，土木学会論文集Ｄ，Vol.66，No.2，pp.197-216，2010 
・鉱毒調査会（第三次）と煙害防止対策， 
青木達也，日光市文化財調査報告書第７集，日光市教育委員会，2014 
 
3）足尾銅山における鉱害対策の変遷（第 4章） 
 足尾地内で行われた対策は，鉱毒水，土砂の流出，鉱煙処理，煙害対策が柱とな
った．そして，農商務省鉱山監督局，同省山林局，鉱毒調査会，内務省，栃木県，
古河などがそれぞれ対策にあたった．第 4章で論じたこの内容については，以下の
論文から主に引用している． 
①鉱毒水対策の変遷について（第 1節） 
・足尾銅山の廃水処理対策の変遷に関する研究 －浄水施設を中心に－ 
青木達也，永井 護，土木計画学研究論文集，Vol.27，pp.589-594，2010年 
②土砂の流出対策について（第 2節） 
・足尾鉱毒問題における鉱毒原因の認識と土砂対策の変遷 -古河により建造された
土砂扞止施設と堆積場の遺構が有する歴史的意味について- 
青木達也，永井 護，都市計画論文集，Vol.45-3，pp.505-510，2010 
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③鉱煙処理技術の変遷について（第 3節） 
・足尾銅山本山製錬所の変遷 -環境に配慮された施設に変貌するまでのあゆみ- 
青木達也，永井 護，日光市文化財調査報告書第５集，日光市教育委員会，2012 
③煙害対策の変遷について（第 4節） 
・足尾銅山における山林荒廃とその対策に関する歴史的変遷 －松木地区の保存・
復旧・活用に関する考察－ 
青木達也，永井 護，土木学会論文集Ｄ，Vol.66，No.2，pp.197-216，2010 
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第2章．足尾銅山の発展と鉱害 
第 1節．足尾銅山における産銅業の発展 
（1）近代日本における国策としての産銅業の推進と古河による足尾銅山の開発 
 幕藩体制が崩壊し明治新政権が成立すると，「富国強兵」，「殖産興業」を目標とする上で，
金銀を中心とする非鉄金属が貨幣材料として，また銅などが，外貨獲得のための輸出品と
して，その重要性が認識され始めた．そして，政府は鉱山の開発を重点政策にとりあげ，
既存の鉱山の官営による再開発や民間への鉱山開発の解放などを行うとともに，非鉄金属
類の生産・流通に関連する法規の整備を進めていった． 
1869年（明治 2年）になると，民間への鉱山開発の解放のために「鉱山開催ヲ許シ府藩
県管内鉱山ノ採出額ヲ録上セシムル件」を発し，民間開発の門戸を開きつつ，その中で届
出制による開発申請や，密売を禁止して市場を通した売買を行わせる規定を設け，外国へ
不当な価格で金銀銅が流れないよう取り締まった．さらに 1872 年（明治 5年）になると，
図２－１－１．足尾銅山と各生産拠点 
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「鉱山心得」を発し，政府の鉱山所有権の明確化や，鉱山稼業における外国人の関与を禁
止するなどして，外国資本による開発や鉱物資源の搾取を防いだ．翌年（明治 6年）には，
日本坑法」を公布し，金属やその他の坑物，試掘，借区開坑，通洞，坑業，廃業，製錬所
建築，納税などについての統一的な規則を示すとともに鉱山が日本政府のものであること
を強調し，外国人の鉱山経営への関与をより一層禁止した．なお，この所有権の明確化は，
西洋において 18 世紀の末頃まで使用されていた，政府が鉱物資源の専有権を掌握するとい
う主義を模倣して行われており，さらに，通洞を設けることなども西洋の鉱山開発方法で
あり，日本政府は西洋の鉱山開発の方法を模倣しつつ，国内の資本家による鉱山開発を国
策として促していった．しかし，一方では，お雇い外国人に全国の鉱山を視察させ，開発
の有望な鉱山に関しては官が経営し，有望でない鉱山は民間の資本家に払い下げられた．
そのため，開発が見込める鉱山に対しては国の資本と西洋技術が盛んに導入され，その他
の鉱山の開発は資本家のやり方に委ねられることとなった．このような時勢を背景として
足尾銅山は， 1871 年（明治 4年）には横浜の平民野田氏に払い下げられ，その後 1873 年
（明治 6年）には筑後（ちくご）三瀦（みずま）の士族である副田氏にわたり，そして，
1876 年（明治 9 年）の 12 月末には京都の商人の古河市兵衛ら（古河市兵衛とその共同経
営者である）へとその経営が移っていった．それ以降，足尾銅山の発展は古河市兵衛らの
開発方針に委ねられることとなった． 
足尾銅山を買い取った古河市兵衛らは，翌年（明治 10年）から本格的な引き継ぎと経営
を開始し始めた．最初に，前経営者が使用していた住宅，製錬関連施設，炭小屋，牛小屋
などその他の生産に関連する施設の引継を行い，さらに稼働中の 74か所の坑口と実際にそ
の場を取り仕切り作業を進める従事者，いわゆる下稼人（したかせぎにん）などと呼ばれ
る労働者 38名の引継を行った．次に，「足尾銅山仮規則」を発布し，足尾銅山の決まりご
とをつくり，下稼人の統制を図った．しかし，統制は困難を極め，また一方では有望な鉱
源が見つからず，古河市兵衛による経営当初の足尾銅山は人員統制と鉱源開発の進みの悪
さにより不振がつづいた．しかしその後，有望であると検討を付けた坑口（間歩）におい
ては，自身が目をかけた坑夫たちに開発させて賃金を上げ，坑内での作業効率を良くする
ために排水用のポンプ，軌道，火薬類などの技術を導入するなどして，有望鉱源の発見に
つとめた．その結果，1881年（明治 14年）の末からその翌年（明治 15年）の初めにかけ
て，鷹の巣という富鉱脈を発見し，さらに 1884 年（明治 17 年）5 月には本口坑において
横間歩大直利という大鉱脈を掘り当て，発展への足がかりを得ることになった（図２－１
－１参照）． 
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（2）技術の導入と足尾の躍進 
西洋技術の導入により，本山における鉱源開発に成功した古河は，以降も，探鉱・採鉱，
選鉱，製錬の各工程，およびそれを支える動力・エネルギー，運輸などに西洋技術を次々
に導入し，生産の拡大を図っていった．探鉱・採鉱においては，黒色火薬，ダイナマイト
鑿岩機などを用いて掘進速度を上げ，軌道により多くの鉱石やズリを搬出し，坑内におけ
る排水や送風の問題はポンプや送風機がこれを助け，小滝における鉱源開発や通洞貫通を
早期に実現し，数々の鉱脈の発見とその開発を推し進めた．選鉱過程においては，鉱石を
洗う機械や，鉱石を破砕し篩分けを行う機械導入され，鉱石の選別が効率的に行われた．
製錬においては，熔鉱炉やコンバーターなどの各種の炉，および送風機や圧気機などが導
入され，選鉱所で処理された多量の鉱石から純度の高い粗銅を効率的に生産していった．
また，各工程における機械の動力やエネルギーとして，コンプレッサーや水力・火力発電
所，コークスなどの技術が導入され，各施設のフル操業や機械のフル稼働を可能とした．
さらに各施設間や生産拠点間の輸送を馬車鉄道や，電車軌道，ドコビール，索道などの輸
送技術が，多くの資材や鉱石・廃石の運搬を可能とし，各作業間の流れをスムーズにした．
以上は，近代足尾銅山の初期段階の技術であるが，古河はその後現れる改良型の各機械や
新工法，新技術なども次々と導入し，現場で実用化させ，生産量を増大させていった． 
これら探鉱・採鉱，選鉱，製錬の各工程，およびそれを支える動力・エネルギー，運輸
の変遷を纏めるとそれぞれ表２－２－１，表２－２－１，表２－２－１，表２－２－１，
表２－２－１，表２－２－１，のようになる． 
なお，鉱害の原因である鉱毒水および鉱煙と技術導入との関係については 4 章の鉱害対
策の変遷の中ので論じる． 
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図２－１－２．足尾銅山の産銅量と人口［1］ 
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和暦
（年） 
西暦
（年） 探鉱・採鉱に採用された技術の一例 
明治 10 1877 採鉱に火薬を使用し始めた 
明治 13 1880 坑内運搬に手押しの鉱車を使用（坑内における軌道の使用） 
明治 16 1883 開鑿にダイナマイト使用し始めた 
明治 18 1885 開鑿に鑿岩機を使用し始めた 
  通洞開鑿開始 
明治 19 1886 通洞の開鑿においてシュラム式鑿岩機が使用された（掘進速度の向上
を目的、掘進費は手掘りの方が安価であった） 
明治 22 1889 小滝においてシュラム式鑿岩機が使用された 
明治 23 1890 坑内における電気捲揚機採用（本邦初） 
明治 24 1891 小滝の坑道と通洞の坑道が繋がり、排水が楽になった 
明治 29 1896 通洞が竣工した 
明治 30 1897 シーメンス式鑿岩機が試験的に使用された 
明治 31 1898 階段掘法への移行開始 
明治 33 1900 間藤に機械の製作、修理のための工場を設置した 
明治 34 1901 通洞坑に電気機関車採用 
明治 35 1902 アメリカのウォーター・ライナー式鑿岩機を使用し始めた 
明治 38 1905 ショウ式鑿岩機（ストーパー）が試験的に使用された成績不良であっ
た。以降（明治 41年）にも試験的使用が行われたが成績不良により
本格採用はされなかった 
明治 39 1906 岩鼻製（軍による）国産ダイナマイトの試験が通洞坑で実施された。
国産ダイナマイトが開鑿に積極的に使用されていった 
明治 45 1912 宇都野火薬庫が竣工した 
大正 3 1914 足尾式鑿岩機（シンカー，国産鑿岩機）（外国製と比較し小型のもの）
が完成した 
大正 5 1916 鑿岩機製造工場が完成し量産体制に入った 
 
表２－１－１．足尾銅山における探鉱・採鉱に関する技術導入の変遷［2］ 
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図２－１－３．鑿岩機による坑内作業の例［3］ 
図２－１－４．火薬類の貯蔵庫 
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和暦
（年） 
西暦
（年） 
選鉱に採用された技術の一例 製錬に採用された技術の一例 
明治 15 1882   吹床送風に足踏み式の革鞴使用 
明治 16 1883 本山において洋式選鉱所（本山
第一選鉱所）が完成した 
製錬工程（焼鉱）に反射炉が導入さ
れた 
明治 17 1884   本山製錬所が竣工 
    吹床の送風にルーツブローワーを
使用 
明治 18 1885 本山に洋式選鉱所（第二選鉱所、
二番鉱処理用）建設   
明治 19 1886 小滝に洋式の選鉱所が建設され
た 
洋式溶鉱炉（ピルツ炉）が導入され
た 
明治 21 1888 通洞において簡単な選鉱所が完
成した（簀子橋の選鉱所を合併
した） 
  
明治 22 1889 通洞において選鉱所の整理を行
った   
明治 23 1890 簀子橋に洋式選鉱所新設 一部，水套式熔鉱炉の導入，吹床を
全廃し洋式製錬に全面的に移行 
明治 24 1891 小滝に第一，第二選鉱所（洋式
選鉱所）新設   
明治 26 1893 本山に洋式選鉱所（第三選鉱所，
鉱尾処理用）建設 
ベッセマー転炉（アメリカのパロッ
ト工場で成功例があった）が導入さ
れ、製錬の迅速化が図られた 
    ストール焙焼法採用 
明治 27 1894 通洞において選鉱所を拡張した   
明治 30 1897   古河は本山と小滝の両製錬所に対
して鉱毒予防工事命令で指定され
た脱硫塔の建設が無理であるとの
判断をし、小滝にある製錬所を廃止
した。銅山から算出されるすべての
鉱石は本山にある製錬所において
処理される体制に移り変わった 
明治 35 1902 木製搗鉱機使用   
明治 38 1905 通洞（新梨子）に選鉱所が建設
された   
明治 39 1906   焼鉱吹から生鉱吹へ移行 
明治 43 1910   本山製錬所の新製錬所として改修
が完了した 
    粉鉱製団機も完成し，製錬所の生産
効率が高まった． 
大正 2 1913 通洞の選鉱所を全部新梨子の選
鉱所に集約した   
大正 4 1915 浮遊選鉱を開始   
大正 9 1920 小滝選鉱所を廃止し，その分を
通洞選鉱所で処理を行うように
なった 
  
大正 10 1921 本山選鉱所を廃止し，選鉱作業
は通洞選鉱所に統合された   
 
表２－１－２．足尾銅山における選鉱・製錬に関する技術導入の変遷［4］ 
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図２－１－６．西洋式の製錬所とその施設［6］ 
図２－１－５．西洋式の選鉱施設［5］ 
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和暦
（年） 
西暦
（年） 
採鉱・選鉱・製煉・運搬などに利用されたエネルギー技術の一例 
明治 15 1882 砕鉱用クラッシャーの運転に水車を使用 
明治 16 1883 砕鉱に 10馬力の蒸気機関を使用 
明治 17 1884 吹床送風に 8馬力の水車を使用 
明治 18 1885 吹床送風に 16馬力の蒸気機関を使用 
明治 19 1886 排水ポンプに蒸気機関を使用 
明治 20 1887 コークスの使用を開始 
明治 20 1887 本山において火力発電所を竣工した（本山発電所） 
明治 20
頃 
1887
頃 
本山においてタービン水車を導入し、シュラム式圧搾空気機械を運転
した 
明治 23 1890 間藤水力発電所竣工，電力は坑内の捲揚機やポンプなどに使用された 
  排水に電気ポンプを使用した 
明治 25 1892 間藤水力発電所において凍結により不具合があったためペルトン式
水車を導入した、大変便利だったため以降、小滝において発電所に導
入された 
明治 32 1899 本山において製錬所に火力発電所を竣工した（製錬発電所） 
明治 34 1901 渡良瀬において水力発電所を竣工した（製錬発電所） 
明治 34 1901 通洞において水力発電所を竣工した（通洞発電所） 
明治 35 1902 小滝において水力発電所を竣工した（小滝発電所） 
明治 37 1904 清滝において水力発電所を竣工した（別倉発電所） 
明治 39 1906 細尾第一発電所を竣工した 
明治 43 1910 細尾第二発電所を竣工した 
明治 44 1911 通洞の坑外（新梨子）において電動機直結型空気圧搾機（インガーソ
ル機 PRE2型 320馬力）2台を設置した（当時において国内最大のもの） 
大正 3 1914 本山の坑外において電動機直結型空気圧搾機（インガーソル機 PRE2
型 320馬力）2台を設置した（当時において国内最大のもの） 
大正 5 1916 小滝の坑外において電動機直結型空気圧搾機（インガーソル機 PRE2
型 522馬力）2台を設置した（当時において国内最大のもの） 
大正 13 1924 細尾に馬道発電所（細尾第三発電所）を竣工した 
 
表２－１－３．足尾銅山におけるエネルギー・動力に関する技術導入の変遷［7］ 
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坑内に使用されたポンプ 水力発電所 
送風機 空気圧搾機 
図２－１－７．エネルギー・動力技術［8］ 
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和暦
（年） 
西暦
（年） 
足尾銅山の経営に与した運搬技術の導入や輸
送に関連する工事 
坑内
輸送 
銅山
内輸
送 
銅山
内外
輸送 
明治 10
頃 
1877 道路や橋の整備を行い日光、神子内、本山間を
馬車にて往来できるようにした  ○  
明治 10
頃 
1877 桐生方面に抜ける峠（小名峠）において、川岸
の岩盤をくり抜いた片隧道と桟橋により幅員
を確保した道路が整備された  
○ 
 
明治 14 1881 本山において坑内に鉄軌道が敷かれ、木製の鉱
車で運搬が行われた ○ ○ ○ 
明治 18 1885 坑外運搬にドコビール式軽便軌道を使用し始
めた（当時東京の山手線の工事監督をしていた
フランス人のデニー・ラリウ氏が来山し、ドコ
ビールの導入が決定した。重力および蒸気機関
を動力とし、その蒸気機関の製造はイギリス人
のキング氏が担当した）。これにより本山の坑
口（本口坑）から選鉱所までの鉱石運搬が人力
から機械力に転換された 
 
○ 
 
明治 19 1886 坑内に人力の捲揚機が設置された ○ 
  
  峠越えにおける坂道運搬手段として牛車が導
入された   ○ 
  両毛鉄道の敷設計画が立てられた 
  
○ 
明治 21 1888 神子内において道路改修がなされ、本山から神
子内まで荷馬車が通れるようになった  ○  
  足尾と大間々間に電気機関車を敷設する計画
が立てられるが失敗に終わった   ○ 
明治 23 1890 本山においてドイツのハーコート社製の鉄橋
が当時の大手貿易商であった高田商会を通じ
て輸入され建設された  
○ 
 
  細尾と神子内（地蔵坂）間に鉄索（第一鉄索）
が建設された（生産用品、薪炭運搬用）（アメ
リカ人ヘイ氏の設計により導入、日本の鉱山で
は明治 20の佐渡における複線式が初） 
 
○ 
 
  本山（赤倉）と間藤間の道路を改修し道幅を
2.7mから 7.2mに広げた  ○  
  坑内運搬に電気捲揚機を導入し始めた（本邦初
の電気捲揚機） ○ ○ ○ 
  日光線（日本鉄道）が宇都宮間と開通し、日光
方面からの宇都宮間の鉄道利用が可能となっ
た   
○ 
明治 24 1891 本山から細尾方面への馬車鉄道建設に着工し
た  ○  
  本山において、（坑外）電気機関車が馬車鉄道
の本山終点から製錬所までの間に鉱石運搬用
として用いられた（本邦初）  
○ 
 
明治 25 1892 神子内と古峯ヶ原間に鉄索（第二鉄索）が建設
された（薪炭運搬用）  ○  
  本山（鉄橋）、小滝、通洞、神子内との間に馬
車鉄道が開通した。足尾鉄道が開通するまでの
主要幹線軌道となった  
○ 
 
明治 26 1893 細尾と栃木平間に鉄索（第三鉄索）が建設され
た（薪炭運搬用）  ○  
  小滝と餅ヶ瀬間に鉄索（第四鉄索）が建設され
た（薪炭運搬用）  ○  
  細尾と日光の停車場を結ぶ馬車鉄道（古河によ
り出願されたもの）が建設された   ○ 
表２－１－３．足尾銅山における運搬に関する技術導入の変遷［9］ 
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明治 26 1893 通洞と宿の間に自社製の電車を試験的に走ら
せた  ○  
  シーメンス社（ドイツ）からも電車を取寄せ、
坑内と坑外に試験的に用いた  ○  
明治 28 1895 第四鉄索と同様に小滝と餅ヶ瀬間に鉄索（第五
鉄索）が建設された（薪炭運搬用）   ○ 
明治 29 1896 掛水と粕尾間に鉄索（第六鉄索）が建設された
（薪炭運搬用）   ○ 
明治 30
初頭 
1897
初頭 
本山の大竪坑 3か所と小滝の大竪坑 1か所に新
たに電気捲揚機が設置され坑内の輸送力が強
化された 
○ 
  
明治 30 1897 鉱毒予防施設建設に必要な資材を運搬するた
めに馬が多数購入するとともに細尾日光方面
で使役する馬の数を増やした  
○ 
 
明治 30
末 
1897
末 
本山と小滝の両坑内において電気機関車が採
用され、そのため不要となった馬は通洞で使役
された  
○ 
 
明治 31 1898 本山、小滝、通洞の各拠点から排出される泥砂
をそれらの周辺にある堆積場へと運搬する作
業が開始された  
○ 
 
明治 32 1899 足尾と大間々間に鉄道を通す計画について起
点を大間々から桐生に変更した   ○ 
  赤倉と仁田元間に鉄索（第七鉄索）が建設され
た（石灰石、粘土運搬用）  ○  
明治 32
～35 
1899～
1902 
製錬と京子内間に鉄索（第八鉄索）が建設され
た（粘土運搬用）  ○  
明治 32
～35 
1899～
1902 
小滝と製錬間に鉄索（第九鉄索）が建設された
（精鉱・製材品運搬用）  ○  
明治 34 1901 通洞の坑内輸送に電気機関車が導入された ○ ○ ○ 
明治 35 1902 小滝と銀山平間に鉄索（第十鉄索）が建設され
た（廃石・製材品運搬用）  ○  
明治 37 1904 銀山平と砥沢間に鉄索（第十一鉄索）が建設さ
れた（木材・薪炭運搬用）  ○  
  砥沢と源公平間に鉄索（第十二鉄索）が建設さ
れた（木材運搬用）  ○  
明治 37
～大正
元 
1904～
1912 
沢入と山地間に鉄索が建設された（石灰石運搬
用） 
 
○ 
 
明治 40 1907 定時運行の馬車鉄道の利用が町内の住民にも
許可されるようになった  ○  
  坑内電車の軌道を 18ポンドに、手押鉱車の軌
道を 12 ポンド,10ポンド,8ポンドのものを使
用した（坑内輸送力増強） 
○ 
  
  坑内捲揚機に二車捲（捲揚機により捲揚げられ
るケージが二段になっており、二鉱車をいっぺ
んに捲揚げられる機械）が採用され始めた（明
治 40着工、大正 7完成）（坑内輸送力増強） 
○ 
  
明治 43 1910 日光電気鉄道の一部（日光から岩の鼻間）が開
通した   ○ 
大正 1 1912 製錬所から松木の間に鉄索が建設された（選鉱
廃滓、廃石運搬）  ○  
大正 1
末 
1912
末 
足尾鉄道の桐生と掛水間が開通した 
  
○ 
大正 2 1913 神子内と切幹の馬を渡良瀬に集めて、渡良瀬を
馬車の中心地とした  ○  
  高原木から松木の間に鉄索が建設された（選鉱
廃滓、廃石運搬）  ○  
  小滝から水山の間に鉄索が建設された（選鉱廃
 
○ 
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滓、廃石運搬） 
  廃石および鍰の運搬先を高原木から松木へ新
梨子から有越に変更し、玉村式複線索道にて運
搬した  
○ 
 
  日光電気鉄道の（日光と細尾間）全線が開通し
た   ○ 
大正 3 1914 坑内電車の軌道を 25ポンドに、手押鉱車の軌
道の軌道を 18ポンド（一部 12ポンド）に変更
した（坑内輸送力増強） 
○ 
  
  中段坑道において従来使用されていた木製鉱
車を三角型の鉄製鉱車に変更した（坑内輸送力
増強） 
○ 
  
  通洞選鉱から砂畑の間に鉄索が建設された（選
鉱廃滓、廃石運搬）  ○  
大正 5 1916 通洞から水山の間に鉄索が建設された（選鉱廃
滓、廃石運搬）  ○  
  水山から奥水山の間に鉄索が建設された（選鉱
廃滓、廃石運搬）  ○  
大正 6 1917 切幹から原の間に鉄索が建設された（選鉱廃泥
運搬）  ○  
  砂畑から切幹の間に鉄索が建設された（選鉱廃
滓、廃石運搬）  ○  
  猿沢から奥水山の間に鉄索が建設された（選鉱
廃滓、廃石運搬）  ○  
大正 14 1925 ガソリン機関車（ドイツ製）を試験的に使用し
た。試験結果が良かったため、その後々、増設
を図った（坑内運搬では本邦初）  
○ 
 
大正 15 1926 フォードの旧型エンジンを購入してガソリン
車を製造し坑外運搬用に試験運転を行った、後
13 間使用された  
○ 
 
大正 15
以降 
1926
以降 
主要坑道において従来使用されていた木製鉱
車を角型の鉄製鉱車に変更して行った（坑内輸
送力増強） 
○ 
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人力鉱車 ドコビールとインクライン 
馬車軌道 電車（坑外） 
索道 鉄道 
図２－１－８．輸送技術［10］ 
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（3）鉱山都市足尾の拡大と変容 
西洋技術の積極的な導入により，本山と小滝の両産銅拠点が，坑口から搬出される大量
の銅鉱石の処理を十分処理できる機能を有すると，これらの産銅拠点間が軌道を中心とす
る輸送手段で結ばれ，足尾銅山全体が，一大生産工場のように変化していく様子がみられ
る． 
1887 年（明治 23 年）以前は，足尾地内の生産拠点を結ぶ主要幹線であった馬車鉄道が
未だ敷設されておらず，鉱石は各坑口から搬出された後，坑口周辺で選鉱と製錬がなされ
ていた．各坑口から日々搬出される大量の鉱石の選鉱と製錬の両方を処理する能力が各拠
点に求められていた時代であった． 
1888 年（明治 24 年）から 1897 年（明治 30 年）においては，本山，小滝などの各生産
拠点がその後に貫通する通洞坑とともに馬車鉄道で結ばれ，足尾地内の輸送ネットワーク
が形成された．また馬車鉄道と索道が結ばれることで，生産に必要な物資の輸送や粗銅な
どの製品の出荷がより効率的に行われるようになっていった．通洞の貫通と併せると，坑
内輸送ネットワークと足尾町内外輸送ネットワークのベースが出来上がった時代であった．
両方が軌道を中心とした輸送手段によって結ばれ，足尾銅山全体の生産効率が上がった． 
また，1898 年（明治 31 年）から 1911 年（明治 44 年）においては，鉱害の予防工事の
影響を受けながら，小滝と通洞が選鉱を主に担い，本山の製錬所が足尾銅山すべての製錬
を担うという，産銅工程上の役割分担が見られるようになった．また，間藤に鑿岩機など
の産銅機械をメンテナンスするための機械工場が，渡良瀬には鉱山事務所がそれぞれ移動
し，地区ごとの生産上の役割が特化していった時代であった．  
さらに，1912 年（大正元年）から 1920 年（明治 9 年）の間では，馬車鉄道と索道によ
って担われていた町内外を結ぶ輸送が，鉄道が導入されることで，足尾銅山はより大量輸
送に適した形へと変化した． 
そして，1921年（大正 10年）からは，足尾銅山のほぼ全ての鉱石の選鉱を通洞が担い，
役割を終えた小滝の産銅施設は閉鎖された．通洞で選鉱処理された大量の精鉱は本山の製
錬所に運ばれ，粗銅に製錬され，その後，それらを精錬するために細尾の精銅所へと運ば
れた．鉄道の導入により，足尾の内外における輸送が効率化され，地区ごとに産銅上の役
割の色合いがますます強くなっていった時代であった． 
2－16 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1898-1911 
 
Ｓ 
 
 
 
本山 
通洞 
小滝 
間藤 
桐生へ 
小滝  
坑口 
本山  
坑口 
通洞  
坑口 
細尾へ 
渡良瀬 
Ｄ 
Ｄ 
Ｄ 
宿 
1912-1920 
 
Ｓ 
 
 
 
本山 
通洞 
小滝 渡良瀬 
間藤 
桐生へ 
小滝  
坑口 
本山  
坑口 
通洞  
坑口 
細尾へ 
Ｄ 
Ｄ 
Ｄ 
宿 
1888-1897 
機械工場 
 
Ｓ 
 
Ｓ 
 
 
 
本山 
通洞 
小滝 
渡良瀬 
間藤 
桐生へ 
小滝  
坑口 
本山  
坑口 
細尾へ 
通洞 
坑口 
Ｄ 
Ｄ 
Ｄ 
宿 
1877-1887 
 
Ｓ 
 
Ｓ 
 
 
 
本山 
通洞 
小滝 
渡良瀬 
間藤 
細尾へ 
桐生へ 
小滝  
坑口 
本山  
坑口 
通洞 
坑口 
Ｄ 
Ｄ 
宿 
図２－１－９（１）．鉱山都市足尾の時代ごとの変容 
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図２－１－９（２）．鉱山都市足尾の時代ごとの変容［11］ 
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（4）まとめ 
 日本が近代化に入り，「富国強兵」と「殖産興業」を果たすために，鉱業の，特に産銅業
の発展と，そのための民間企業への解放を推し進めた．古河はそのような時代の流れに乗
り，さらに富鉱脈（鉱源）に恵まれながら，足尾を日本一の生産量を誇る大銅山へと成長
させた．このような機運，そして，大量の鉱石の処理を可能とする西洋の各種技術（探鉱・
採鉱，選鉱，製錬，エネルギー・動力などの技術）の技術力を借りながら，足尾全体を著
しい早さで生産性の高い産銅工場へと変化させていった． 
 
 
 
 
図２－１－１０．近代日本における各主要銅山と古河の産銅量の比較［11］ 
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第 2節．足尾銅山の鉱害について 
（1）日本全国の鉱害と足尾の鉱害 
1）近世以前の鉱害 
鉱害は近世においてもその報告があり，全国のものとしては，一部ではあるが，各鉱山
とも下記に記したようなものがある．ここでは，金山，銀山，銅山，鉄山などを示したが，
他にも鉛や亜鉛，アンチモンといった鉱山での被害もあったとされている．また，その対
策としては閉山や，地元民との間での話し合い（示談）などがなされていた． 
なお，近世以前において，足尾でも鉱害は存在していた．一例ではあるが，吹所からの
煙害により周辺住民の畑地の作物に影響があったとされている．その対策として，産銅作
業が停止されたが，周辺住民自体が銅山に関係することを生業としていたこともあり，生
活のために産銅業を続けてほしいとの要望などが出され，産銅業が再び行われた．近世に
おいて，足尾の鉱害は，全国の例を見ても極めて特別なものではなく，その影響範囲が産
銅業と関連する生業を持つ住民であったこともあり，許容された部分もあったと言える．  
 
佐渡金山（新潟県）：気絶（へた）と呼ばれる鉱夫が疲れさせ，早死させる病気．石煙（粉
じん），油煙，一酸化炭素などが原因と考えられていた． 
大葛金山（おおくぞ，秋田県）：煙食（けむりぐい）と呼ばれる短命で死に至る坑夫の病気．
鉱石中の 丹礬
タンパン
などの毒気が石粉になって鼻や口から体内に入ることで引き起こさ
れると考えられていた． 
石見銀山（島根県）：ヨロケと呼ばれる坑夫を死に至らしめ早死させる病気．窒素ガス，炭
酸ガス，水素ガス，鉱毒，砒素，石毒などが原因であると考えられていた． 
生野銀山（兵庫県）：鉱煙による悪臭，樹木の枯死，山林荒廃など．カタケ吹と呼ばれる製
錬作業によって発する煙が原因であると考えられていた．また，人体に影響を及ぼ
すものとして，坑夫の肺を侵し，早死させる病気（珪肺）があったとされている．
石煙，油煙が原因であると考えられていた．さらに河川の魚類の成を阻害したり，
水を飲んだ者の骨が侵される病気（イタイイタイ病などと似ている症状）があった
とされている． 
多田銀山（兵庫県）：鉱害による不作があったとされている． 
神岡鉱山（岐阜県）：田畑における不作．鉱毒水が原因であったと考えられている． 
日立銅山（茨城県，赤沢銅山）：山林荒廃や田地の鉱毒問題があったとされている． 
鉄山（てつざん，鳥取県）：鉄穴流し（かんなながし）と呼ばれる河川などの水の流れを利
用した砂鉄の採集方法が多くの土砂を発生させ，それによって湖（宍道湖）が埋め
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られた．また，土砂によって河川が埋まり，河川水を田地に引けなくなったことに
よる農業被害があったとされている． 
 
2）近代における日本全国の鉱害と足尾の鉱害 
 近代に入ると各鉱山では西洋技術の導入が積極的になされたことで，鉱害の被害の範囲，
程度おいて一線を画すものとなった．足尾を筆頭に別子，小坂，日立などが特に有名なも
のである． 
表２－２－１はこれらの鉱害とその対策を記したものである．鉱毒水と鉱煙による害が
共通してみられるが，足尾の鉱害が，社会問題化する時期が他の鉱山よりも早いこと，ま
た，共通的にみられることとして，鉱毒水に対する対策が講じられる方が早いことなどが
挙げられる．  
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表２－２－１．近代における日本の代表的な鉱害に関する略年表［1] 
年 
 
足尾銅山
（古河）
 
別子銅山（住友）
 
小坂鉱山（藤田）
 
日立鉱山（久原）
 
近代における日本の代表的な鉱山で起こった 
鉱害に関する主な出来事 
明治
23年 
◎    
足尾銅山において森林乱伐や煙害による山の禿山化が激
しくなり下流域で洪水が発生した 
24年 ◎    足尾銅山において鉱毒事件が激化した 
25年 ◎    足尾銅山の鉱毒問題が衆議院議会で取り上げられた 
26年 
 
●   別子銅山において煙害が発生した 
29年 ◎    
足尾銅山に対して予防命令（第一回）が政府から発せられ
た 
30年 
 
   政府により鉱毒調査会（第一次）が設置された 
◎    
足尾銅山に対して予防命令（第二回および第三回）が政府
から発せられた 
◎    古河は命令された予防工事を完了した 
 
●   
別子銅山において鉱毒予防のための水処理施設が建設さ
れた 
31年 
 
●   別子銅山において堆積所が建設された 
33年 
◎    足尾銅山において鉱毒事件が激化した 
 
●   
別子銅山において、政府の命令により 70ｍの煙突が建設
された 
34年 
 
 △  小坂鉱山において煙害が発生した 
35年 
 
   政府により鉱毒調査会（第二次）が設置された 
36年 ◎    
鉱毒調査会の報告で、足尾銅山の脱硫等に不備があった
こと、沈殿池の容量が不足していることが指摘された 
38年 
 
 △  小坂鉱山において鉱毒水処理施設が建設された 
41年  
●   別子銅山において煙害が発生した 
 
  ■ 日立鉱山において煙害が発生した 
42年 
 
   政府により鉱毒調査会（第三次）が設置された 
43年 
 
  ■ 日立鉱山において鉱毒水問題が発生した 
大正
2年 
 
 △  
小坂鉱山において煙害除去のための装置が試験的に用い
られた 
 
  ■ 
日立鉱山において煙害防止用の煙突を建設するが、被害
が激増した 
3年 
 
●   別子銅山において煙害除去用の装置が用いられた 
4年 
 
  ■ 日立鉱山において高さ 156ｍの煙突を建設した 
5年 
 
  ■ 日立鉱山において高さ 168ｍの煙突を建設した 
 
 
 
 
◎足尾銅山（古河） ●別子銅山（住友） 
△小坂鉱山（藤田） ■日立鉱山（久原） 
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3）小中学校における教科書での足尾の鉱害の扱われ方 
 公害は義務教育現場において，小学 5年次の社会科後半と中学の歴史の教科書で扱われ
ている．  
 小学 5年次の教科書では，日本の公害の種類やその原因と病についての記載があり，公
害の代表例として水俣病（熊本県，鹿児島県），新潟水俣病（新潟県），イタイイタイ病（富
山県），四日市ぜんそく（三重県）などの昭和の高度経済成長期に発生した四大公害の例が
中心に紹介されている．人々のくらしが便利になる一方でまたは工業が発展するかげで公
害というものが起こったとの表現がなされている．また，公害を環境問題として位置付け
ている．しかし足尾銅山などの近代に起こった鉱害（およびその他公害も含む）について
は例として挙げられていない． 
 いっぽう，中学の歴史の教科書では，近代日本における産業化や都市化の記載があり，
その急速な発展の中で，起こった社会問題の一つの例として，また，日本における産業革
命と経済発展によってはじまった環境問題（環境汚染）や公害の例として挙げられている．
内容の中心は産業の発展によって足尾の鉱害が起こったことと，田中正造の直訴があり，
深刻な問題となったことの二点に集約されている． 
 これらのことから，現在の義務教育の現場においては，足尾の鉱害は，近代日本の産業
化の影の側面として起こった環境問題，公害問題としての一例であり，昭和の四大公害と
比べると，公害の代表的なものとしての扱われ方はされていないといえる． 
 
笹山晴生，他，「中学社会 歴史 未来をみつめて」，教育出版，2006 
五味文彦，他，「新編 新しい社会 歴史」，東京書籍，2006 
大濱徹也，他，「中学生の社会科 歴史 日本の歩みと世界」，日本文教出版，2006 
中村研一，他，「新中学校 歴史 改訂版 日本の歴史と世界」，清水書院，2006 
西尾幹二，他，「中学 社会 新しい歴史教科書」，扶桑社，2002 
水越敏行，他，「小学生の社会 ５下 国土のようすと情報」，日本文教出版，2005 
森隆夫，他，「社会５下 小学校社会科」，光村図書，2005 
清水毅四郎，他，「小学社会５年下 小学校社会科用」，大阪書籍，2005 
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（2）足尾の鉱害に対する現在の取り組み 
日本においては，鉱害は近代に起こった四大鉱害が有名であり，現代のものとしては，
昭和のイタイイタイ病などがある．しかし，鉱害は決して存在しなくなったものではなく，
現在の数々の取り組みにより防がれているのが現状である．足尾に対してもいくつかの取
り組みが行われている．以下ではその取り組みの例を挙げる． 
 
1）経済産業省原子力安全・関東東北産業保安監督部による監督指導およびそれに基づく古
河の対応と国による資金的支援 
現在，全国の銅鉱，鉛鉱，水銀鉱，亜鉛鉱，砒鉱，硫黄，その他の鉱山（休廃止鉱山も
含む）では，鉱害を防止するため，金属鉱業等鉱害対策特別措置法（昭和 48年制定，平成
4 年改正）と鉱山保安法（昭和 24 年制定，平成 16 年最終改正）に基づき，鉱害防止のた
めの対策が行われている．その内容としては，坑口の閉塞や山腹水路の設置による坑廃水
の流出防止，かん止堤や擁壁などの築造および覆土や植栽による堆積場（捨石又は鉱さい
の集積場）の流出防止，浄水場の設置やそこでの中和処理による坑廃水処理などがある．
なお，坑廃水が流出した場合は，汚染された農地の復元（上乗客土，排土客土など）が行
われる． 
足尾では，中才浄水場と簀子橋堆積場を稼働させ，坑内から排出される坑水や使用済み
堆積場からの浸透水と浄水場からの中和殿物の管理を行っている．本山坑から排出された
坑水は松木堆積場，高原木堆積場，京子内堆積場の３つの使用済み堆積場からの浸透水と
合わせられ，幸坑から再び坑内に戻さる．そして坑内では，同じく坑内に引き込まれた使
用済みである天狗沢堆積場と稼働中である簀子橋堆積場からの浸透水が合わせられ，通洞
坑からの坑水とともに坑外に出される．さらに途中で有越堆積場と原堆積場の２つの使用
済み堆積場からの浸透水がこれらに合せられて中才浄水場に導かれ，中和処理がなされる．
中才浄水場では，石灰乳による中和が行われた後の中和殿物がポンプアップされ，簀子橋
堆積場へと運ばれる．そして，上澄
うわずみ
水
す い
は硫酸で pH 調整がなされ，その後渡良瀬川へと放
流される仕組みとなっている（図２－２－１参照）．現在行われているこの鉱毒水処理の仕
組みは，処理すべき水を統合し，浄水場に導き中和処理するといった点で，予防命令（第
三回，明治 30 年）により行われるようになったスタイルを引き継いでいるといえる． 
なお，足尾には上記で挙げた堆積場を含む計 12箇所の使用済みの堆積場と１箇所の使用
中の堆積場（簀子橋堆積場）があり，経済産業省の外局である原子力安全・保安院内の関
東東北産業保安監督部（以下，産業保安監督部と記す）の監督および指導の下，これらの
堆積場の維持管理も行われている［2]． 
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簀子橋 
堆積場 
中才浄水場 
中才
浄水
場へ 
上澄水を放流 
本山坑口 
幸坑口 
高原木 
堆積場 
京子内 
堆積場 
松木 
堆積場 
坑内を通り通洞坑口か
ら排水するルート 
有越 
堆積場 
天狗沢 
堆積場 
原 
堆積場 
浄水場から
の水和殿物
を簀子橋堆
積場へポン
プアップ 
通洞坑口 
渡良瀬川 
本山製錬所 通洞選鉱所 
堆積場 浄水場 坑水 浸透水 水和殿物 
※本山製錬所および通洞選鉱所には排水路があるものの，現在は排水されていない． 
凡 例 
図２－２－１．現在の足尾銅山での廃水及び泥渣処理［3］ 
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以上のように，現在，足尾を含む全国の鉱山で鉱害対策が行われているが，半永久的に
坑内や堆積場からでる鉱毒水が適切に処理され，使用済み堆積場などが崩壊しないように
メンテナンスがされ続けるためには，これら鉱害防止事業を実施する者（義務者）が存在
するとともに，鉱害防止のために行われる工事や運営にかかる資金の確保が行われ続ける
必要がある． 
我が国では昭和 40年代になると，国内の金属鉱山の閉山が急増したため，鉱害防止事業
を実施する義務者の不在や資金不足などにより鉱害問題が発生する可能性がある鉱山が
400 以上にもなった．そのため，義務者不在や，資金難などの問題が生じても鉱害対策が
継続して行うことができるよう，「金属鉱業等鉱害対策特別措置法」が制定され資金が確保
される仕組みが作られるとともに，国や県が資金的な補助を行う体制が出来上がった． 
現在，この法に基づき，古河（義務者）への「鉱害防止積立金」の積み立ての義務付け
が行われている．また，半永続的に流出しつづける坑廃水（坑水や既存施設からの廃水）
の処理が，古河（義務者）がいなくなった場合に，地方公共団体（栃木県または日光市）
によって継続的して行われるように，「鉱害防止事業基金」への事業者（古河）による拠出
が任意で行われている（この基金へは国や県からも一部補助金が出されている）．なお，鉱
害の原因は自然汚染分（現在の事業者によらないもの）と事業者汚染分があることから，
「休廃止鉱山鉱害防止等工事補助金制度」により，鉱害対策事業に対して国や県からの支
援金措置がされる仕組みとなっており（図２－２－２参照），古河が行っている鉱害対策事
業に対しても支援金が支払われている． 
図２－２－３を見ると，足尾銅山は全国の義務者存在鉱山の中でも最も処理すべき坑廃
水が多く，現在においても鉱害対策に最も力が入れられるべき鉱山の一つであることがわ
かる．  
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図２－２－３．平成 17年度調べ分の事業者別坑廃水処理量［5］ 
図２－２－２．金属鉱業等鉱害対策特別措置法に基づく資金的支援［4］ 
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2）公害防止協定の締結と協定に基づく施設への立入りとおよび水質検査 
 現在，栃木県，群馬県，太田市（群馬県），桐生市（群馬県）と古河機械金属株式会社と
の間で，公害防止協定が（昭和 49年では古河と群馬県，太田市，桐生市間で，昭和 51年
で栃木県が加わり）締結されている．これに基づき，堆積場への立入り調査や，古河の施
設の排水口および渡良瀬川各所での水質の検査が行われている（図２－２－４参照）．堆積
場への立入り調査では，緑化工事や補修工事などが行われているかどうかが，監視されて
おり，水質については，製錬所や浄水場などからの排水と，公共用水域（渡良瀬川）にお
ける平水時，灌漑期の河水の水質が協定値（亜鉛、カドミウム、鉛及びヒ素については「水
質汚濁防止法」に基づく規制基準の 7/10 の値を協定値としている）を下回っているかどう
かが，検査されている（栃木県は定期的な検査を実施，群馬県，太田市，桐生市は定期的
な検査の他に降雨時も検査を実施している）． 
 
3）古河機械金属株式会社の「企業行動憲章」および「環境管理基本理念」などに係る環境
マネジメント活動 
古河機械金属では「企業行動憲章」や「環境管理基本理念」などを定め，それに基づく
環境保護活動が行われている．特に 2004年頃からは盛んに行われるようになっており，社
有地における植樹活動や NPOによる植樹活動への参加などが行われている． 
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図２－２－４．立ち入り調査対象の堆積場と水質検査箇所［6］ 
⑱沢入取水口（平水時に採水） 
（平水時に採水） 
（平水時に採水） 
（平水時に採水） 
（平水時に採水） 
（平水時に採水） 
（降雨時に採水） 
（降雨時に採水） 
（降雨時に採水） 
（降雨時に採水） 
（降雨時に採水） 
（降雨時に採水） 
（降雨時に採水） 
（降雨時に採水） 
（降雨時に採水） 
（降雨時に採水） 
古河 
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4）NPOによる植樹活動 
「足尾に緑を育てる会」，「わたらせ未来プロジェクト」，「森びとプロジェクト委員会」
などが受入窓口や指導役となり，一般市民などの参加による植樹活動が，林野庁，栃木県，
国土交通省などの砂防・治山事業への協力として，山腹工などの施設で行われている．足
尾の禿山を復旧することと，環境学習（砂防や治山事業が災害を抑制していることなどを
学ぶこと）などを目的としている．参加者は募集により集まった社会人や，修学旅行など
の延長で参加している小中学生が多くを占めている．なお，平成 22年度における国土交通
図２－２－５．植樹活動参加者の都道府県別割合と団体別応募数［7］ 
図２－２－６．植樹活動への参加人数・団体数および植樹本数の推移［8］ 
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省関係の植樹体験での出身割合は栃木県 21％，群馬県 10％，神奈川県 10％，千葉県 5％，
埼玉県 13％，東京都 38％，茨城 3％となっている（図２－２－５参照）．また近年の参加
者の推移については図２－２－６のとおりであり,平成 23年度以降は震災の影響とみられ
る参加人数の減少が見られるが，全体的に見ると体験植樹に対する参加者数は増加傾向に
あり，人々の関心が年々高まっていることがわかる． 
 
（4）まとめ 
1）法規と足尾銅山の発展 
鉱山心得などから始まる鉱山開発のための法規の制定が進み，足尾銅山は資本家の古河
市兵衛の手に委ねられた．以降，生産性向上のために当時の最新の技術が盛んに導入され
ていった．また，足尾銅山の輸送を支えた馬車鉄道の敷設や探鉱や採鉱などの坑内の開発
を支えたダイナマイトの政府からの譲り渡しなどについてもこれらの関連法規が整えられ
ることで，足尾銅山の開発が促進された．足尾銅山の発展のベースには日本の近代化を進
めるための法規が大きくかかわっているといえる． 
 
2）富鉱脈の存在と発見のタイミングと埋蔵量 
 近代に入り，全国の鉱山開発を進める中で，足尾銅山は有望ではない鉱山と位置付けら
れ，明治 4 年ごろから民間資本による開発が行われることとなっていったが，古河市兵衛
の経営に移るまでは，当初の見通しのとおり有望な富鉱脈の発見はなされず，大きな開発
が行われずにいた．その後，古河市兵衛の経営に移り，数々の富鉱脈が発見され，日本の
代表的な銅山としての位置を保ち続けるまでに至った．足尾銅山の開発と産銅量の増進は
富鉱脈の発見のタイミングと潜在的埋蔵量が大きく影響しているといえる． 
 
3）技術の導入と改良 
 富鉱脈の発見により開発の有望さが明らかになると，多くの資本が投資され，探鉱・採
鉱，選鉱，製錬，動力・エネルギー，物資輸送に新たな技術が導入されることとなった．
それまで手掘りで進められていた探鉱・採鉱は火薬類（黒色火薬やダイナマイトなど）や
鑿岩機が導入され，選鉱では手選鉱が機械を用い鉱石を細かく砕き選別できる西洋式の選
鉱方法が採用され，製錬では一日あたりの製錬量を大幅に増やすことのできる西洋式の炉
が組み込まれ，動力・エネルギーにおいては，前述の機械類を動かすための圧搾空気を作
り出すコンプレッサーや水力発電施設などの施設が建造されていった．また，これまで人
や牛馬の背に載せられで運ばれていた物資や銅は，索道，馬車鉄道，鉄道などの登場で大
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量輸送が可能となっていった．これら数々の技術導入が足尾銅山の全体操業を可能とし，
銅山の発展を支える礎になっていったといえる． 
 
4）足尾銅山の鉱害問題の位置づけ 
 一般的に鉱害は鉱業が営まれ始めた時代から潜在的に存在するものであった．しかし，
近代に入り，それが一地域の問題にとどまらず，社会問題として重篤さを増し，国家的な
対策を必要とするまでに至らしめることとなっていった．その誘因の一つとして有害物質
の排出規制を伴わない近代化・産業化政策が挙げられる．つまり，公害の全体像に対する
認識不足と廃棄物管理の概念が欠落した状態で，鉱業が推し進められたことが鉱害を深刻
化させた一因として挙げられる．そして，足尾銅山の鉱害問題はその誘因によってその後
も全国的に見られるようになる鉱害問題の濫觴であり，代表例であるといえる． 
 
注および文献 
[1]畑明郎，「金属産業の技術と公害」，アグネ技術センター，p.148, p.169, p.193, p.218，
1997から引用し作図した． 
[2]古河機械金属への聞き取り調査により確認をおこなった． 
[3]古河機械金属への聞き取り調査により確認をおこなった． 
[4]富永潤一，「鉱害防止施策の現状と今後」，平成１８年度第２回鉱害環境情報交換会資料，
2006を参考とした． 
[5]富永潤一，「鉱害防止施策の現状と今後」，平成１８年度第２回鉱害環境情報交換会資料，
2006を引用した． 
[6]図のベースは太田市，「環境白書」，2010 から引用し，古河機械金属への聞き取り調査
により把握できた内容を付加した． 
[7]足尾砂防出張所，「足尾 砂防通信」，第 39号，2013から引用した． 
[8]足尾砂防出張所，「足尾 砂防通信」，第 39号，2013 から引用した． 
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第3章．被害の経過と鉱害の原因に対する認識の変遷 
第 1節．被害の経過 
（1）渡良瀬川中下流域での被害の経過 
 栃木県の南端，現在の渡良瀬遊水地の辺りは，江戸時代の初めに利根川と渡良瀬川の工
事が行われ，それまで別々に流れていた両川が結びつけられ，渡良瀬川が利根川の支流と
なった．これにより，出水時には勾配の緩やかな渡良瀬川に利根川の洪水が逆流すること
が起きるようになり，利根川と渡良瀬川の両川の洪水の影響を頻繁に受けるようになった．
さらに，1783年（天明 3年）になると，浅間山大噴火が起こり，その土砂が利根川に流入
し，さらに，洪水が起こりやすい地域になっていった[1]． 
なお，これらの洪水は上流域から流れてくる天然の肥料を運ぶために，洪水後 2，3年は
肥料を要せず農業が行え，しかも漁獲によって被害を補うことができたこともあり，流域
農民はかえって喜んだという[2]． 
しかし，1877 年（明治 10 年）以降，古河市兵衛が足尾銅山の経営を開始して以降，鉱
害の問題が起こるようになっていった．1885年（明治 18年）には魚類の大量死があり， 1887
年（明治 20 年）ごろには凶作不作が起こった[3]．そして，1888 年（明治 21 年）からは，
田畑以外にも，飲用水を毒気により害し，堤防草木にも被害が見られるようになった[4]．
さらに 1890 年（明治 23年）には大洪水が起こり，この際，渡良瀬川の堤防が各所で決壊
し，大きな鉱毒被害が発生した．その後も，1896年（明治 29年），1898 年（明治 31年），
1902年（明治 35 年），1907 年（明治 40年），1910年（明治 43年），1913 年（大正 2年）
と大洪水の度に鉱毒被害が発生した．そして，1924 年（大正 13 年）からは，洪水の他，
干ばつによる被害も頻繁に起こるようになり，上流域における水源涵養林機能の喪失によ
って起こる洪水と渇水による被害が深刻化していった．その後，昭和の時代に入ると洪水
による被害は見られ，1947年（昭和 22年），1948年（昭和 23年），1949年（昭和 24年）
では立て続けに台風通過に伴う豪雨により，洪水が発生し，堤防の修復が十分でない箇所
から浸水するなど，甚大な被害が起こった．また，1958 年（昭和 33 年）には源五郎沢堆
積場の崩壊による鉱毒流出事故や 1971 年（昭和 46年）の水質問題などが起こり，再び鉱
毒管理の徹底を求める声が上がった． 
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河川 台地・丘陵 
河川氾濫時における浸水区域 
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図３－１－１．渡良瀬川下流部における河川の状況と氾濫時の浸水区域[5] 
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表３－１－１．明治 10年（古河操業開始）から昭和 48年（足尾銅山閉山）までの渡良瀬川中
下流域における鉱害・災害[6] 
西暦 
（年） 
元号 
（年） 
特に甚
大な被
害．また
は，問
題となっ
たもの 
出来事 引用文献番号 
1877 明治 10   古河による足尾銅山の操業開始   
1878 明治 11   9月：利根川上流部右岸側破堤． 2 
1882 明治 15   10月：渡良瀬川右岸側破堤． 2 
1885 明治 18   7月：渡良瀬川右岸側破堤． 2 
 〃 〃  〇  8月：渡良瀬川における魚類の大量死があった． 1 
1889 明治 22   9月：渡良瀬川右岸側破堤． 2 
1890 明治 23 〇 
8月：暴風雨により，利根川や渡良瀬川が増水し，渡良瀬川上中下
流の各地で破堤した．渡良瀬川下流域は一大湖のようになった（渡
良瀬川右岸側破堤．利根川上流部左岸側および右岸側破堤．）．
栃木・群馬両県の 1650町歩に鉱毒被害が発生した． 
1，2，3 
1891 明治 24   8月：渡良瀬川右岸側破堤． 2 
1892 明治 25   6月：谷中村破堤． 2 
 〃 〃    7月：渡良瀬川右岸側破堤． 2 
1894 明治 27   8月：谷中村破堤．渡良瀬川左岸側および右岸側破堤． 2 
1895 明治 28   9月：谷中村破堤． 2 
1896 明治 29 〇 
7月-9月：渡良瀬川で大洪水がおきた．渡良瀬川・利根川・江戸川
流域 1府 5県 4600町歩に鉱毒被害が発生した．（7月には谷中村
破堤，渡良瀬川左岸側破堤があり，9月には渡良瀬川左岸側およ
び右岸側破堤と利根川上流部左岸側破堤があった．） 
1，2，3 
1897 明治 30   9月：谷中村破堤．渡良瀬川右岸側破堤．利根川上流部左岸側破堤． 2 
1898 明治 31 〇 
9月：大雨および暴風雨により，利根川および渡良瀬川下流域で堤
防が決壊し（渡良瀬川左岸側および右岸側破堤．利根川上流部左
岸側破堤），大規模な浸水被害があった．また，足尾では予防命令
（第三回，M30）に建造された沈澱池などの鉱害対策施設が被害を
受けた． 
1，2，3 
1902 明治 35   6月：谷中村逆流による冠水被害． 2 
 〃 〃    8月：谷中村破堤． 2 
 〃 〃  〇 
9月：足尾に台風が到来し，大雨や土砂崩れなどがおこり，坑夫住
宅や小学校，沈澱池などが破壊された．また，渡良瀬川でも洪水が
おこり，谷中村が湖のようになった．利根川上流部左岸側でも破堤
があった． 
1，2，3 
1903 明治 36   9月：谷中村破堤． 2 
1905 明治 38   8月：谷中村破堤． 1，2 
1906 明治 39   6月：渡良瀬川左岸側および谷中村破堤． 2 
 〃 〃    7月：渡良瀬川右岸側破堤． 2 
1907 明治 40 〇 
8月：利根川上流部で台風による大雨がおこり，洪水が発生，渡良
瀬川へと逆流した（渡良瀬川左岸側および右岸側破堤．利根川上
流部左岸側および右岸側破堤）． 
1，2，3 
 〃 〃    9月：渡良瀬川右岸側破堤． 2 
1910 明治 43 〇 
8月：台風通過に伴う豪雨があり，利根川と渡良瀬川およびそれら
の支川で破堤があり（渡良瀬川左岸側および右岸側破堤．利根川
上流部右岸側破堤．）大きな浸水被害があった．人家の流失や水
田や畑の冠水被害が甚大であった．館林町は全域水没した． 
1，2，4 
1913 大正 2 〇 
8月：台風通過に伴う豪雨があり，渡良瀬川で大洪水がおこった．
人家の流失や水田や畑が冠水し，被害が甚大であった．足利市に
おける農地冠水．高崎や館林での人家流失等があった． 
4 
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1924 大正 13 〇 
8月：大干ばつがあった．また，台風通過に伴う豪雨があり，渡良瀬
川およびその支流で大洪水がおこった．破堤により，足利，桐生で
人家の流失や水田や畑の冠水があり，被害が甚大であった． 
1，4 
1930 昭和 5   7月：渡良瀬川で大洪水があった． 1 
1934 昭和 9   11月：沈澱池溢水し，渡良瀬川に鉱毒被害があった． 1 
1939 昭和 14   5-6月：渡良瀬川沿岸長雨による冠水と鉱毒被害があった． 1 
1941 昭和 16   7月：渡良瀬川で洪水が発生し，渡良瀬遊水地周辺の各村町における破堤により浸水被害があった． 5 
1947 昭和 22 〇 
9月：カスリン台風通過に伴い，栃木県及び群馬県全域で豪雨があ
り，大洪水が発生，栃木，群馬，埼玉で甚大な被害がでた．破堤に
より，渡良瀬川と渡良瀬遊水地周辺における人家の流失や田畑の
冠水被害が最もひどかった． 
1，4 
1948 昭和 23 〇 9月：アイオン台風通過に伴い，栃木県及び群馬県で豪雨があり，大洪水が発生，両県で人家の流失や田畑の冠水被害があった． 1，4 
1949 昭和 24 〇 
8月：キティ台風通過に伴い，栃木県及び群馬県で豪雨があり，大
洪水が発生した．特に渡良瀬川で大洪水がおこり，堤防の未改修
部分からの浸水による人家の流失や田畑の冠水被害が甚大であ
った． 
1，4 
1958 昭和 33 〇 5月：源五郎沢堆積場が決壊し，鉱毒被害があった． 1 
 〃 〃    8月：台風通過に伴い，栃木県及び群馬県で豪雨があった．大洪水が発生した． 4 
 〃 〃    9月：渡良瀬川で内水による氾濫があった． 5 
1959 昭和 34   8月-9月：伊勢湾台風を含む複数の台風の通過に伴い，栃木県及び群馬県で豪雨があった．大洪水が発生した． 4 
1966 昭和 41   9月：台風通過に伴い，関東全域で豪雨があった．渡良瀬川の支流が出水し，人家および農地に浸水被害をもたらした． 4 
1971 昭和 46 〇 
2月：群馬県毛里田地区産の米からカドミウムが検出された．（群馬
県は古河によるものと断定した．国および栃木県は古河によるもの
と断定していない．） 
1 
1973 昭和 48   足尾銅山閉山   
引用文献 1：東海林吉郎，菅井益郎，「通史 足尾鉱毒事件」，新曜社，pp.296-307，1984 
引用文献 2：渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 通史編」，国土交通
省関東地方整備局利根川上流河川事務所，pp.39-53，2006 
引用文献 3：渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 通史編」，国土交通
省関東地方整備局利根川上流河川事務所，pp.56-58，pp.453-460，2006 
引用文献 4：「渡良瀬川河川直轄砂防 足尾・赤城五十年」，建設省関東地方整備局渡良瀬
川工事事務所，pp.121-133，1987 
引用文献 5：利根川百年史編纂委員会，「利根川百年史」，建設省関東地方建設局，
pp.2010-2023，1987 
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（2）足尾地内における山林荒廃の経過 
1) 山林荒廃の始まりと拡大 
1877 年（明治 10 年）から古河市兵衛による足尾銅山の経営が開始されると，乱伐，大
火，煙害などが大きな要因となり，山林荒廃は進んでいくこととなる．1884 年（明治 17
年）には，足尾銅山近傍の山々の樹木が 丹礬 E
タンパン
A質を含んだ煙により枯れたことを伝える記
事が新聞に掲載された[7]． 1887 年（明治 20年）には本山周辺はすでに岩骨を曝露するほ
どの荒廃を来していた． 1899年（明治 32年）になると松木地区において風雨による山林
の表層崩壊が見られるようになり[8]，大正時代に入ると煙害と風化により荒廃はさらに広
がって行った[9]．図３－１－２における 1905 年（明治 38年）から 1915年（大正 4年）に
かけての荒廃地の様子をみると，激害地の広がり方が劇的であり，この時期において荒廃
地の広がり方に勢いがあったことが窺える．そして昭和期を迎え戦後直後の 1949 年（昭和
24年），さらにその後の 1956 年（昭和 31年），1964 年（昭和 39年）の図では，激害地が
松木川の上流方面にいっそう拡大している様子が窺える．明治から昭和の 30年代まで，特
に目立った回復ぶりを見せることなく煙害が拡大し続けたもの判断できる[11]． 
 
2) 山林荒廃の回復 
1956年（昭和 31年）になると亜硫酸ガスの排出停止とこれ以降の積極的な施業により，
山林は荒廃の軽い箇所から次第に回復してきたものと推測できる．図３－１－３において
足尾の国有林についての施工進捗率を見ると，1955年（昭和 30年）から 1965 年（昭和 40
年）にかけての伸びが顕著であり，その後，停滞することなく施工が進められ，平成 16
年の時点で国有林のほぼ半分が施工済みとなっている．近年では自然環境の回復の影響か
らか鹿の生息も増え，それによる食害に悩まされる程になってきている． 
 
 
3－6 
 
 
図３－１－２．山林荒廃の拡大[10] 
図３－１－３．足尾国有林の回復（施工地面積と施工進捗）[12] 
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3) 乱伐と大火による荒廃 
 1881 年（明治 14 年）になると鷹ノ巣において大直利（大鉱脈）が発見され，その後立
て続けに大鉱脈が発見されたが，その鉱石処理（製錬用）と坑道整備のために多くの燃料
や材木が必要となり，足尾地内とその周辺から多くの材木が切り出されるようになった[13]．
伐採された官林は 1888 年（明治 21 年）までに 1,580 町歩（約 1,567ha），1893 年（明治
26年）までには 6,760 町歩（約 6,704ha）に上った．伐採箇所を示す図３－１－４を見て
みると明治 20年代後半までは足尾の山林の殆どが官林であること，さらに松木地区につい
てみれば，その官林は 1880 年（明治 13年）から 1892 年（明治 25年）にかけて伐採され
たことがわかる．なお，足尾地内の官林伐採が禁止されたのは 1894 年（明治 27年）であ
ることから[15]，古河による銅山経営開始から 1893年（明治 26年）までの官林の乱伐によ
り，松木を含む足尾の山林の殆どの立木が姿を消したことが窺える．一方，1887 年（明治
20年）には，荒廃の原因の一つとされ，後に「足尾大火」と呼ばれた山火事が起こり，足
尾の山林の多くが焼き尽くされた．毎年足尾農村の慣例として行われていた「おひまち」
の日に行われた山焼が松木・神子内・間藤・深沢の各着火場所より暴風雨により延焼し，
松木・久蔵・仁田元・赤倉・上間藤の森林全部が，また，下間藤・深沢・神子内の一部が
焼失したとされる[16]． 
 しかし，このような乱伐が行われたのは古河が生産（採鉱量と製錬量の増加）に力を入
れたことだけではなく，明治前期の法律や森林管理の体制にも問題があったといえる．明
治政府が立ち上がった当初，富国強兵とそれを支える殖産興業を達成することを至上目標
に，徳川による封建的中央集権制度は廃止され，近代的資本主義に立脚した諸制度の創設
が推し進められた．森林に関わる制度や管理体制もその影響を強く受けたのである．政府
は土地産物からの歳入確保と生産量増進のため，土地の所有を明確にし地租制度の改革を
進め，1871 年（明治 4年）には諸藩や寺院の所有する森林を官林としてその管理下に置い
たが，一方では地租としての歳入源を確保するためにそれら政府が所有する広大な官林を
払下げる必要が生じた．そこで 1872 年（明治 5 年）に大蔵省は「官有地払下規則」[17]を
布達し，「是マデ官林ト唱ヘ伐木差留有之候山林，都テ御払下ニ可取計，尤買下之者余人ヘ
売渡候儀ハ勿論，山林ノ儘所持致シ又ハ伐木候トモ可為勝手」として，入札制によって積
極的に払下げを行ったのである．このような制度により，明治以前に地元民の共有の財産
として大切にされていた山林は，以降，商業資本の対象となって伐採されたり，地主のた
めに開墾されることとなり，全国的に乱伐行為やその跡地への火入れなどに伴う山火事が
多発した．その後，これらに起因した水源地帯の山林荒廃が激化，国土保安上の危機を有
したため山林の乱伐を止めるための制度や管理体制の確立に向けた動きが取られるが[18]，
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「富国強兵」と「殖産興業」の両政策の背景の下，治水三法（明治 29 年の河川法，明治
30年の砂防法および森林法）の成立まで消極的な山林保護が行われつづけた．特に鉱業の
ための官林の伐採は規則によりその行為が認められ，農商務省監督の下，各府県にその管
理が委ねられた．このような背景により，足尾銅山における官林伐採は農商務省監督下で，
栃木県によって管理されることとなった.そして，管理する立場である栃木県によって足尾
の官林の乱伐は黙許され，1885 年（明治 18 年）以降，毎年多くの官林が古河へ払下げら
れるに至った． 
 
 
N M23,M25 
M21 
M17 
M13 
M20 
図３－１－４．足尾官林輪伐払下図（明治 25年）[14] 
松木地区 
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4) 亜硫酸ガスによる荒廃 
 江戸時代から古河創業期まで行われていた製錬法はその後導入することとなる西洋式の
製錬法と比べるとその処理速度および処理量は劣るものであった．そのため，1881年（明
治 14年）に鷹之巣坑において神保ヒ直利（大鉱脈）の発見がなされ始めると，日々大量に
搬出される鉱石の処理が課題となり，製錬施設の拡張や新技術の導入が積極的になされる
ようになった．1883年（明治 16 年）に本口坑から横間歩大直利が発見され，1886年（明
治 19年）には通盛ヒが立て続けに発見されるが，これに沿うように 1883年（明治 16年）
反射炉の導入，1884 年（明治 17 年）大型の長方形土窯の増設，同年に製錬所を拡張（直
利橋製錬所新設），1887 年（明治 20 年）水套式円形溶鉱炉の導入，同年にピルツ式溶鉱炉
の導入，1890 年（明治 23 年）水套式溶鉱炉の増設，さらにその後も溶鉱炉の増設が行わ
れ，1893 年（明治 26 年）からはベッセマーコンバーター（転炉）の使用開始がなされた
[19]．製錬における処理量と処理速度の大幅な躍進により鉱石が多量に焼かれ，亜硫酸ガス
の放出量が増加していったことが窺える． 
 1897年（明治 30年）なると鉱毒調査会（第一次）[20]により鉱害の調査が行われ，山林
荒廃に鉱煙が影響していることが認められた．その後，鉱煙処理のための方法が検討され
るも，結果として鉱煙処理は成功せず，亜硫酸ガスによる山林の枯死が進行した．明治 35
年になると鉱毒調査会（第二次）が設置され,委員の村田重治と本多静六により足尾山林の
荒廃状況が調査され，同じく委員の坂野初次郎により亜硫酸ガスの植物に対する有害性を
検証するための実験が行われた．村田らの報告では，「野火や乱伐」が主な要因となり荒廃
を来した箇所と「亜硫酸ガス」が主な要因となり荒廃を来した箇所が明らかにされた（図
３－１－５参照）．また，坂野の報告では，自らの実験結果に基づき，亜硫酸ガスが植物を
わずか数時間で枯死に至らしめること（急性被害を及ぼすこと）が示された（図３－１－
６参照）．さらに，海外の研究者の研究成果に基づき，亜硫酸ガスが植物の生育を阻害する
こと（慢性被害を及ぼすこと）も示された[23]． 
 大正時代に入ると銅の生産量はさらに増え続け，それに伴う亜硫酸ガスの増加と度重な
る鉱煙処理の失敗などにより荒廃地の拡大は止まらなかった．図３－１－２によると，本
山製錬所に鉱煙処理のための対策システム（自熔炉とコットレル集塵機と硫酸工場を主要
施設とする全排ガスから硫酸製造を行うシステム）が導入された 1956年（昭和 31年）か
らその後の 1960 年（昭和 35年）の間においても，劇的な回復は確認できない． 
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キンカン：五回測定、ガス作用時間合計5時間35分
ガス濃度（体積濃度）五回平均0.006458V．％
イ ネ：四回測定、ガス作用時間合計6時間10分
ガス濃度（体積濃度）四回平均0.051774V．％
ナ ラ：二回測定、ガス作用時間合2時間計25分
ガス濃度（体積濃度）四回平均0.009878V．％
キンカン イネ ナラ
, 
, 
, 
図３－１－６．坂野の実験による亜硫酸ガスの毒性の確認[22] 
 
煙害裸地 
煙害激甚地 
煙害地区域 
主に煙害以外の要因（野
火，乱伐等）により荒廃
したとされる区域（煙害
地） 
松木地区 
主に煙害により荒廃した
とされる区域（裸地およ
び激甚地） 
  図３－１－５．本多と村田による荒廃要因の調査結果
[21] 
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5) その他の要因 
 地質について見ると，足尾の山地は足尾の大部分が古生層とこれを貫いた中世代白亜紀
の酸性火成岩類によって形成されており，これらの古生層及び中生代の酸性火成岩類を貫
いてさらに新生代第 3紀中新世には再び流紋岩，石英斑岩等を主とする酸性火成岩類の活
動があり，そして，新生代第 4紀前期にかけて皇海山，庚申山，鋸山，袈裟丸山等の安山
岩類の火山活動があって，この流域の地形，地質の原形が形成され，第 4紀沖積世に入っ
て以来侵食が続けられて現在の地形まで変化したものであるとされている[24]．図３－１－
７によると，松木地区の多くが石英斑岩であり，松木川の上流に流紋岩，松木川，仁田元
川，久蔵川の三川が合流する付近で古生層が見られる．古生層は粘板岩，チャート，砂岩，
石灰岩等で形成され，さらにこれらは比較的薄く成層し，褶曲構造を呈しており，いたる
ところが断層により 擾乱
ジョウラン
されている．また，酸性岩類は火成岩の特質として岩体内には
節理が発達している．これらの岩石は凍結融解等による風化が進みやすく，禿赭地
ト ク シ ャ チ
が形成
されやすい[26]．なお，足尾の気候は冬場に摂氏 0度以下になる月が 3ヵ月以上あり[27]，融
解凍結が繰り返される環境であったことから，風化により荒廃が進んだことは否めない．
また，地形については急傾斜を多く有することから，土砂が重力の影響を受けて落下やす
べりを起こし，降雨とともに山腹表面の浸食を進行させたと考えられる[28]．つまり，地質
や地形などの崩壊し易い条件も荒廃を進行させた要因であるといえる． 
 また，図３－１－２の煙害の広がり方を見ると，特に松木川に沿って北西と南東の方角
に劇害地が広がっている．図３－１－９は，大正期に観測された風向きであるが，これを
見ると，足尾における風向きは年間を通じて北西と南東が多い．これらのことから，北西
と南東の風が亜硫酸ガスを運び，松木川の谷筋において劇害地を発生させたことがわかる． 
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 足尾地域  
 石英斑岩 
 花崗斑岩 
 皇海
山
 
 鋸山 
図３－１－７．足尾および以南の地質図[25] 
  
 鉱煙処理失敗の失
敗による亜硫酸ガ
スの拡散と集中 
山火事 乱伐 
立木の 
減少 
亜硫酸ガス
の大量放出 
採鉱量と製
錬量の増加 山林表土浸
食の加速 
亜硫酸ガスによ
る植物の枯死 
 
土壌の酸化と
植物への亜硫
酸ガスの付着 
伐採後の
未造林 
表層の崩壊 
（山崩れ） 
風化されやす
い地質・地形 
土留や植樹によ
る復旧の失敗 
山林の監督・管理
不足 ：山林荒廃の影響要因 
：山林荒廃の主な原因 
図３－１－８．山林荒廃の影響要因 
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図３－１－９．古河鉱業足尾事業所小錦山観測所による風向きの観測結果[29] 
（大正 9年 4月から大正 14年 3月まで） 
東西南北の軸の単位
は時間であり，風向 1
時間を 10 とし，昼間
値は 130 である． 
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(3)まとめ 
1)渡良瀬川中下流域における鉱害の変遷について 
 渡良瀬川中下流域の田畑被害（不作）は，足尾銅山から排出される銅が原因であり，銅
が水に溶け，あるいは洪水によって押し流されてきた土砂等に含まれ，それが田畑に沈殿
することにより作物に生育被害がおこる現象であるとされた[30]．しかし，鉱害発生の当初
は魚の大量死や，被害民の健康被害なども報告されており，渡良瀬川下流域では，銅成分
以外による人体への被害も心配された．なお，1897年（明治 30年）以降，浄水場や堆積
場の施設により，銅の排出は抑えられ，さらに，その後の 1956年（昭和 31年）の自熔製
錬法と接触式硫酸製造法を用いた新たな製錬システムの導入により亜硫酸ガスの排出も著
しく抑制され，銅成分，洪水，渇水などの問題は影をひそめた．ところが，1958年（昭和
33年）の源五郎沢堆積場流出事故や 1971 年（昭和 46年）の水質問題などもあり，渡良瀬
川下流域における住民にとっては，鉱害が完全に終息しているとの見方がなされていない．
このように，渡良瀬川中下流域における鉱害については，対策の成功と新たな問題の提起
によって，足尾の鉱害が複合的な原因によって形成されていることが改めて明らかになっ
た． 
 
2)足尾における山林荒廃の変遷について 
 山林荒廃は，急激な産銅量の増加に充つるための乱伐と製錬によって排出された多量の
亜硫酸ガスがきっかけとなり始まり，その後の亜硫酸ガスの猛威により，荒廃地が拡大し
ていった鉱害である．その後，治山事業により復旧が図られるも，亜硫酸ガスおよびその
他の要因により阻まれ，1956 年（昭和 31年）の新製錬システムの導入後も，すぐには復
旧された様子が見てとれないような状態がつづいた．結果的に，1897年（明治 30年）か
ら 1956 年（昭和 31年）まで行われてきた山林復旧事業は，復旧の目的を達成できずに，
荒廃地の拡大をわずかに抑制させていたとみることができる．  
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[10] 煙害の区域をその害の程度により区分する方法は，ドイツの林学者ロイスによる分類
法（肉眼で被害林木を観察しその外貌から被害の程度を区分する方法，「明治三十六
年局乙五ノ属附属書類 鉱毒調査委員長提出 足尾銅山ニ関スル調査報告書ニ添付ス
ヘキ参考書一」，1903 の中の「附録第二號 歐州二於ケル森林煙害ノ研究」の箇所を
参照）を村田と本多が参考とし，足尾地内を踏査し肉眼による判断において「煙害裸
地」，「煙害激甚地」，「煙害地」と区分し，それを鉱毒調査会（第二次）に報告してい
る（渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 史料編」，国土交通省関
東地方整備局利根川上流河川事務所，2006の p.658参照）．その際，「煙害裸地」を「煙
害のため将来植物を植栽する見込みなく，専ら土木工事に依って砂防護岸の策を講ず
べき区域」，「煙害激甚地」を「煙害により地方荒廃のため普通の林業を行うことがで
きず，ただ砂防工事の補助として，或る種類の草木を植栽し得るか，若しくはまず砂
防工事を行わなければ造林をすることができない区域」，「煙害地」を「煙害があるが，
その程度が微弱であり樹木を枯死するに至らない，適当な樹種を選んで植樹すれば林
業を行うことができる区域」と定めており，これらはその後行われる国有林復旧事業
（第二次）の施業方針を決める際に引用された．さらに大正時代には，日立鉱山の煙
害問題解決に尽力した鏑木徳二がロイスの報告などを参考にし，肉眼による被害の観
察結果だけではなく，気象観測や排煙分散状態などの観測結果から被害圏域を分類す
ることを提案し，「煙害裸地」，「劇害地」，「中害地」．「微害地」，「無害地」と四つに
分類している．他に営林局による分類と栃木県による分類もあるがこれらは一致して
おり「裸地」，「激害地」，「中害地」，「微害地」と分類されている（「足尾の治山」，栃
木県日光治山事務所，1986および「大規模荒廃地における治山事業施工調査報告書（足
尾山地）」，東京営林局，1997を参照）．しかし，営林局と栃木県の資料から得られた
同じ年のデータを比較すると，その数字にずれが見られるため，同じ分類を用いたと
しても判断基準が組織により若干異なっていると推測される．このことは「良瀬川砂
防工事事務所，「渡良瀬川流域砂防調査報告書（第 2回）」，建設省関東地方建設局，
1960で指摘されており鈴木丙馬，「足尾鉱煙害裸地の復旧治山造林に関する基礎的研
究 第 1報 鉱煙害と治山治水とを主体として足尾小史」，宇都宮大学農学部学術報告，
第 6巻第 3号，pp.25-80，1967でその差異を確認することができる．また，鈴木丙馬
や長池敏弘の論文では特に厳密な説明がなく「裸地」，「激害地」，「中害地」，「微害地」
などの用語が用いられている．さらに，「大規模荒廃地における治山事業施工調査報
告書（足尾山地）」，東京営林局，1997 と「森林の多面的機能活用を目指した足尾知久
基本構想策定調査に関する検討委員会 第 2回」，林業土木コンサルタンツ技術研究所，
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2005によれば，昭和 31年に被害の程度により 3つに分け，「激害地」を「煙害が甚だ
しく，木本，草本植物が存在できずに裸地状態になっている地域」，「中害地」を「煙
害に特に強い植物は生存できるが，弱い植物は生存できない地域」，「微害地」は「煙
害に特に弱い植物以外は生存できるが，弱い植物は生存できない地域」と定め，工事
を着手する際の指標としたとされている．なお，「足尾の治山」，栃木県日光治山事務
所，1986でも同様の分け方がされている．つまり，昭和 31年以降においては，煙害
地の区分方法とその定義は調査機関による違いが見られないが，それ以前のものにつ
いては，時代や調査機関の違いにより区分けや定義にばらつきが見られる．そのため，
これらの分類を用いた図を見比べる際には，図が作成された年代により分類の定義が
異なること，肉眼による判断であるために調査機関による差異や調査者の主観による
差異が生じる恐れがあること，などを予め認識しておく必要がある．本稿の中では，
明治 38 年，40年，大正 4年の図（それぞれ調査機関不記載）は長池敏弘，「足尾銅山
の鉱害問題と国有林（4）」，林業経済，No.395，pp.24-31，林業経済研究所，1981か
ら，昭和 24年（調査機関は栃木県），35年（調査機関は前橋営林局と栃木県）の図は
鈴木丙馬，「足尾鉱煙害裸地の復旧治山造林に関する基礎的研究 第 1報 鉱煙害と治
山治水とを主体として足尾小史」，宇都宮大学農学部学術報告，第 6巻第 3号，pp.25-80，
1967から，昭和 31年の図（調査機関不記載）は「足尾の治山」，栃木県日光治山事務
所，1986からそれぞれ引用している．煙害地の分け方については，鈴木丙馬，「足尾
鉱煙害裸地の復旧治山造林に関する基礎的研究 第 1報 鉱煙害と治山治水とを主体と
して足尾小史」，宇都宮大学農学部学術報告，第 6巻第 3号，pp.25-80，1967と「足
尾の治山」，栃木県日光治山事務所，1986 の記載を基に「激害地」，「中害地」，「微害
地」と記載した．なお，これら年代や調査機関が異なる 6つの図を並べて，荒廃が松
木方面へ拡大していくことなどを論じたが，これは，調査機関や煙害の定義が少々異
なったとしても，煙害が進行していく方角を判断するには大きな欠陥とはならないと
の判断からである．また，煙害の規模の広がり方を見る場合でも，数年ごとの図を細
かく対比しない場合は，判断を誤る危険性が低くなるものと判断し，上記の鈴木，長
池の各研究と，栃木県林政史編纂委員会「栃木県林政史－林業・自然環境行政のあゆ
み－（昭和 20年～平成 8年）」，栃木県，1997による見解を参考とし，「明治から昭和
30年代までの間で特に目立つほどの回復ぶりが見られず煙害が拡大した」と記した． 
[11]同上 
[12]「足尾町荒廃地保存に関する基本構想（案）調査報告書（ダイジェスト版）」，林業土
木コンサルタンツ前橋支所，1992のデータをグラフ化した． 
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[13] 「明治林業逸史」，大日本山林会，1931の記載を参考とした，大崎六郎，「渡良瀬川
上流の治山治水関係史料」，経済安定本部資源調査会事務局，1951 と栃木県林政史編
纂委員会，「栃木県林政史－林業・自然環境行政のあゆみ－（昭和 20年～平成 8年）」，
栃木県，1997 でも引用されている．また，栃木県史編さん委員会，「栃木県史 通史編
8・近現代三」，栃木県，1984 において「足尾銅山が官林立木を必要とした最大のもの
は，製錬用の薪炭材にあった」との記載がある． 
[14]栃木県史編さん委員会，「栃木県史 通史編 8・近現代三」，栃木県，1984から一部を引
用し加工した．出典は「事業所文書」とされている（おそらく古河事業所の資料であ
ると思われる）． 
[15]栃木県史編さん委員会，「栃木県史 通史編 8・近現代三」，栃木県，1984を参考とした． 
[16]大崎六郎，「渡良瀬川上流の治山治水関係史料」，経済安定本部資源調査会事務局，1951
を参考とした． 
[17]「官有地払下規則」については土地の払下げを行ったものであるが，その後明治 9年
に内務省から「鉱山用林取扱い方法」が出され官林を鉱山主に払い下げるための暫定
的な方法となったことが栃木県史編さん委員会，「栃木県史 通史編 8・近現代三」，栃
木県，1984から確認できる．いずれにせよ，これまで村々で大切にされていた森林と
いう共有財産が第 3者へ移る体制へとなっていった． 
[18]「明治林業逸史」，大日本山林会，1931の記載からも，明治 7年に山林事務を内務省
が管理し，明治 10年内務省地理局山林課，明治 12年同省山林局，明治 14年の農商
務省へと所管が移るなど監督管理体制が揺らいでいたことがわかる． 
[19] 製錬施設の拡張の経緯は栃木県史編さん委員会，「栃木県史 通史編 8・近現代三」，
栃木県，1984 によるものである．ここでは，大量の鉱煙が排出されたのは処理速度お
よび処理量に優れた製錬法や施設が導入又は拡張された結果であるという意味で記
載している． 
[20] 鉱毒調査会（第一次）とそれに関連した調査（和田国次郎による調査）により報告さ
れた内容は，その後に発せられることとなる農商務省からの命令「栃木県上都賀郡足
尾官林原野ニ関スル施業方法」と「予防命令（第三回）」に反映されることとなる． 
[21] 「明治三十六年局乙五ノ属附属書類 鉱毒調査委員長提出 足尾銅山ニ関スル調査報告
書ニ添付スヘキ参考書一」，1903 の記載内容と挿入図を加工した． 
[22] 「明治三十六年局乙五ノ属附属書類 鉱毒調査委員長提出 足尾銅山ニ関スル調査報告
書ニ添付スヘキ参考書三」，1903の記載内容と渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良
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瀬遊水地成立史 史料編」，国土交通省関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006の
口絵を加工した． 
[23] 亜硫酸ガスがもたらす害については，「亜硫酸ガスは健全であった山林をその毒によ
り枯死させ，荒廃させた原因」であったのか，それとも「亜硫酸ガス以外の何らかの
原因により山林が荒廃した後，植物の育成を阻害し，その後の自然回復を妨げた原因」
になったものであるのかについて確認される必要がある．前者については，その事実
が現地調査と実験結果により確認されている．現地調査については鉱毒調査会（第二
次）の委員である村田重治と本多静六による報告「足尾銅山鉱毒調査報告書」（文献
69)の p.658 参照）から，実験結果については同じく鉱毒調査会（第二次）の委員で
ある坂野初次郎による報告「機密記録委員会記事鉱毒調査会」（第八回の部分の記事，
渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 史料編」，国土交通省関東地
方整備局利根川上流河川事務所，2006の p.703）に詳しく述べられている．村田らの
報告では強い煙毒を受けた場合は僅か数秒間の接触であっても樹木の葉が黄色く変
色して枯死することが述べられ，坂野の実験報告では亜硫酸ガスを受けた樹木が 1時
間から 2時間で枯死することが述べられている．なお，実験時の記録は絵図でも確認
できる（渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 史料編」，国土交通
省関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006 の口絵 14参照）．植物の育成の阻害（後
者）については，上記の村田らの報告の中で，明治 30年以降に新植した樹木が亜硫
酸ガスにより悉く枯れ生育しなかったことが示されるとともに，山火事や崩落により
荒廃を来している箇所と亜硫酸ガスにより被害を来している箇所との区別が行われ，
煙害裸地および煙害激甚地における荒廃の原因が主に亜硫酸ガスにあることが示さ
れた．また，大正時代に日立鉱山の煙害研究者である鏑木徳二によって煙害の研究が
進められ，亜硫酸ガスが植物に対し急性の害（煙を受けて直ちに変徴を来し，短期間
で枯死する害）と慢性の害（煙が地上や地下に吸収され植物の生長を漸減し，最終的
に枯死させる害）があることが確認されている．なお，これら日本における報告より
も前に，ドイツでは学者らの研究により，鉱煙が植物に対し枯死させる害を与えるこ
とと生長を阻害する害を与えることが報告されている．村田，本多，鏑木は各々の報
告の中でこのドイツでの研究報告を引用している（「明治三十六年局乙五ノ属附属書
類 鉱毒調査委員長提出 足尾銅山ニ関スル調査報告書ニ添付スヘキ参考書一」，1903．
鏑木徳二，庵原良介，「實驗煙害鑑定法」，1916．鏑木徳二，「鑛煙害地森林施業ニ關
スル基本要項ノ研究」，1917．をそれぞれ参照）．本研究ではこれらの記録から，亜硫
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酸ガスが植物の育成を阻害するのみならず，周辺の山々の立木を枯死に至らしめ，山
林を荒廃させたとした． 
[24]「渡良瀬川河川直轄砂防 足尾・赤城五十年」，建設省関東地方整備局渡良瀬川工事事
務所，1987 を参考とした． 
[25]鈴木丙馬，「足尾鉱煙害裸地の復旧治山造林に関する基礎的研究 第 1報 鉱煙害と治山
治水とを主体として足尾小史」，宇都宮大学農学部学術報告，第 6巻第 3号，pp.25-80，
1967の図を加工した． 
[26] 「渡良瀬川河川直轄砂防 足尾・赤城五十年」，建設省関東地方整備局渡良瀬川工事事
務所，1987 を参考とした． 
[27]足尾町郷土誌編集委員会，「足尾郷土史」，足尾町，1993 を参考とした． 
[28]「足尾の治山 人事院総裁賞記念」，大間々営林署，1990を参考とした． 
[29] 「渡良瀬川河川直轄砂防 足尾・赤城五十年」，建設省関東地方整備局渡良瀬川工事事
務所，1987 の p.97の図を引用した． 
[30] 渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 通史編」，国土交通省関東地
方整備局利根川上流河川事務所，2006の p.224を引用した． 
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第 2節．原因に対する政府の認識の変遷 
（1）鉱害のはじまりから明治 29年の大洪水に至るまでの原因に対する政府の認識 
1877年（明治 10 年）から古河市兵衛による足尾銅山の経営が開始されてから，鉱害は
次第に社会問題へと発展していった．1884年（明治 17年）には，足尾銅山近傍の山々の
樹木が丹礬質を含んだ煙により枯れたこと，その翌年には丹礬が原因であると思われる鮎
の大量死があったことを伝える記事が立て続けに新聞に掲載された[1]．そして 1887年（明
治 20年）頃になると，近年の凶作不作は足尾銅山の鉱毒が河水へ流入したことによるもの
であるとの認識が農民たちの間で持たれるようになった[2]．さらに 1890年（明治 23年）
の 8月に起きた暴風雨による増水のため，渡良瀬川各所の堤防が決壊し，流域約 1万 ha
が濁り水に冠水した．これにより，同年 11月に栃木県第 13回通常県会において，「丹礬毒
ノ義ニ付建議」が知事に提出され，同じく 12月には足利郡吾妻村の農民から鉱業停止を訴
える上申書が提出され，さらに翌年（明治 24年）12月の第二回帝国議会において，田中
正造より質問書が提出され，「鉱毒」が公の場で大きく取り沙汰されるようになっていった
[3]． また，このような被害状況に対し，1891 年（明治 24年）から 1892 年（明治 25年）
の頃（推定）において，被害地の農民ら（群馬県新田山田邑楽三郡水利土功会）は丹波敬
三（医科大学教授）に足尾銅山の選鉱所の排水掘の土砂や被害地の河川や田畑の土砂の調
査を依頼し，被害地の土中には著しく銅分が存在しているのでその銅分が被害の一因であ
ると考えられること，その発生は足尾銅山にあることなどの報告（足尾銅山鉱毒被害地土
砂分析）を受けていた．また，1891 年（明治 24年）12月，栃木県と群馬県は，坂野初次
郎（農商務省技手見習）に被害地の田畑の土壌を用いての粟の生育実験を依頼し，洪水に
よってもたらされた土砂がその生育に影響を及ぼしていること，さらに被害地の土砂に石
灰をまくことで被害（生育阻害）が軽減できることなどを知り得た[4]．いっぽうで政府（農
商務省）は，足尾銅山は単に被害の一原因であるとの認識をしており，1892年（明治 25
年）に至るまで具体的な対策を持っていなかった[5]．そして，数か月遅れ，1892年（明治
25年）の 2月に，古在由直（農科大学助教授）と長岡宗好（農科大学教授）に依頼した調
査（銅が植物に与える害毒の試験）の結果（栃木群馬渡良瀬川沿岸被害地取調報告書）に
よって銅が植物の生育に害があることが明らかになるまで，鉱毒の発生源が足尾銅山にあ
るとの認識をしていなかった[6]．このように，政府は，まずは被害地における被害の原因
の絞り込みをおこなった後で，鉱毒の原因物質の発生源が足尾銅山であるとの認識を，1892
年（明治 25年）以降から足尾銅山に持つようになっていった．また，これらの調査により，
足尾銅山が鉱毒の発生源である可能性が強まっていった結果，古河による示談金支払と選
鉱所における粉鉱採集器導入，そして政府の命令による沈澱池建設とそこでの中和作業な
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どの動きがとられていった[7]．つまり，被害地における鉱害の現象が調査により明らかに
されたことは，十分な発生源対策を検討させるには至らなかったが，少なくとも古河に対
して示談という対策を打たせた効果があったと言える． 
山林荒廃については，煙害と山林の乱伐があるが，煙害については，上述した 1884 年（明
治 17年）の煙害報道の後，1893 年（明治 26年）のおける唐風呂の住民からの訴えの中で，
煙害被害が 1883 年（明治 16年）からあったこと，足尾銅山の煙突から離れるほど樹木へ
の被害が減少すること，煙が多く飛来する場所の樹木に多くの被害が出ていることなどの
被害状況が示された．また，この煙害の主要因は亜硫酸ガスであるとし，そのほか，煙媒
中の銅分や砒素なども影響していると述べられた[8]．このように被害者側では，1883年（明
治 16年）から足尾銅山から発せられる亜硫酸ガスにより，山林が荒廃の被害が出ていると
の認識がなされていた．いっぽうで，政府においてはこれらの被害状況とその原因を認識
できるような調査は行なっていなかった．そして乱伐については，1893年（明治 26年）
に足尾の官林の管轄が農商務省（東京大林区署）に移ってから，政府は足尾の官林の大半
が既に伐採されていることを認識した[9]．つまり，この時期の山林荒廃に対する政府の認
識としては，被害とその原因についての認識を十分に持っていたとは言えず，むしろ，乱
伐や山林管理の不徹底を問題視していたと言える． 
この時代における原因に対する政府（農商務省）の認識をまとめると，次のようになる． 
・被害者側と比べ，渡良瀬川中下流域における被害と足尾における山林荒廃の双方におい
て，被害およびその原因に対する認識が遅かった． 
・1892 年（明治 25年）の古在由直（農科大学助教授）と長岡宗好（農科大学教授）の調
査報告により，渡良瀬川中下流域で起こっている鉱害の原因の発生源が足尾銅山である
可能性が高まったことにより，発生源での鉱毒（鉱毒を含む水や土砂）対策が行われは
じめた． 
・渡良瀬川中下流域での農作物の不作と足尾での乱伐による山林荒廃が問題視され，鉱毒
の人畜および魚類に及ぼす影響と鉱煙による山林被害の状況は調査されず，それらの被
害や原因物質に対する認識が十分ではなかった． 
  
（2）明治 29年の大洪水から予防命令（第一次：明治 29年，および第二次：明治 30年）
に至るまでの原因に対する政府の認識 
1896 年（明治 29 年）の 6 月になると，渡良瀬川中下流域の被害民と古河との間で締結
された示談契約が切れるとともに，同年の7月と9月には渡良瀬川で大きな洪水が発生し，
再び鉱害が起こった．農商務省は同年 12月 22日に鉱山監督官と農事試験場技師ら 5名を
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足尾銅山鉱毒特別調査委員に任命し，足尾銅山の調査に向かわせた．そして，同月の 25
日において行われたこの調査委員による報告において，田畑に被害を及ぼしている有害物
質は，足尾銅山の鉱業によるものであると認めた．ただし，鉱業を停止したとしても，受
けた害毒を除去することができないとの理由で，足尾銅山の鉱業を停止する必要はなく，
対策を行うことで被害がなくなるとの見通しを立てた．その上で，東京鉱山監督署長に内
訓し，翌 26日に予防命令（第一回）を古河市兵衛に対し発令させた．この命令では，選鉱
所廃水中に含有する粉鉱及び泥渣，選鉱所廃水及び坑水中に含まれる可溶性銅鉄塩類と遊
離酸，鍰と捨石と先砂，既に河底に堆積している土砂が被害をもたらす物質であるとされ
[10]，渡良瀬川へ流出しないよう指示がなされた．1897 年（明治 30年）に入ると，田中正
造による議会質問が繰り返し行われ，鉱業停止の要求が激しくなった．そして，同年の 5
月 13日付で予防命令（第二回）が東京鉱山監督署長から古河市兵衛に対して発せられた．
この命令は，予防命令（第一回）のものと比べ，鉱害の原因に関する認識として異なる点
は見受けられない．この時期は，結果として鉱害が再発したことにより，これまでの対策
では不十分であったことを認識することとなった．また，鉱害の原因物質が選鉱所から排
出されるもの以外にもあることの認識を持たせることとなった． 
この時代における原因に対する政府（農商務省）の認識をまとめると，次のようになる． 
・渡良瀬川中下流域での不作の原因は足尾銅山にあるとの認識を明確にした． 
・原因物質は，選鉱所廃水中に含有する粉鉱及び泥渣，選鉱所廃水及び坑水中に含まれる
可溶性銅鉄塩類と遊離酸，鍰と捨石と先砂，既に河底に堆積している土砂であるとの認
識を持った． 
・山林荒廃については，煙害の認識が十分ではなく，その原因も追究もその後の被害拡大
も予想されなかった［11］． 
・これまでと同様に，鉱毒の人畜および魚類に及ぼす影響については調査されず，それら
の被害や原因物質に対する認識は十分ではなかった． 
 
（3）予防命令（第三回：明治 30 年および，第四回：明治 34 年）における原因に対する
政府の認識 
1897年（明治 30 年）3月 24日付で，政府は内閣の直下に「足尾銅山鉱毒事件調査委員
会」（以降，鉱毒調査会（第一次）と記す）を設立し，現地調査や対応策の検討に当たらせ
た．そして，各委員からの報告を基に対応策が検討された．この対応策を踏まえて，東京
鉱山監督署は同年の 5月 27日に予防命令（第三回）を古河市兵衛に対して発した． 
同会の検討は，予防命令（第三回）発令後も含め 7回に渡る報告会で行われており，第
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一回報告会では，農業と工業のバランス，鉱毒の原因物質の特定，現況の鉱毒予防施設の
不備，今後の予防対策，鉱業停止の必要性の有無などが検討された，第二回報告会では，
以前の予防命令で支持された工事が稚拙であり大変ひどい出来であったことなどが明らか
にされるとともに［12］，鉱毒の原因ごとに大まかな処理方法が検討された．そして，第三
回および第四回報告会では主に被害地の地租免除について，また，第五回報告会では主に
人畜に対する鉱毒の影響と河川汚濁予防法の必要性について，さらに，第六回報告会では
主に河川汚濁予防法の制定にあたり必要となる調査（他鉱山の鉱毒流出についての調査，
外国における鉱毒の処分方法の調査）および農業と工業の調和の方法の講究の必要性につ
いて主に議論がなされた．最終回の委員会では，鉱毒防止の重大性と，内務農商務省間の
協議の必要性が示された． 
 上記のとおり，鉱毒の原因については，第一回と第二回で議論されており，その原因は
主に足尾銅山から発せられるものであること，また，既に河底や堤外地に堆積している土
砂にも毒が含有されていることが示された．さらに，乱伐，野火，それらの防止策の不備，
亜硫酸ガスによる草木の生育阻害などにより，鉱山付近の森林が荒廃しており，これによ
り起こる土砂崩落が洪水発生を促し，洪水のたびに河底及び堤外地に堆積した鉱毒を含む
土砂が流出し沿岸に害を及ぼしているとの認識がなされた．なお，そして，第五回の報告
においては，鉱毒の人畜および魚類に及ぼす影響についての報告が行われ，直接的な危害
または特殊な疾病は認められないが，飲用により，また被害地の農作物・水産物の変質等
により間接的な健康被害があることが認められた． その後，第六回の報告では，実際に制
定に向けた動きはとられなかったが，河川の衛生状態を保つための法律（河川汚濁予防法）
の制定の必要性も示された． 
 さらに，予防工事の程度については，以前の予防工事が粗悪であったことから，完全で
永久的に鉱毒を防ぐレベルのものが求められた［13］． 
予防命令（第一回および第二回）の時と比較すると，鉱毒の原因物質が発生源ごとによ
り細かく示されていること（図３－２－１参照），さらに，山林の荒廃にも触れ，その原因
が乱伐と野火と亜硫酸ガスにあること，そして，山に水源涵養の力が無く，山から崩落す
る土砂が河床に停滞し洪水の原因となっていることなどが示されていることが特出してい
る点として挙げられる．鉱害発生のメカニズムを煙害による山林荒廃を含めて示し得てい
ることで，その後に実施されていく対策に対しても大きな影響を与えたといえる．特に土
砂扞止についていえば，堰止めるべき対象を，鉱毒を含有する土砂と洪水を発生させる土
砂に分けて示している点で，これまでの認識とは一線を画していたといえる． また，人や
家畜などの被害についても把握され，河川の衛生を保つための法律の必要性などにも触れ
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ており，足尾の鉱害について，鉱害の現象やその原因をより幅広く認識しているといえる． 
その後，1901 年（明治 34 年）には予防命令（第四回）が示されるが，この命令は脱硫
塔における石灰の加え方や各浄水場の掃除方法などを支持するものであり［15］，基本的な
対策に変化は見られないので，鉱害やその原因に対する認識は予防命令（第三回，明治 30
年）と同様であったと考えられる． 
この時代における原因に対する政府（農商務省，鉱毒調査会）の認識をまとめると，次
のようになる． 
・鉱害の原因物質を産銅における作業過程ごとに示し，処理すべき原因物質とその発生源
が明確にされた． 
・煙害により山林荒廃が起こっていること，さらに山林荒廃が洪水を引き起こす要因とな
っていること，鉱毒の人畜および魚類に及ぼす影響については直接的な危害は認められな
いものの，飲用や被害地の農産物や水産物の変質により間接的な健康被害がでていること
など，足尾の鉱害の現象と原因を総合的な観点から認識した．  
・足尾の官林および民有林を保安林にするとともに，山火事の再発防止や伐採跡地を造林
し，復旧することの必要性を認識した． 
 
（4）予防命令（第五回：明治 36年）における原因に対する政府の認識 
鉱毒調査会（第一次，明治 30年）の意見を受けて，鉱毒を含む水を処理するための浄水
場施設（沈澱池，濾過池，乾泥池など），鉱毒を含む土砂を処理する堆積場，鉱煙を処理す
るための脱硫塔などの鉱害対策施設が農商務省鉱山局東京鉱山監督署の指導の下，古河に
図３－２－１．鉱毒調査会（第 1次）によって示された鉱害の原因物質[14] 
作業過程 原因 理学的状態 
製錬 
 
有毒ガス及び煙煤 
カラミ 
丹礬残滓 
気体 
固体 
固体 
採鉱 
捨石 
礬水 
散逸鉱石 
固体 
液体 
固体 
選鉱 
捨石及び滓砂 
廃水 
散逸鉱石 
固体 
液体 
固体 
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よって建造されるとともに（予防工事の実施），荒廃した山林の復旧が農商務省山林局を中
心として始められた（官林復旧事業）．なお，古河は予防命令と山林の復旧事業に合わせて，
本山，小滝，簀子橋などで土砂扞止や植樹を実施した．しかし，翌年の 1898年（明治 31
年）に大雨や暴風が発生し，足尾では浄水施設などが破壊され，渡良瀬中下流域では洪水
による鉱害が発生した．これがきっかけとなり再び被害地住民によって「東京押出し（明
治 31年）」や「川俣事件（明治 33年）」などの抗議運動が展開された．そして 1902年（明
治 35年）1月 17 日，再び内閣直属の鉱毒調査会（以降，鉱毒調査会（第二次）と記す）
が設けられ，同年 3月 18日から 1903 年（明治 36年）10月 7日まで，20回に渡る報告会
で足尾銅山を中心とした鉱害防止のための議論がなされた．この中で，鉱毒の根源，種類，
性質，程度，流出の原因等，現状の予防設備の完成度や予防施設の改良または新設の必要
性等，渡良瀬川水源における森林荒廃の原因と土砂防止の設備等，渡良瀬川の治水等，別
子銅山等に関する鉱害状況等，これらを含む 9項目について委員による調査が実施され，
その結果が報告された． 
鉱毒（鉱毒水および鉱毒を含む土砂）については，その種類として，砒素，溶解性の銅
（銅が溶けた水），不溶解性の銅（銅成分を含む土砂）が挙げられた．砒素については，委
員の古在により報告され，それによれば，渡良瀬川沿岸の被害地の土壌から検出された砒
素の量は，植物に害がある程度のものではないとされ，生産力が害されているのは銅の成
分によるものだとされた[16]．ただし，溶解性の銅（銅が溶けた水）については，既に建造
されている予防命令（第三回，明治 30年）時の施設によって処理が行われており，銅山か
ら出される量が少ないとされ，不溶解性の銅（銅成分を含む土砂）による影響が大きいと
された[17]．なお，これら銅成分を含む土砂は，過去において銅山の全面に埋められた捨石
などや，足尾銅山一帯および渡良瀬川の河床に残留していたものであるとの判断が下され
た[18]． 
渡良瀬川の治水については，水源での砂防工事の必要性も示され，足尾銅山による水源
地域の荒廃により，洪水時のピーク流量が尖鋭化するとともに，土砂流出により河床が上
昇したとされ，その原因は亜硫酸ガスと山谷の土砂崩壊であると述べられた． 
山林荒廃と土砂流出への対策としては，これまで行ってきた護岸，堰堤の建設，網状工，
積苗などの各種の植樹に加え，さらに砂防工事に力を注ぐ必要があることが示された．ま
た，民有林における砂防工事が十分でなかったことも示された．  
鉱煙処理については，予防命令（第三回，明治 30年）以来，製錬所が一カ所になり，脱
硫塔で脱硫されたのち煙突を高められた煙突から発散させる方法がとられたものの，かえ
って製錬所周囲における煙害区域が広がったことが示されるとともに，そもそも煙突を高
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めること自体が煙害を避け得る手段とはならず，むしろ煙害を広げることとなるので，煙
突はなるべく低い方が良いとの認識が示された．また，脱硫塔の脱硫効率が 30%前後しか
ないことも示された［19］．つまり，対策としては失敗であるとの見方がされたと言える．
さらに，亜硫酸ガスが植物に及ぼす害については，委員の坂野により実験が行われ，植物
の種類，生育時期，亜硫酸ガスの濃度の違いにより害（枯死）の程度に差があることが示
された．そして，遠隔地に行くほど亜硫酸ガスの濃度が薄まると見てよいが，遠隔地であ
っても亜硫酸ガスが飛散せずに到達した場合は被害が甚大になるとの見通しが示された
［20］．なお，このたびの鉱毒調査会（第二次，明治 35年）では，別子銅山の煙害状況につ
いても調査と対応の検討が行われ，別子の煙害については製錬所が四阪島に移転されるの
で（被害地から離れるので）煙害は無くなるとの見通しを立てていることから，政府は煙
害については，稀釈されることにより被害がなくなるものと認識していたといえる［21］． 
また，予防命令（第三回，明治 30年）によって建造された施設が，水害によって破壊さ
れたが，これについては，山の崩壊によって流出した土砂が水を堰き止め，その水がいっ
きに流下したことが原因であるとの認識がなされた［22］． 
渡良瀬川の水の衛生上の問題については，委員の田原や野田により調査が行われ，飲み
水に銅分があるが砒素は検出されなかったこと，これらの銅分が人体に影響を与える程度
のものではないこと，足尾銅山からの鉱毒ではなく，一般の洪水被害地がもつ不衛生状態
（赤痢など）で死亡者が出ていることなどが示された．さらに，その他，被害地で鉱毒が
原因である言われている慢性腸胃症，眼病，一般衰弱症，妊婦や乳児への被害などの各症
状についても，鉱毒が原因で起こっているとは認められないとの認識を示した［23］．  
この時代における原因に対する政府（農商務省，鉱毒調査会）の認識をまとめると，次
のようになる． 
・土壌から検出された砒素の量は，植物に害がある程度のものではない． 
・溶解性の銅（銅が溶けた水）については，既に建造されている予防命令（第三回，明治
30 年）時の施設によって処理が行われており，銅山から出される量が少ない．そのため，
不作については，不溶解性の銅（銅成分を含む土砂）による影響が大きい． 
・豪雨による山からの土砂流出で沈澱池が破壊され鉱毒が流出する可能性があること，山
林荒廃により土砂流出が起こり，洪水を引き起している． 
・亜硫酸ガス処理の失敗により山林荒廃区域が拡大しており，これにより，洪水の発生が
高まっていること． 
・亜硫酸ガスの被害については植物と濃度によって違いがみられる． 
・亜硫酸ガスが薄められることで煙害は収まる． 
3－28 
 
・これまで報告されてきた人体への影響については，足尾銅山からの鉱毒が原因であると
は認められない． 
 
（5）明治 40年の洪水被害から大正期にかけての原因に対する政府の認識 
1907年（明治 40）年になると，予防工事が行われたが鉱毒が根絶されておらず，特に脱
硫塔については成績不良のため煙害が増進し，かつ，山林の乱伐により洪水が益々起こっ
ており，鉱業と乱伐を停止すべきとの旨の請願が栃木県と群馬県の住民より政府に出され
た．農商務省はこれに対し，古河に対して厳重な監督を行っており古河も命令違反を行っ
ておらず，また，山林については官民有を問わず保安林を設けて乱伐を禁止しているため，
足尾の山林の復旧についてはその目的が遂行できるであろうとの認識を示した．これまで
の鉱毒調査会（第一次，明治 30 年，第二次，明治 35年）による鉱毒防止策と国有林を中
心とした山林の復旧事業で鉱害が収まると判断していたといえる [24]． 
しかし，1909 年（明治 42 年）になると，帝国議会（衆議院）の場において，武藤金吉
らにより質問が出され，農業と鉱業の衝突が全国的な問題として提起された[25]．さらに後
日，小坂，別子，日立，千原の各鉱山の煙害についての報告がなされ，その中で，足尾を
含む各鉱山において製錬所近傍の森林被害や農作物被害が深刻になっていることが示され
た．なお，鉱毒調査会（第二次，明治 35年）では，別子と小坂の煙害が確認されており，
その時の調査の結果では，煙害は終息するものとの見方がされていたが，結果としてその
見通し通りにはならなかった． 
そして，1909 年（明治 42年）の 4月，農商務省の下に鉱毒調査会（第三次，明治 42年）
が設置された．この鉱毒調査会では，それまで足尾で行われてきた土砂流出防止策と鉱水
を沈澱池に導き石灰で中和する策が鉱毒水予防の対策として十分であり，全国の鉱山にも
その策が普及していることが示された．そのいっぽうで，煙害に関しては，特に小坂，別
子，日立，千原で被害が著しく，予防方法も不完全であるとの認識がなされた．このよう
なことから，同調査会では，小坂銅山，別子銅山における鉱煙処理方法や海外の事例を参
考にしながら，主として煙害対策の検討がなされた．そして，煙害を及ぼす原因としては，
製錬所より発する「亜硫酸ガス」と「煙塵」であるとし，それを防ぐため，「製錬上なるべ
く亜硫酸ガスを発生させない」，「煙塵を採集し煙突から空中へ放出させない」，「空気中へ
放出する亜硫酸ガスを無害に近い程度まで稀釈する」などの方策が示され，今後，これら
の研究や試験が必要であることが示された．また，我が国において，亜硫酸ガスから硫酸
を製造することが盛んに行われるようになれば，国益となると同時に予防法になるとの見
解が示された[26]．なお，これら鉱毒調査会での鉱煙処理の方針は足尾銅山に対しても用い
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られ，鉱煙毒の除害が命令された．命令は 1912年（明治 45年）6月 15日，口頭により行
われ，その内容は主として亜硫酸ガスの稀釈と煙塵の除去であった[27]．これらのことから，
鉱毒調査会（第三次，明治 42年）では，鉱毒調査会（第二次，明治 35年）と同様に，脱
硫塔による鉱煙処理では十分ではないことしながらも，亜硫酸ガスの稀釈により，煙害が
収まるものとの認識が持たれていたといえる． 
この時代における原因に対する政府（農商務省，鉱毒調査会）の認識をまとめると，次
のようになる． 
・鉱毒水および鉱毒を含む土砂については，農商務省による厳重な監督と古河による対策
の履行がなされていることから問題はない． 
・洪水の原因となっている煙害による山林荒廃は深刻ではあるものの，現在行われている
山林復旧作業により解決される． 
・鉱煙については，煙塵の除去と亜硫酸ガスの稀釈により害が軽減される． 
 
（6）大正末期から太平洋戦争後（昭和 20年）にかけての原因に対する政府の認識 
しかしその後，1925 年（大正 14 年）になっても，煙害による山林荒廃は収まらず，水
源地の山々における山林枯死と土砂岩石の崩壊により岩骨が露出して，水源涵養の機能が
失われており，これにより，渡良瀬川中下流における灌漑水の減退に伴う収穫の大幅な減
少が起こっているとの訴えが政府に対して出された[28]．これに対し，政府（農商務，内務
省）は，鉱煙の除害に関しては，中和，稀釈，さらに電気収塵装置などを設置しており，
相当な効果を収めていること．さらに，それらの操作の監督も常に行っていること．また，
山林復旧については，諸種の扞止工事や植樹を行っており，足尾銅山では政府の監督の下，
多額の経費がかけられ，今後も行っていく予定であること．そして，国有林でも多額の費
用をかけて復旧に当っており，対策は行われているとの認識を示した．なお， その一年後
（大正 15年）には，煙からの脱塵はうまくいっているものの亜硫酸ガスの除去ができてお
らず，そのための各種研究が今後必要であるとし，鉱煙処理に課題があることを認めてい
る[29]．つまり，鉱害の対策として砂防工事，山林復旧，亜硫酸ガスの除去が必要であると
認識が持たれていた． 
その後，1927年（昭和 2年）には，煙害防止，山林復旧，水源涵養，用水補充のための
官民合同による調査会の設置請願（建議）が議会に出され，1929年（昭和 4年）には，煙
害防止のために製錬所の移転を求める請願が議会に出され，さらに 1930 年（昭和 5年）に
は，衆議院議員の栗原彦三郎により鉱毒調査会の設置が帝国議会で求められた． 
また，1930 年（昭和 5年）の 7月に起こった暴風雨により，沈澱池が破壊され鉱毒水が
3－30 
 
流れ出したため，翌年（昭和 6年）には足尾銅山の除害設備に常設監督官を設置する請願
（質問）が同議員により帝国議会に出され，さらにそのまた翌年（昭和 7年）には，煙害
防止，水源涵養，堆積場にある毒物の処理を求める質問が帝国議会に出された．これらの
質問に対して，政府は，1932 年（昭和 7年）の商工大臣の弁として，足尾銅山の泥渣が渡
良瀬川に流下することを予防するには，足尾の禿山に砂防工事を施行して根本的防止方法
を講ずる必要があること．鉱毒水に関しては全て浄水場で処理されており鉱毒流出の事実
はないこと．鉱煙については，除害施設を通じて放散しようとしていることなどから従来
よりも被害が拡大していることはないとの認識を示した[30] 
この時代における原因に対する政府（農商務省，鉱毒調査会）の認識をまとめると，次
のようになる． 
・足尾銅山から発生する鉱毒水および鉱毒を含む土砂については，浄水場および堆積場に
おいて管理がなされているため，これらが，渡良瀬川中下流域で起こっている不作の原因
であるとは認められない． 
・煙害に関しては，煙塵および亜硫酸ガスの中和に関してはできるだけのことを行ってき
ており，それなりの成果は出ている．しかし，煙害を止めるためには亜硫酸ガスの処理を
さらに行う必要がある． 
・洪水を止めるために，足尾の禿山に砂防工事を施行して根本的防止方法を講ずる必要が
ある． 
 
（7）太平洋戦時後（昭和 20年）から自熔製錬法導入（昭和 31年）までの原因に対する政
府の認識 
1947 年（昭和 22 年）にキャスリン台風，翌年にアイオン台風，翌々年にキティ台風が
勃発し，渡良瀬川および利根川流域は大水害に見舞われ[30]，治水対策の必要性が益々求め
られた．1952 年（昭和 27 年）には，足尾の上流部の砂防工事に着手していた建設省（旧
内務省）は煙害が無くならない限り緑化は成功しないとの見方をとり，上流部の復旧に当
たっては亜硫酸ガスの完全処理が必要であるとの認識を示した． 
この時代における原因に対する政府（農商務省，鉱毒調査会）の認識をまとめると，次
のようになる． 
・山林復旧荒廃による河川への土砂流出防止は亜硫酸ガスが完全に処理されない限り無
くならない． 
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（8）まとめ 
 1892 年（明治 25 年）ごろに行われていった調査の結果から，銅が影響を与えていると
の判断がなされ，政府はそれらが足尾銅山から流れてきているとの見方をとるようになっ
た．この調査は，それまで，足尾銅山が影響しているとの認識を示していなかった政府の
考えを一変させた点で，大変重要な結果を示し得たものといえる． 
鉱毒調査会（第 1次，明治 30年）では，有害物質とその発生源を認識でき，足尾銅山で
行われるべき対策を具体的に示し得た．しかし，煙害のその後の拡大と問題としての重大
性については，十分な認識を持てていなかった． 
鉱毒調査会（第 2次，明治 35年）では，不溶解性の銅（銅を含む土砂）の処理が重要で
あることを示すとともに，人体に対する被害は足尾銅山によるものではないことを示し，
鉱毒対策の重点を明らかにし得た．しかし，煙害については他鉱山で起きているものも含
め，亜硫酸ガスの稀釈により問題が解決されるとであろうとの見通しを立てた． 
鉱毒調査会（第 3次，明治 42年）では，有害物質を含む土砂や水の処理は解決されてい
るとし，鉱害問題の焦点を煙害に絞った．そして亜硫酸ガスを稀釈する方策が他鉱山も含
め試みられたが，いずれも十分な成果を収めることはできなかった．鉱害が足尾だけの問
題にとどまらないこと，また，政府の認識や判断が対策の方向性に大きな影響を与えてい
たことが明らかにされたといえる． 
なお，鉱毒調査会（第 3次，明治 42年）以降では，鉱煙処理の成果が見られないことか
ら，亜硫酸ガスの完全停止の必要性が認識されていくこととなった． 
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第4章．鉱害対策の変遷 
第 1節．鉱毒水対策の変遷[1] 
 この節では，足尾銅山の鉱害対策の一つである廃水処理対策についてまとめる．特に浄
水施設と発生源を結ぶ坑内外のネットワーク（以降，廃水処理ネットワークと記す）に着
目し，それらが整備されていく経緯を整理することで，実施された廃水処理を概観する．
そして，浄水施設の配置，選鉱技術との関連，他鉱山の廃水処理施設，水質の変化などを
見比べながら，足尾銅山の廃水処理対策に関する知見をまとめる．  
 
（1）浄水施設の整備と廃水処理ネットワーク形成の経緯 
廃水処理を行うにあたり，浄水場のほかにも，各作業場からの廃水や堆積場から滲み出
てくる水を集約するための仕組みや，浄水場に溜まった沈殿物を処理するための施設（泥
渣を処理する堆積場）が必要となるため，これらの施設によって形成される廃水処理のネ
ットワークが形成されることとなった．廃水を集約するための仕組みについていえば，そ
れらは，坑内廃水のネットワークと坑外廃水のネットワークが必要であり，沈殿物の処理
についていえば，各浄水場から出る沈殿物が散逸したり，河川へ投棄されることが無いよ
うにしなければならず，これら一連の廃水処理ネットワークは以下のような経緯を経て形
成されていった． 
 
1）予防命令（第一回，明治 29年）以前の経緯 
1890年（明治 23年）8月に起きた洪水が大きなきっかけとなり，渡良瀬川下流域の農民
たちから被害に対する請願書が栃木県に，足尾銅山の鉱業中止の申告が農商務省大臣にそ
れぞれ出された[2]．さらに 1891 年（明治 24年）12月の第二回帝国議会において，田中正
造から同問題についての質問がなされ[3]，以前より報告されていた鉱害はこのようにして
さらに大きな社会問題となっていった．その後，栃木県や郡役場などが被害民と古河の間
の仲介役として介入し，1892 年（明治 25年）8月に藤岡町，野木村，部屋村，生井村と足
尾銅山の鉱業主である古河市兵衛との間に示談契約が結ばれ，古河は示談金の支払，洪水
対策，廃水処理対策を行うこととなった[4]．その対策としては，鉱滓中の銅分[5]を採減す
ることであり，そのために米独の両国から粉末銅鉱採聚機（選鉱過程での一作業である洗
鉱の際に流出する銅を採取する機器）を購入し，1893 年と 1894年（明治 26年と明 27年）
に渡って本山と小滝に導入，さらに沈澱池を各選鉱所に設けた[6]． 
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2）予防命令（第一回，明治 29年）から予防命令（第二回，明治 30年）にかけての経緯 
 1896 年（明治 29年）12 月 25 日に，東京鉱山監督署から予防命令（第一回，明治 29年）
を古河市兵衛に対して発せられた．その中で，選鉱所の廃水中に含有されている粉鉱と土
砂の除去を，さらに，選鉱廃水と坑水（坑内からの排出水）中の可溶性銅鉄塩類および遊
離酸類を防ぐための措置を行うよう指示が出された[7]．これを受け，古河は鉄片を用いた
装置による還元や石灰と反応させ沈澱させることなどを行った（沈澱池に石灰乳を投入す
る試みはすでに明治 28 年 12 月の東京鉱山監督署からの命令で行われたとされている[8]）．
なお，予防命令（第二回，明治 30 年）は 1897 年（明治 30 年）5 月 13 日に出されるが，
これは第一回予防命令の内容を古河に徹底させるために出されたものであり，対策に特段
の違いは見られない[9]． 
 
3）予防命令（第三回，明治 30年）時の経緯 
政府は 1897 年（明治 30 年）4 月に内閣の直下に鉱毒調査会（第一次）を組織した．同
委員の渡邊渡と細井岩彌による報告において，図４－１－１に示すように，鉱毒の原因が
産銅の作業過程（採鉱，選鉱，製錬）と理学的状態（固体，液体，気体）に整理されて示
された，また，先に述べた鉄片による還元，粉末銅鉱採聚機，そして，それぞれの選鉱所
近辺に設けた沈澱池が対策として十分に機能しなかったことが示された[11]．鉱毒の原因物
質が詳細に示されるとともに，これまでとられてきた対策が十分でなかったことが示され
た．そして，同じく委員の小寺房次郎の報告では，坑水や洗鉱後の廃水の成分などの分析
図４－１－１ 鉱毒の原因[10] 
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結果が示され，沈澱池の拡張とそこへの良質な石灰乳の投入が，廃水の処理に大きな効果
をもたらすとの見通しが示された[12]． 
以上のことなども加味され，鉱毒調査会（第一次，明治 30年）による報告（意見）が内
閣に提出された．そして 1897年（明治 30年）5月 27日に予防命令（第三回，明治 30年）
が東京鉱山監督署長から古河市兵衛宛に出された．これにおいて指示された廃水処理の方
策は，本山坑（有木坑）および小滝坑からの坑水（その他旧坑から排出されていた坑水は
現行の坑道に落とし，坑口から排出後）は選鉱用に供し，石灰乳と攪拌した後，砂集器を
通過させ沈澱池に導くこと，通洞の坑水は石灰乳と攪拌させ中才沈澱池に導くこと，通洞
選鉱所の沈澱池からの廃水は中才沈澱池に導き再び沈澱させること，本山，小滝，通洞に
おける従来の選鉱滓堆積場からの滲透水は各沈澱池（間藤，小滝，中才の沈澱池）に導く
こと，各沈澱池および濾過池より出される泥渣は通洞近傍の指定の堆積場に堆積すること，
また，そこからの潴溜水は通洞選鉱所の沈澱池に導くことであった[13]．以上の水処理系統
を図にすると図４－１－２のようになる．そしてこの命令に従い，古河は，本山，通洞，
小滝のそれぞれにおいて，表４－１－４に示した沈澱池，濾過池を主要施設として備えた
図４－１－２．予防命令（第三回，明治 30年）による廃水処理の流れ[14] 
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浄水場と泥渣を処理するための堆積場を整備した（規模については表４－１－１を，一に
ついては図４－１－３を参照のこと）． こうして，全山分の廃水を集約し，処理するため
のネットワークが構築された． 
 
  表４－１－１ 予防命令（第三回，明治 30年）により建造された主な浄水施設[15] 
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図４－１－３ 浄水施設の位置[16] 
（砂形） 
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4）予防命令（第四回，明治 34年）から予防命令（第五回，明治 36年）にかけての経緯 
 予防命令（第三回，明治 30年）による工事の後，鉱毒の予防をより徹底させるため，1901
年（明治 34年）4月 26日には予防命令（第四回，明治 34年）が出され，石灰乳の加え方
や，沈澱池や濾過池の掃除方法などが規定された（「水煙掛規定」と「水煙処理規定」の制
定）[17]．1903 年（明治 36 年）7 月 21 日には予防命令（第五回，明治 36 年）が出され，
本山においては，本口坑（本山坑口地並よりも上にある坑道）からの坑水を本山坑の坑道
に落として，本山坑からの坑水とともに処理を行うこと，また，京子内堆積場や本口坑澤
からの滲透水を間藤沈澱池で処理することが指示された．小滝については，小滝坑口の位
置を変更すること，文象澤大切坑口を除く各坑口を密閉すること，文蔵澤からの滲透水は
小滝の沈澱池に導くことが指示された．通洞においては，中才の沈澱池および乾泥池の拡
張が指示された[18]． 
 
5）廃水処理の経緯のまとめ 
 予防命令（第三回，明治 30年）以降から予防命令（第五回，明治 36年）までの対策で
は，坑内の排水ネットワークに関しては，幾つかの坑口を塞ぎ，坑水の出口を纏めること
で，坑内で坑水を集約させ，坑水が排出される坑口の数をなるべく少なくしようとしてい
ること，また，坑外のネットワークに関しては，沢沿いや堆積場からの滲透水の処理を沈
澱池で処理するように明確に指示がされていること，これらのことから，鉱毒水をより厳
密に集めようとしていたこと[20]が挙げられる． 
浄水施設については，前記の二つの規定の制定の他，間藤および小滝においても沈澱池
の拡張および改修がみられること（表４－１－２参照），「乾泥池」が命令および報告文書
の中で明記されるようになったことなどから，浄水施設の実際の管理を通して，必要な事
項が加わり，改良がなされたこと[22]が挙げられる． 
予防命令（第五回，明治 36 年）以降の対策では，坑内の排水ネットワークにさらなる集
約が見られる．本山方面の本山坑地並以上の湧水は，本山坑地並の樋に集められ，小滝方
面の小滝地並以上の湧水は小滝地並の樋に集められた．また，本山坑地並および小滝坑地
並以下の湧水は横間歩第二竪坑や光盛第一竪坑またはその他の竪坑に設置されたポンプに
よって通洞地並にまで押上げられ，通洞坑口奥にある疎水坑道へと導かれた[23]（図４－１
－４参照，図は昭和初期の頃）． 
坑外の排水ネットワークについて見ると，1912 年（明治 45 年）に小滝における選鉱廃
水を，1913 年（大正２年）に通洞の選鉱廃水を，さらに 1915 年（大正 4 年）に小滝の坑
水を切幹の浄水場に担わせるようになっていった[25]．これまで，本山は間藤の浄水施設が，
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小滝は小滝の浄水施設が，通洞は中才の浄水施設がというように地区ごとに一箇所の浄水
施設が廃水処理を担っていたが，その予防命令（第三回，明治 30年）以来の役割分担に変
化が現れたことが見られる．さらに 1952年（昭和 27年）になると戦後の選鉱方法の改良
に伴い，中才の浄水施設の廃水処理系統に改良が加えられ[26]（図４－１－５参照），間藤，
中才，切幹，砂畑のそれぞれの分担に変化が見られるようになった． 
浄水施設の変遷に関して見ると，前記のネットワークの変化が本山，小滝，中才，切幹，
砂畑の規模の変化に影響を与えていることがわかる（図４－１－６参照）．1912 年（明治
45年）から 1926 年（大正 15年）までの小滝の浄水施設の縮小分を切幹の浄水施設が担っ
ており，その分沈澱池が大幅に拡張されている．さらに，1952 年（昭和 27 年）における
廃水処理ネットワークの変化が，本山の浄水施設の縮小，中才（通洞），切幹，砂畑におけ
る各施設のバランスの変化に表れている．なお，各浄水場における施設規模の変化（廃水
処理量の変化）は排出される泥渣の量に関係するため，明治末頃からの間藤浄水場（本山）
の拡張，中才・切幹・砂畑（通洞）の拡張などが，深澤堆積場，有越堆積場，檜平堆積場，
源五郎堆積場などの新設に影響を与えたといえる．これは表４－１－３からも確認できる． 
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年 月 場所  事柄 
1892年（M25） 
（明治 26～27と
する文献もある）  
間藤 選鉱場に粉末銅鉱採聚機の取付および沈澱池の築造 
小滝 選鉱場に粉末銅鉱採聚機の取付および沈澱池の築造 
1897年（M30） 
 
間藤 沈澱池及び濾過地の拡張 
小滝 沈澱池及び濾過地の拡張 
中才 通洞の沈澱池を廃止し、中才に沈澱池及び濾過地を新設 
1898年（M31） 9月 小滝 沈澱池改築の許可を得る 
1900年（M33） 12月 間藤 沈澱池増設 
1901年（M34） 4月 小滝 旧沈澱池を濾過地に改修 
1902年（M35） 6月 小滝 乾泥地改修 
1907年（M40） 7月 間藤 濾過地 1個増設 
11月 小滝 沈澱池において文象坑口以上の坑水を処理を開始 
1908年（M41） 2月 間藤 本山坑水路改修 
1908年（M41） 8月 中才 集砂池新設 
 12月 間藤 本山第三選鉱場との隧道完成 
1909年（M42） 2月 中才 中才集砂池 2個新設 
 
2月 中才 通洞第二選鉱排水路改修 
 
9月 本山 脱硫塔排水路改修 
1911年（M44） 7月 中才 通洞坑水樋路改修 
 4月 切幹 沈澱池 2個、制水池 1個、濾過地 3個を新設 
 9月 間藤 沈澱池及び乾泥地を拡張 
1912年（M45） 7月 小滝 小滝選鉱廃水処理変更 
 7月 小滝 選鉱廃水を切幹の沈澱池において処理するための水路を新設 
  間藤 本山第三選鉱場内から石灰攪拌器を移設 
1913年（T2） 2月 間藤 沈澱池と濾過地の改良工事実施、先砂機の設置 
7月 中才 通洞の選鉱廃水を切幹沈澱池で処理することに変更、そのため
中才砂集地を廃止、あわせて通洞発電所付近にあった石灰攪拌
器を中才に移設 
 小滝 石灰攪拌所を移設 
11月 間藤 下間藤に乾泥池増設 
1914年（T3） 3月 本山 脱硫塔排水路変更 
 5月 中才 沈澱池側にポンプを新設 
 間藤 下間藤に乾泥池増設 
1915年（T4） 4月 砂形 乾泥地 4個増設 
7月 切幹 小滝坑水を切幹の沈澱池において処理を開始 
9月 間藤 第五号沈澱池を濾過地に変更 
 本山 選鉱廃水路を改修 
 小滝 小滝水梨沢間の滲透水路を改修 
1916年（T5） 2月 中才 坑水隧道を改修 
 中才 濾過地 1個増設 
3月 通洞 選鉱廃水路を変更し足尾鉄道線路に沿って敷設 
 小滝 切幹沈澱池修理のため滲透水が再び小滝沈澱池で処理される 
表４－１－２ 浄水施設の変遷[21] 
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5月 本山 松木滲透水路新設 
1917年（T6） 5月 切幹 浚渫機新設 
6月 本山 選鉱廃水路改修 
10月 小滝 切幹間の水路を改修 
 中才 濾過池を 1個増設 
 通洞 有越澤の滲透水路を改修 
1918年（T7） 11月 切幹 小滝の坑水、滲透水が再び切幹の沈澱池にて処理される 
 本山 高原木滲透水樋および橋を改修 
 通洞 通洞選鉱廃水路を中才の攪拌所より小滝廃水合流点まで変更 
12月 砂形 砂形に濾過池を 1個増設 
1919年（T8） 7月 切幹 浚渫機を改修 
1921年（T10） 3月 中才 沈澱池のポンプを移設 
1923年（T12） 3月 小滝 坑水路を改修 
1926年（T15） 1月 間藤 濾過機を新設 
7月 中才 石灰焙焼炉新設 
 小滝 浄水施設廃止 
1927年（S2） 2月 切幹 浚渫機の櫓を改修 
5月 間藤 石灰攪拌器を改修 
 中才 石灰攪拌器を改修 
1928年（S3） 7月 通洞 選鉱廃水路を木樋であったものをコンクリート管に変更 
8月 間藤 回転乾燥炉を新設 
10月 砂形 乾泥池内に濾過機を新設 
1929年（S4） 12月 砂形 砂形反射炉増設 
 12月 砂形 乾泥貯蔵壜設置 
1930年（S5） 4月 砂形 回転乾燥炉設置 
 5月 砂形 乾泥池内の濾過機を増設 
1932年（S7） 6月 砂形 乾泥池増設 
1935年（S10） 10月 間藤 乾泥池及び利水池改造 
 10月 中才 乾泥池及び利水池改造 
 10月 砂形 乾泥池及び利水池改造 
1936年（S11） 11月 中才 浄水場改造 
1936年（S11） 9月 砂形 乾泥池増設 
1937年（S12） 1月 切幹 フィルタープレス工場増設 
1942年（S17） 10月 切幹 沈澱地堰堤増築 
1952年（S27） 10月 切幹 キルンドライヤー新設 
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図４－１－５（1） 廃水処理の流れの変遷[27] 
図４－１－４ 坑内水の排出方法[24] 
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図４－１－５（2） 廃水処理の流れの変遷[27] 
図４－１－５（3） 廃水処理の流れの変遷[27] 
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図４－１－５（4） 廃水処理の流れの変遷[27] 
図４－１－５（5） 廃水処理の流れの変遷[27] 
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図４－１－５（6） 廃水処理の流れの変遷[27] 
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図４－１－６ 浄水施設の規模の変遷[28] 
凡例 
沈澱池 
濾過地 
乾泥池 
制水池 
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No. 堆積場名 建設時期 堆積物 
泥渣 
沈殿物 
1 京子内 明治 30 年の予防命令（第三回）による建造 鍰，捨石   
2 宇都野 
明治 30 年の予防命令（第三回）による建造 泥渣，廃石 
○ 
明治 43 年堆積物変更 小瀧泥渣及廃石 
3 文象 明治 30 年の予防命令（第三回）による建造 坑内廃石(捨石)   
4 砂形 
明治 30 年の予防命令（第三回）による建造 坑内廃石   
昭和 3 年増設 砂形泥渣 ○ 
5 新梨子 明治 30 年の予防命令（第三回）による建造 二番粗鉱(捨石)   
6 水山 明治 30 年の予防命令（第三回）による建造 選鉱廃石(捨石)   
7 高原木 
明治 31 年～35 年の間に建造     
明治 43 年増設 鍰及廃石   
8 通洞下 明治 31 年～35 年の間に建造     
9 文象沢大切 明治 31 年～35 年の間に建造     
10 廣道地 明治 31 年～35 年の間に建造     
11 切幹 
明治 40 年新設 中才及間藤泥渣 ○ 
明治 42 年増設 同上   
明治 44 年増設 泥渣 ○ 
12 銀山平 
明治 40 年新設 選鉱，廃石   
明治 43 年増設 坑内及選鉱廃石   
13 水梨子澤 明治 40 年新設 選鉱，廃石   
14 小瀧大曲 明治 40 年新設 坑内廃石   
15 杉名畑澤 明治 40 年新設 坑内廃石   
16 栗畑 明治 44 年新設 坑内廃石   
17 有越 
明治 45 年新設 
通洞小瀧選鉱廃石，
中才泥渣 
○ 
大正 5 年増設 同上   
18 松木 明治 45 年新設 鍰及坑内廃石   
19 深澤 大正 3 年新設 間藤泥渣 ○ 
20 原 
大正 5 年新設 捨石，泥渣 ○ 
昭和 3 年増設 選鉱廃石   
21 天狗沢 昭和 12 年から使用 捨石   
22 旧小瀧 昭和 32 年から使用 捨石   
23 檜平 昭和 18 年から使用 捨石   
24 砂畑 昭和 28 年から使用 捨石，沈殿物 ○ 
25 畑尾 昭和 33 年から使用 捨石   
26 源五郎 昭和 18 年から使用 捨石   
27 簀子橋 昭和 35 年から使用 沈殿物 ○ 
 
表４－１－３ 堆積場の変遷[29] 
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（2）施設の配置 
本山における選鉱廃水，坑水，製錬所からの廃水，堆積場からの排水，周辺の沢からの
滲透水等は図４－１－７の間藤浄水場で処理され，その後，松木川へ放流された．松木川
の上流側から沈澱池，乾泥池，濾過池の順で建造されており，それぞれの位置の高低差も
考慮されていることがわかる．また，沈澱池の浚渫泥を乾泥池に運ぶ必要があること，濾
過池でそれら二つの施設からの水を濾過し松木川へ放出することなどから，乾泥池が沈澱
池のすぐ隣に位置し，さらにその下流に濾過池が位置している．廃水処理の作業の流れが
考慮された配置となっていることがわかる．なお，濾過池より下流の位置に乾泥池がある
が，これらは濾過池から出る泥と上流にある乾泥池の容量を超えた場合に使用されるもの
であると思われる． 
小滝における選鉱廃水，坑水，堆積場からの排水，周辺の沢からの滲透水等は図４－１
－８の小滝浄水で処理され，その後庚申川へ放流された（後に切幹の浄水施設がその役割
を担った）．沈澱池と乾泥池が隣接し，その下流方向に濾過池が配置されているのは本山や
通洞の浄水施設と似ているが，沈澱池や乾泥池の面積に比べ濾過池の面積の割合が大きい．
これは文象沢周辺からの滲透水等が多く含まれることなどから処理すべき水の量に比べ，
それが含有する沈澱物の割合が少なかったことが影響していると推測される．処理する水
の成分の違いなども配慮され，建造されたことがわかる． 
 通洞における選鉱廃水，坑水，堆積場からの排水，周辺の沢からの滲透水等は図４－１
－９の中才の浄水場で処理され（選鉱水は後に切幹と砂畑でも処理され），その後，渡良瀬
川へ放流された．1920年（大正 9年）と 1921年（大正 10年）において立て続けに小滝と
本山の選鉱場が廃止され，選鉱作業が通洞の選鉱場に集中されるようになった．さらに坑
内から排出される坑水は，ポンプの導入に伴い通洞に集中させて排出するようになったた
め，通洞における処理量は格段に増加した．切幹の浄水施設は小滝からの廃水および通洞
選鉱所からの廃水処理量の増加分を処理する役割を担ったことから，小滝からの廃水と通
洞からの廃水の両方を処理するのに有利な位置にあり，受け入れのための沈澱池が大きく
作られている．また，対岸の砂畑にある（後に沈澱池と濾過池も有し，一つの浄水場とな
った）乾泥池が，作業上不利な対岸にあることから，中才や切幹が担った廃水の処理量に
比べ，この周辺で土地の広さが充分ではなかったことが読み取れる． 
本山，通洞，小滝の各施設に共通して見られることは，河川沿いに立地し，生産拠点よ
りも下流域に建設されており，処理前の水の導水と処理後の水の排水が考慮されて立地さ
れていること．また，各池は敷地の上流側から沈澱池，乾泥池，濾過池の順番で並んでお
り，水処理の工程や沈殿物の処理なども考慮された配置となっていることである． 
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図４－１－７ 本山の浄水施設（間藤）[30] 
図４－１－８ 小滝の浄水施設[31] 
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図４－１－９ 通洞の浄水施設（中才と切幹）[32] 
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（3）鉱毒の発生と選鉱技術との関連 
 古河は 1876年（明治 9年）に足尾銅山を買収し，翌年から経営を開始した．1881年（明
治 14年）には神保ヒ，そして，1883 年（明治 16年）には横間歩大直利と立て続けに大鉱
脈を発見し，産銅の前提条件となる原料を確保した[33]． 
 1883 年（明治 16 年）以前の選鉱作業では，未だ旧来の方法が採られており，採鉱にお
いては，品位の高いものだけが切羽で採取され，その他の品位の低いものはその場に破棄
されていた．そして，選鉱作業についてみると，このようにして坑外に搬出された鉱石は，
その後，受鉱場や納鉱場と呼ばれる図４－１－10 に示すような場所で選別され，さらに，
図４－１－11に示す手選鉱と呼ばれる作業により選別が行われていた．つまり，人力によ
る篩分け作業がこの時代の中心的な選鉱作業であった．この過程で，品位の高い鉱石のみ
が製錬に回され，篩わけの後に出されることとなるより品位の低い下鉱は丹礬として回収
されていた[36]．図４－１－12 はその当時の作業の流れである.後述する機械化された作業
と比べると，鉱石の処理量も少ないため，捨石や廃泥の量もそれに応じた量になっていた
こといえる． 
 そして，1883 年（明治 16 年）から 1885 年（明治 18 年）では，選鉱技術においては洋
式の選鉱法の採用がすすめられ，その工程に洋式の機械が用いられるようになった．大き
図４－１－10 選鉱所内の受鉱場（納鉱場）[34] 
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めの鉱石を噛み砕くための噛鉱器や小さめの鉱石を破砕するためのロール，細かく砕かれ
た鉱石を水中で揺り動かし比重の違いを活かして廃棄する部分と品位の高い部分とにわけ
るための跳汰機などが導入されていった．これまで行われていた人力による笊揚選別と比
べ，細かく砕かれた鉱石を処理するための工程へと移り変わった．図４－１－13がその当
時の作業の流れである.当然ながら，この作業から出される選鉱滓はこれ以前のものと比べ
るとより細かいものであったといえる． 
 
抜掘鉱 
大 
手篩 
30mm 
廻転篩列 
 
小 
噛鉱器 
ロール 
8mm 以上 
8～5mm 
笊上
ざるあげ
 手動単 
跳汰器 
精鉱 
中鉱   
硫酸銅製造   
精鉱 
滓   
中鉱 
5～3mm 
3～1.5mm 
1.5～1mm 
1mm 以下 
 図４－１－13 選鉱工程（明治 16年から明治 18年）
[38] 
図４－１－12 選鉱工程（明治 16年以前）[37]  
抜掘上鉱 手碎 
格子篩 
6.21mm 6.21mm 
以下 
笊揚選別 
笊下 
上鉱 
下鉱 
板取 
精鉱 
下鉱 
丹礬製造 6.21mm 
以上 
図４－１－11 選鉱所内における手選鉱の作業風景[35] 
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さらに，1885 年（明治 18 年）から 1889 年（明治 22 年）では，製錬所の新設に伴う製錬
能力の向上により，扱える精鉱の品位の幅と量が増え，選鉱所では品位の低い鉱石（二番
粗鉱）の取り扱いが行われるようになった．図４－１－14，図４－１－15，図４－１－16
に示した鉱石を砕くための機械や，図４－１－17，図４－１－18に示した砕かれた鉱石を
選別するための機械などの能率的なものが導入され[39]，これまで坑内に廃棄されてきた低
品位の鉱石の処理も可能になった．図４－１－19はその当時の作業の流れである． 
 
 
 
図４－１－17 淘汰盤 
図４－１－16 搗鉱器 
図４－１－18 汰鉱機 
図４－１－14 砕鉱機 図４－１－15 砕鉱用ロール 
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そして，1889 年（明治 22年）には，動力に電力が用いられるようになり，さらに，1891
年（明治 24年）以降からは，間藤水力発電所からの電力供給を受けて，電力を動力源とす
る機械類の導入も進み，選鉱作業の能率性が向上していった．図４－１－20はその当時の
作業の流れである．こうして，より複雑な作業工程を経て品位の低い鉱石でも採鉱されて
処理できるようになり，捨石や廃泥もこれに伴って増加していったものと判断できる． 
 
一番粗鉱 
（抜掘鉱） 
大 
斜格子 
30mm コルニッシ 
ロール 
ブレーク 
噛鉱器 
小 
小割 
精鉱 
下鉱 
中鉱 廻転篩列 
1mm 以下 
 
 
1.5～1mm 
3～1.5mm 
5～3mm 
8～5mm 
15～8mm 
 
手動単 
跳汰器 
板取 
 搗鉱器 ダンカン 淘汰器 
 
二番粗鉱 
（貧鉱） 
水平格子 
60mm 
大 手選台 
小 斜格子 30mm 小 
大 
廻転篩 
15mm 大 
小 
中鉱 
滓 
ブレーク
噛鉱器 
コルニッシ
ロール 
斜格子 
15mm 小割 
精鉱 
下鉱 
中鉱 
15mm 以上 
 
下鉱 
精鉱 
網下 
手選台 
廻転篩 
15mm 大 
小 廻転篩列 
8mm 以上 
8～5mm 
ロールにて再砕する 
ハルツ 
跳汰器 3～1.5mm 
1.5mm 以下 
網下 
中鉱 
精鉱 
滓 滓 
中鉱 沈澱池 ダンカン 淘汰器 
精鉱 
中鉱 
小 
大 
中鉱 
滓 
精鉱 
5～3mm 
精鉱 
滓 
図４－１－20 選鉱工程（明治 22年から明治 26年）[41] 
 
一番粗鉱 
（抜掘鉱） 
大 
斜格子 
30mm コルニッシ 
ロール 
ブレーク 
噛鉱器 
小 
小割 
廻転篩 
精鉱 
下鉱 
中鉱 
手選台 
廻転篩 
15mm 
大 
小 
1mm 以下 
 
 
1.5～1mm 
3～1.5mm 
5～3mm 
8～5mm 
8mm 以上 
 
 
笊
ザル
上 
中鉱 
精鉱   
手動単 
跳汰器 
下鉱 
精鉱   
中鉱 
手動単淘汰器 
網下 
 
 
扇舟 
 
 
滓 
中鉱 
精鉱 
笊上 搗鉱器 汰盤 板取 
中鉱 
精鉱 
下鉱 
二番粗鉱 
（貧鉱） 
水平格子 
60mm 
大 荒砕及手選 
小 斜格子 18mm 
小 
大 手選台 
滓 
中鉱 
中鉱 
滓 ブレーク
噛鉱器 
コルニッシ
ロール 廻転篩 
8mm 以上 
8～5mm 
1.5～1mm 以下 
精鉱 
滓 
中鉱 
精鉱 精鉱 
滓 
中鉱 滓 
精鉱 
 
5～3mm 
3～1.5mm 
図４－１－19 選鉱工程（明治 18年から明治 22年）[40] 
4－23 
 
1893 年（明治 26 年）になると，二番選鉱よりもさらに低品位の泥水からも銅の採取が
行われるようになった．図４－１－21に示したこの当時の選鉱作業を見ると，二番粗鉱お
よび三番粗鉱の処理の際に出される鉱尾や中鉱，下鉱などが沈澱池において採取され，再
び選鉱過程に戻され繰り返し銅の採取がなされている様子が見られる． 
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1909 年（明治 42 年）の選鉱作業の流れ（図４－１－22）においては，滓（泥渣）と廃
水の分別がさらに明確にされながら銅の回収が行われていたことが淘汰器の後の処理方法
から見てとれる．さらに，1924 年（大正 13 年）からは浄水施設から出される澱物からも
銅の採取が行われるようになった（大正 13年以前の沈澱銅の採取は，坑内水からの採取や
高原木や水山などの廃石堆積場からの採取分である）[44]．図４－１－23 を見ると，大正
13 年頃から昭和の初め頃にかけての沈澱銅からの採鉱量の増加が著しい様子が見てとれ
る． 
 
 
図４－１－22 選鉱工程（明治 42年）[43] 
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 以上をまとめると，1883 年（明治 16 年）まではその選鉱技術が未熟であったために鉱
毒の原因となる物質の発生は多くはなかったこと，その後の選鉱技術の向上が，鉱石の処
理量を増大させ（図４－１－24 を見ても選鉱技術の向上と産銅量の増加関係していること
が見てとれ），鉱毒の原因となった廃石，礬水，選鉱廃水，泥渣の大量発生をもたらしたと
いえる[47]． 
図４－１－24 選鉱技術の導入と産銅量の推移[46] 
年 
図４－１－23 採鉱量（粗鉱量）の推移[45] 
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（4）他鉱山の廃水処理対策との比較 
それぞれの鉱山における除害施設の開始時期について見ると（表４－１－４参照），1897
年（明治 30 年）から開始している足尾が最も古く，除害方法は，殆どの鉱山において石灰
乳による中和が採用されている．このことから，足尾における施設が日本の鉱山において
先駆的な例であったことがわかる．石灰の使用量を見ると，小坂に続いて二番目に多い．
しかし，除害前の水に含まれる銅成分や酸度が他鉱山と比べ著しく高いとは言えないこと，
さらに除害後の数値が他鉱山と比べ大変低いことから，足尾における浄水は他鉱山と比べ
てより厳しい結果が求められていたことがわかる． 
また，選鉱過程で使用されるシックナーを除害のための施設として位置付けている鉱山
が多く見られる．シックナーは選鉱過程で微細に砕かれた粗鉱，泥石を沈降させて回収す
るものである．選鉱過程で鉱石が微細に砕かれて発生する泥砂の流出が鉱毒の主要な原因
であったことをこれらのことから再認識できる． 
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表４－１－４ 明治・大正期における全国の鉱山の処理施設[48] 
（銅鉱山） 
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（5）水質の変化 
 入水量（図４－１－25）について見ると，小滝の浄水場の廃止と切幹浄水場の役割の増
大がグラフの増減に表れており，入水量から各施設の役割の度合いが読み取れる． 
入水中の銅成分（図４－１－26）について見ると，選鉱廃水の処理を担った切幹浄水場の
ものが多く銅成分を含んでおり，これは選鉱所からの廃水に多くの銅成分が含まれている
ことを示している．浄水場が設置される（予防命令（第三回，明治 30年））以前では，選
鉱過程で採取しきれなかった銅が河川に流出していたことが改めて想像できる．また，浄
水施設からの泥渣（特に砂畑）から沈澱銅が回収されるようになったことも理解できる． 
石灰の使用量（図４－１－27）について見ると，通洞（中才）における時間当たりの投入
量が最も多く，次いで本山（間藤）投入量が多くなっている．これは施設の入水量（特に
坑水量）にあわせて投入量をコントロールしていたものと推測される． 
浄水場から排出される銅成分の変化（図４－１－28）について見ると，1902 年（明治 35
年）までは，その後のものと比べ数値も高く，変動に安定した状態が見られない．また，
1902年（明治 35年）から 1928 年（昭和 3年）の間は数値が低くなっていく傾向が見られ
る．1928年（昭和 3年）以降はどの浄水場でも数値が大変低く，変動に安定した状態が見
られる．これらのことから，足尾の廃水処理対策は次の３つの時期に分けられる． 
・試行錯誤期：国および古河にとって，鉱毒対策は初めてであり，浄水場の規模や操業方
法などにおいて試行錯誤が繰り返され，それが水質の変動に表れている時期． 
・努力期：浄水施設の拡張などにより，より水質の改善が図られ，それが銅成分の減少傾
向に表れている時期． 
・安定期：浄水施設の改造，廃水処理の系統の変更などにより改善が図られ，銅成分の流
出を極めて少なく，かつ安定的に抑えた時期． 
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図４－１－25 浄水施設への入水量の変化[49] 
図４－１－26 入水中の銅成分の量の変化[50] 
図４－１－27 石灰使用量の変化[51] 
図４－１－28 各浄水場からの放水および河川に含まれる銅成分の変化[52] 
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（6）まとめ 
 以上の整理をとおして，足尾銅山の廃水処理対策に関する知見は以下のとおりまとめら
れる． 
・足尾銅山の浄水施設とそれを中心とする廃水処理のネットワークは鉱毒の原因が徐々に
解明されていくことで，生み出されたものであった． 
・採用された廃水処理対策の柱は，沈澱池，濾過池，乾泥池を主要な施設とする浄水場を
整備することと，鉱毒水の排出口となる坑口，選鉱場，堆積場などの鉱山施設とそれら
浄水場を結ぶネットワークの形成であった． 
・浄水場と廃水処理のネットワークは，生産拠点である本山，通洞，小滝の時代ごとの変
化に対応しながら変容を遂げてきた． 
・それぞれの浄水場の立地場所は，坑口や製錬所や選鉱所といった主要施設の位置との関
係から決められており，沈澱池，濾過池，乾泥池の配置は，処理作業上の流れを考慮さ
れたものであった． 
・足尾銅山の廃水処理対策の変遷は，鉱毒水の発生が産銅技術，特に選鉱技術と関係が深
いことを実証的に表している． 
・水質の経年変化から見ると，廃水処理対策の変遷は試行錯誤期，努力期，安定期と三つ
に分けることができる． 
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[48]鉱山懇話会，「日本鉱業発達史」，下巻，鉱山懇話会，1932の p.266 の表からデータを
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引用し，作図した． 
[49]「足尾銅山予防工事一斑」，足尾銅山古河鉱業所，1898の p.34，「足尾銅山鉱毒予防工
事現況一斑」，古河鉱業事務所，1902の p.19，鉱山懇話会，「日本鉱業発達史」，下巻，
鉱山懇話会，1932 の p.283，pp.296-298，庶務課，「浄水関係綴 自大正六年至昭和
二十六年」，1951，古河機械金属所蔵から得られたデータを使用した．なお，庶務課，
「浄水関係綴 自大正六年至昭和二十六年」，1951，古河機械金属所蔵のものは古河
から東京鉱山監督局長に毎月提出されていた月別の水質データである． 
[50]前掲[49]と同様． 
[51]前掲[49]と同様． 
[52]前掲[49]と同様． 
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第 2節．土砂の流出対策の変遷 
 この節は，予防命令（第三回，明治 30年）以降に行われることになった，土砂を河川に
流出させないための扞止工事と，全山に散乱していた捨石，鍰，鑛石などの土砂を管理し
ていくために建設された堆積場について，変遷を取り纏め，これらの対策の歴史的経緯を
明らかにすることを目的としている． 
 
（1）土砂扞止工事の変遷 
予防命令（第三回，明治 30 年）以降，古河は渡良瀬川や庚申川への土砂の崩落，流出を
防ぐため，堰堤や護岸工事，植樹や積苗工などの治水，治山工事を行った．図４－２－１
の工事に投入された経費を見ると，大正期の中頃まで，盛んに工事が実施されていること
が判る．しかし，昭和 10年代の後半以降，工事は減少していく傾向が見られる．その後，
これらの工事は，砂防法の適用より，国に移管される 1956年（昭和 31年）まで行われた．
工事経費の内訳を工種別に見ると，図４－２－２に示したように 1897年（明治 30年）か
ら 1901 年（明治 34年）までは，工事の中心は堰堤等の建造であったが，1904 年（明治 37
年）以降は植樹等に力が注がれていったことが判る．図４－２－３の工事個所（堰堤のみ）
について見ると，本山地区では出川とその支流において，小滝の地区では文象澤において，
1897 年（明治 30 年）から 1903 年（明治 36 年）までの間に数ヵ所で建造されており，こ
れらの沢沿いから渡良瀬川および庚申川への土砂の流出が激しかったことが推測できる．
鉱毒調査会や被害民からの土砂扞止工事に対する要求は，1897 年（明治 30 年）当初は鉱
毒としての土砂を止めること，その後，洪水の原因としての土砂を止めること，さらに，
渡良瀬川中下流域の水瓶としての水源涵養機能を回復することであったが，上述したとお
り，その要求を満たすように土砂扞止の工種が変化している．一方で，このように堰堤等
の建造から植樹等の工事へと工種の中心が変化する中，鉱毒調査会（第二次，明治 35年）
設立の翌年である 1903 年（明治 36年）は，堰堤等の建造に重きが置かれるなど，即応的
な動きが見られる．これらのことから，古河による土砂扞止工事は，鉱毒，洪水，水源涵
養機能の喪失などが複合的に絡み合った鉱害に対し，予めその関係性を見通せた上で実施
された工事ではなく，被害民と鉱毒調査会の要求に応じることで解決を図ろうとした側面
も見られる． 
 
（2）堆積場の変遷 
予防命令（第三回，明治 30年）以前に，銅山の各所に投棄されていた鍰，捨石，泥渣，
先砂等は，同命令以降，建造された堆積場に移されそこで管理されることとなった．そし
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て，そのために建造されたのは，前掲の表４－１－３に示したように，京子内，宇都野，
文象，砂形，新梨子，水山の 6堆積場であった．その後，生産増大とともにそれらの容量
も満たされ，新たな堆積場が建造されていった．図４－２－１の堆積場の経費を見ると，
明治末から大正の中頃と，昭和の初めから昭和 20年頃にかけての間で，4年から 6年ほど
の間隔で増設や新設のための出費が見られる．また，1959 年（昭和 34 年）には簀子橋堆
積場の建設による大きな出費が見られる．建造場所については，前掲の表４－１－３と図
４－２－３を見ると，宇都野，高原木，松木，深澤，原，天狗沢，旧小瀧，檜平，砂畑，
畑尾，源五郎，簀子橋などに見られるように，堆積物の発生源から離れた場所や対岸など，
運搬に有利とはいえない場所にも多くの堆積場が建造されている．また，予防命令（第三
回，明治 30 年）で指示された堆積場も含め，それ以降の堆積場においても，河川沿いに立
地している．これらのことから，堆積場は，足尾の平場の乏しさという地形的制約と，崩
壊した場合，堆積物が河川へ流れ出す可能性があるというリスクを有しながらも，毎年出
される廃棄物の量に合わせ建造が進められてきたことが判る． 
 
（3）まとめ 
以上の変遷を踏まえると，土砂扞止工事と堆積場に関する知見は，次に示すようにまと
められる． 
1) 鉱害の観点からのまとめ 
 土砂扞止工事と堆積場の建設は，鉱毒調査会（第一次，明治 30年）による調査により，
鉱害の原因物質が特定され，鍰，捨石，泥渣，先砂などの土砂を渡良瀬川に流出させない
ための対策の一つとして実施され始めた．しかし，その後も鉱害が治まらず，問題解決の
ための方策として，土砂対策の重要性が益々認識されるようになっていった．そして現在
でも，土砂扞止工事の実施と，堆積場の監視が行われ続けている．これら土砂扞止工事と
堆積場は，鉱害の解決にあたり，原因物質の特定と問題発生のメカニズムを解明すること
が何より重要であることを表している．また，足尾の鉱害問題自体が一時的な対策により
解決されるような単純な問題ではなかったことを示している．さらに，堆積場が河川沿い
に建造されてきたことから，管理を怠れば，現在でも問題を再燃させるリスクを有してい
るものであり，今後とも，継続的な管理と対策を必要とする問題であることを示している．  
 
2) 土砂対策の観点からのまとめ 
堆積場は生産に伴い発生する有毒な土砂を足尾から出さない目的で，政府により命令さ
れたものであったが，生産が継続して行われていく中で，当初建造された 6つの堆積場の
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容量は満たされ，新たな堆積場の建設が必要となっていった．古河は，足尾地内の乏しい
敷地環境の中，僅かに得られる河川沿いの土地に建造していくことで対応を図っていたが，
制約とリスクを抱えつづけ，ついに源五郎堆積場の崩壊，流出事故をおこしてしまった．
このことは，足尾の有する乏しい敷地環境の下で，捨石や泥渣などの廃棄物を処理してい
く難しさや危険性が示された．そして一方では，政府が古河に生産を継続させながら同時
に鉱毒対策を打たせていく方針をとりながらも，生産が継続され，足尾地内の各所に堆積
場が設けられていった場合のリスクを十分に予測していなかった可能性があることが読み
取れる．土砂扞止工事については，古河は鉱害の変化に即して対応を打とうとするが，鉱
害を解決するほど十分な成果を収められず，後に国へと引き継がれた．そして山林崩壊に
よる土砂流出により，洪水が度々発生し，鉱害を長引かせる結果となった．これらのこと
は，煙害が止まらない中で治山および治水対策を進めていく難しさを表している．そして
一方では，山林崩壊とそれに伴う土砂流出の問題の重大性の認識に遅れがあった可能性が
あるといえる． 
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図４－２－１ 古河による土砂扞止と堆積場の経費[1] 
図４－２－２ 土砂扞止工事の工種別経費割合の変化[2] 
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図４－２－３ 堰堤と堆積場の位置[3] 
（表４－１－３と対応） 
4－41 
 
注および文献 
[1]土砂扞止については文献 15）から昭和 27年までのデータを，堆積場については古河鉱
業株式会社足尾鉱業所，「鉱毒防止対策費一覧表（鉱廃水関係）」，年代不明，古河機械
金属所蔵から昭和 36 までのデータを引用した．各年の経費は昭和 25年を基準に算定し
たものである． 
[2]庶務係，「官庁往復文書綴（諸官庁雑）」，足尾鉱業所，年代不明，古河機械金属所蔵か
らデータを引用しグラフ化したもの．各工種の経費を堰堤等，植樹等に分けて合計した．
各年の経費は物価倍率などで変換することなく記載のまま用いた． 
[3]堰堤については庶務係，「官庁往復文書綴（諸官庁雑）」，足尾鉱業所，年代不明，古河
機械金属所蔵に掲載の図を参考にしてその位置を記した．堆積場については東海林吉郎，
菅井益郎，「通史 足尾鉱毒事件 1877-1984」，新曜社，1984 と産業環境部 環境政策課，
「平成 20年度 環境白書」，太田市，2009 を参考にしてその位置を記した． 
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第 3節．鉱煙処理対策の変遷 
 この節では，古河による足尾銅山経営開始から，本山製錬所に鉱煙処理のための対策シ
ステム（自熔炉とコットレル收塵機と硫酸工場を主要施設とする全排ガスから硫酸製造を
行うシステム）が導入された 1956年（昭和 31年）までの間を対象とし，当初，製錬の増
進を目的として建造され，有害な鉱煙を放出し，煙害を拡大させた本山製錬所（位置は図
４－３－１参照のこと）が，生産性を向上させつつ鉱煙処理技術を確立していった変遷を
明らかにする．  
 
 
  
図４－３－１ 足尾銅山本山地区と本山製錬所[1] 
4－43 
 
（1）鉱煙処理技術の導入とその変遷 
1)創業から予防工事実施前までの変遷 
 足尾銅山は 1876年（明治 9年）の 12月末，古河市兵衛らに買取られ，その翌年（明治
10 年）から製錬関連施設などの生産関連施設や坑口とその従事者などの引継が行われた 
[2]． 本山地区において引継がれた製錬関連施設は，図４－３－１に示した本山の鷹ノ巣沢
と本口沢と出合沢の周辺にあった旧日本式のものである吹床 2座（約 300貫吹き）と焼鉱
土竈（約 300貫目焼）15枚と付属品の吹子などの製錬用器械，および丹礬製造所であった
[3]．その後，古河は 1883年（明治 16年）までに，より多くの量を熔鉱できる吹床を導入，
その数を 14 とし，さらに，吹床に送風するための鞴も手押しの木製鞴から足踏みの扇状革
鞴も増やすなどをしており，製錬許容量を高めていった[4]．しかし，1881年（明治 14年）
に鷹ノ巣坑で神保ヒ直利，1884 年（明治 17 年）に本口坑で横間部大直利が発見されると
採鉱量および製鉱（選鉱処理済みの精鉱量）が図４－３－２に示すように急増し，それま
での製錬所（旧本山の製錬所）では処理し切れなくなった（製錬所が建造される前の明治
17年下季まで繰越製鉱量が増えている）．これにより古河は 1884年（明治 17年）12月に
向原（現在の地）へ新製錬所を建設する許可を栃木県に申請した．そして，本山製錬所は
1885 年（明治 18 年）から本格操業が開始された[6]．その敷地内には，事務所の他，鉱石
貯蔵所，焙焼炉 6座，冷鉱室 2棟，日本式熔鉱炉 32座，焙焼炉のための煙突（内法 4尺 4
方），旧本山にある選鉱所から鉱石を運搬するために山腹沿いに敷かれた軽便鉄道（ドコビ
ールなどを含む軌道），貯蔵所から焙焼炉までの軌道，焙焼後の鉱石を冷やすため焙焼炉か
ら冷鉱室に至るまでの隧道と軌道，冷鉱室から熔鉱炉に至る軌道，また，熔鉱の際の送風
設備として，鞴の代わりに，松木川から取水した水力を動力とする送風機（ルーツ・ブロ
ワー）2 個とそのための木製の水路が備え付けられた（後に蒸気機関を動力とするものに
変更された）． 
 
図４－３－２ 製鉱量と熔鉱量の季別推移[5] 
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 その後，古河は焼鉱炉，熔鉱炉，蒸気機関における薪炭消費量の増加による燃料費およ
び運搬費などのコストの増大という問題を抱えつつ，1888 年（明治 21 年）にはイギリス
のジャーデン・マジソン商会と 3ヶ年分の輸出契約を結び，売銅による収益確保を目論ん
だ．これにより，コスト削減と製錬量の増加を目指す必要に迫られた．そのため，古河は
燃料をコークスへと切替えつつ，製錬所において，1887年（明治 20年）3月にアメリカ製
の水套式円形熔鉱炉を導入し対応を図った．しかし，直後の 4月の山火事により製錬所が
焼きつくされたため，これらの熔鉱炉を含む製錬施設は全て廃物となり，製錬所は再建さ
れることとなった．再建された製錬所ではドイツ式のピルツ式熔鉱炉などを導入（失敗），
水套式長方形熔鉱炉の導入（成功）など，炉の改良が盛んに行われた[7]． 
新たな炉の導入の他に，古河は足尾の銅の品質についての苦情も受けており，これらの
改善も行う必要があった[8]．（これまで，熔鉱炉では，炉から出てきた鈹を再び鉱石ととも
に熔鉱炉で製錬して純度を上げるいわゆる練銅も行われていたが，その過程に改良を加え
る必要が生じていた）．そして，イギリス人のヘンリー・ベッセマーが発明したベッセマー
炉（酸性転炉，コンバーター，急激な酸化作用はそれにより発生した熱を利用できるとと
もに鈹に含まれていた有害不純物を飛散させ品質を向上させることができる）とこれに合
う空気圧気機を導入させた．これにより，コストの問題と品質の問題を同時に解決した[9]． 
 なお，煙害に関しては，すでに本山製錬所の建設前からも報告があり，本山製錬所は当
初より鉱煙の量の増大，被害範囲の拡大などの煙害を引き起こす要因を有していた[10]．特
に，ベッセマー法の導入により，本山製錬所はより多くの有害物質（煙害の原因物質）を
生み出す施設と成っていった．しかし，まだこの時点では図４－３－３に示したように，
鉱煙を作業場に充満させないようにし，作業効率を良くするために煙突が建てられている
ものの，亜硫酸ガスや煙塵を除去する施設は見当たらない． 
図４－３－３ 明治 28年当時の製錬所の施設配置[11] 
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2)予防工事の実施から新製錬所建設前までの変遷 
 1897 年（明治 30 年）になると，足尾の鉱毒を止めるべく，政府は内閣直下に鉱毒調査
会（第一次，明治 30年）を設けて対策を検討し，農商務省を通じて，予防命令（第三回，
明治 30年）を古河に対して発した．予防命令（第三回，明治 30年）は，全部で 37項目あ
り，そのうち鉱毒水の原因となる鉱水や土砂（採鉱や選鉱過程で出る捨石，先砂，泥渣，
製錬過程で出る鍰）の処理に関するものが 29項目，煙の処理に関するものが 1項目，その
ほか製錬に関するものが 1項目，工事の期日に関するものが 2項目，工事の監督管理に関
するものが 3項目，工事未完の場合の罰則（鉱業停止）が 1項目であった．  
 この命令を受け，古河は，製錬作業を本山製錬所で統一的に行い得ること，また，鉱煙
処理施設の工事負担を半減できることから小滝製錬所を廃止し，これまで行っていた鉱石
や鈹の野焼きも廃止した[12]．そして，本山製錬所において，図４－３－４に示した各炉の
煙を導く小煙道，小煙道からの煙を合併する大煙道，大煙道から導かれた煙より亜硫酸ガ
スを除去する脱硫塔，脱硫後のガスを排出する煙突（焼鉱炉，スタール炉，熔鉱炉の各炉
に小煙道が設けられ，それら小煙道は大煙道に接続されている），脱硫塔からの排水を浄水
場へ送るための排水道，製錬過程で排出される鍰を京子内や高原木の堆積場へ運搬するた
めの捲揚機や連絡諸装置などを建設した[14]．なお，予防工事の起案は，農商務省鑛山技監
の堀田連太郎により作成され，脱硫塔については，フランスの学者ゲールサックが考案し
たゲールサック塔（湿式の脱硫法）を模範として古河によって設計された[15]．しかしこれ
は，製錬作業上，二つの問題を生じさせた．一つは，小滝製錬所分を本山製錬所施設で担
うために施設の増強が必要となったこと，もう一つは，排煙が脱硫塔の石灰入りの水滴で
冷やされることで質量を増すとともに，これまでのものよりも煙突の総断面積が少なくな
ることで，煙の流動が悪くなり施設内に鉱煙が充満するようになったことである[16]．その
ため，古河は予防工事完了の翌年（明治 31 年）から，堆焼炉（スタール）18 窯の増設，
送風機の（小滝からの）移設や増設，送風管の改良 ，空気圧気機の新設，扇風機の設置な
どを行い，予防工事に伴うこれら操業上の問題を解決していった． 
 その後，鉱害も一通り整理されたので，古河は生産力向上のために，1901 年（明治 34
年）に，焼鉱作業を省略でき，かつ，硫黄や鉄の酸化熱を利用することで製錬費の削減が
見込める「生吹法」の試験の実施（当初失敗，その後，鉱石の下処理や，小坂銅山で行わ
れている炉への石炭装填の例を真似ることで明治 41年には好成績を収め，翌 42年から残
焼鉱の処理以外は全て生吹法で処理が行われるようになった），1902 年（明治 35年）には，
鈹から金銀を回収するための装置「セレクター」（フランスのダビッド氏発明）の導入試験
（失敗），また同年に，薪の節約を目的とした堆焼炉での鍰を用いた点火試験（失敗），さ
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らに同年から，労働力の節減を目的としたライト・マクドーガル炉（アメリカで用いられ
ている焙焼炉）の導入試験（成功）などを製錬所を舞台に次々と行った．このように製錬
に関する各種の導入試験が繰り返され，操業上のコストが大幅に削減できる生吹法の本格
導入が見込めるようになると， 1893（明治 26年）からの施設が廃齢に近づいていること，
熔鉱施設と煉銅施設の配置が良くいため製錬作業上余計な費用がかかっていること，その
ほか，製錬における人件費の漸次増加，探鉱費の昇騰，世界的な銅価の高騰など背景も影
響し[17]，新製錬所の建設の必要性が高まっていった． 
なお，鉱害に関しては， 1901年（明治 34年）の予防命令（第四回，明治 34年）では，
脱硫塔に関する就業規則や掃除，ガス成分の分析方法の改善などが命令される程度であり，
1902年（明治 35年）に鉱毒調査会（第二次，明治 35年）が設置されるも，その翌年に出
された予防命令（第五回，明治 36年）には鉱煙処理に係る命令はなかった．渡良瀬川下流
域での鉱毒水および洪水問題が大きく，かつ，煙害の問題については鉱煙の処理よりはむ
しろ治山および砂防施設の建設により解決を図ろうとする様相が強かった．そのため，予
防工事実施後における鉱煙処理については，図４－３－５に示した脱硫塔からの亜硫酸ガ
スを含んだ排水路を導く排水路の改修や，図４－３－６に示した気象観測のための（風力
や風向などを見ることができる）測候所の建設が行われていた．  
 
図４－３－４ 明治 30年当時の製錬所施設と脱硫塔[13] 
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図４－３－５ 明治 41年の新製錬所建設前（南側）の様子[18] 
図４－３－６ 明治 38年頃の京子内の測候所[19] 
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3)新製錬所建設からコットレル式収塵機導入前まで 
 1908 年（明治 41 年）の 4 月に古河から許可申請が出され（同年 5 月，東京鉱山監督署
から認可を受け），新たな製錬所の建設が行われた[20]．その後，工期中に発明した新煉鉱
機の導入，煉瓦などの建築資材の不適合および輸送遅延，足尾暴動，そして，製錬作業が
行われながらの狭隘な現場での建設作業，敷地内の鉱石庫からの失火などの影響を受け，
遅延しながらも 1910 年（明治 43 年）10月に全ての工事が完了した．図４－３－６に示し
たこの新たな製錬所の建設により，これまで品位が低く，生産上非効率な鉱石も大量に製
錬することが可能となった．さらに新製錬所建設後も，熔鉱炉の改修やコンバーターの増
設および送風機や空気圧搾機の増設による製錬処理量の増強，足尾鉄道本山駅の敷地内建
設や（鉱庫から熔鉱炉の装入庫までの）鉱石運搬用および鍰廃棄用（松木堆積場への鍰の
運搬）の鉄索の架設などによる輸送力の増強がなされ，産銅量は増加していった．新製錬
所建設前と比べると，よりいっそうの亜硫酸ガスが放出される可能性が高まったといえる． 
 全国的にも鉱山（小坂，別子，日立，千原）の煙害が激しくなり，政府はついに鉱毒調
査会（第三次，明治 42 年）を設置し，各鉱山の調査に乗り出した．鉱毒調査会では足尾銅
山についても調査が行われ，このような情勢の中，当然ながら足尾銅山にも鉱煙毒の除害
が命令された．命令は 1912 年（明治 45年）6月 15日，口頭により行われ，その内容は主
として煙灰の除去と稀釈であった [22]．その後すぐに，古河はこれまで使用していた脱硫
塔の石灰乳の量を増量するとともに，この命令に基づき，煙灰（煙塵）除去法と稀釈法（4
本煙突の建設と，煙の拡散を妨げる原因となる煙灰（煙塵）を取り除くための「煙灰留装
置」の導入）の検討が進められた．また，その他にも図４－３－７に示した「サンドフィ
ルター」の試験（熔鉱炉からの鉱煙を，砂をフィルターとする装置に通すことで除塵を行
おうとする装置．熔鉱炉から脱硫塔に至る間に設置が検討されたが最終的には廃案とな
る．）の検討を開始した[23]．なお，これらの施設の導入にあたっては，足尾銅山は別子銅
山や小坂銅山と比べ，原鉱の種類の違いや製錬に関わる諸装置の違いがあり，そのため，
足尾銅山には足尾銅山にあった方法があるとの考えを農商務省鉱山東京鉱山監督署に対し
て示した上で許可を受けて行われている[24]．その後，さらに検討が重ねられ，1915 年（大
正 4年）8月 26 日に，各炉からの鉱煙を煙道に送るための煽風機，サイクローン煙塵集収
機（煙灰留装置），各種煙道（共通，傾斜，分岐），聚合室，煙塵室，煙突（煙突）が竣工
され，そして，翌日（27日）にそれまで煙毒除害の象徴であった脱硫塔は廃止された．し
かし，これらの鉱煙処理施設の導入では煙害を終息させるに至らず，むしろ鉱煙を拡散さ
せ煙害の範囲を広げてしまう結果となった．東京鉱山監督署は 1916 年（大正 5 年）1 月，
古河に対して更なる煙害軽減の方法を検討するように指示した．これを受けて古河は，さ
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らに収塵機能を高めて煙害を軽減しようと，アメリカで使用されている「コットレル式収
塵機」導入の検討を行った[25]．また，高原木，松木，半月山，社山の 4か所に新たに気流
観測所を設置するとともに，植物生育期間中における製錬処理量 1割減の対策を行った．
いっぽうでは，良い結果を招かなかった稀釈法をコットレル式電気収塵機と併用すること
を避けるため，農商務大臣に対してこれらの方法を変更すべく停止願いを提出し，これを
停止させた．なお，これについては社内で「廃止」願いを却下し，「停止」願いとして修正
させ，再提出させており[26]，自社の判断での施設廃止を避け，政府の意向を伺いながら煙
害除去を進めていたことが分かる（大正 6年 7月 27日停止許可）． 
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図４－３－６ 明治 41年の申請書の新製錬所図面[21] 
図４－３－７ サンドフィルター試験で使用された装置の図面 
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4)コットレル式収塵機導入後から戦時下まで 
 1918 年（大正 7年）4月には京子内工場，1919年（大正 8年）1月には反射炉工場へと，
それぞれコットレル式電気収塵機が竣工（煙突など稀釈法の時の施設の一部を利用してい
る）され，収塵率を高めるための各種実験や不良調整がその後も繰り返されていった．こ
の電気収塵機により，各種の成分（砒素，蒼鉛，鉛，錫，亜鉛，鉄，硫黄，アンチモンな
ど）が回収できるようになり，これまで煙灰の中に含まれて処理されずにいた有毒物質の
放出が抑えられるようになった．また同時に，これらが副産物（資源）として活用される
可能性が高まった．そして古河は，回収した煙灰を原料とする，蒼鉛工場，錫（鉛との合
金）工場，亜鉛工場および亜鉛製造の際に出るカドミウムの工場を建設し，副産物製造に
乗り出した．その後，1940 年（昭和 15 年）にニッケル工場を建設し，さらに，日本が太
平洋戦争へと突入すると，飛行機用の発火栓および排気辨の部品に使用するためのニッケ
ルの生産を軍から要請され，1941 年（昭和 16年）に新たにニッケル工場を建設した[27]．
また，銅製錬の施設では，銅の品質向上を目的として，1933 年（昭和 8年）からそれまで
使用していた酸性転炉（コンバーター）を塩基性転炉（炉の内部のライニングに工夫が加
えられた炉，方はバレル型であった）に切替えていった． 
 なお，鉱煙処理対策については，コットレル式電気収塵機では，明治後期の頃と比べて
大差のない濃度で亜硫酸ガスが放出されるため， 煙害は収まらず，1925年（大正 14年）
には内務大臣宛に群馬県の住民から「足尾銅山煙毒除害請願書」が出され，1934 年（昭和
9 年）には，日光国立公園の指定を前に指定範囲の山林に煙害がおよぶ可能性があるとの
懸念が新聞で報道されるなど，社会問題としての煙害はよりいっそう深刻になっていった．
このような様相を呈する中，古河は新たな製錬方法に転換するための検討や亜硫酸ガスか
ら硫酸として回収するための試験を試みている．1926 年（大正 14 年）には，これまでの
乾式製錬から湿式製錬法である電気製錬（電気精錬のように粗銅からではなく，鉱石を焙
焼し酸化銅もしくは硫化銅とし，水または稀硫酸銅に浸して硫酸銅溶液を作り電気分解に
て銅を回収する方法．鉱石に含有される硫黄は乾式製錬のように亜硫酸ガスとして大気に
排出されるのではなく，その大部分が硫酸銅溶液として回収される利点がある．図４－３
－７に示したように通洞選鉱所の隅で試験が行われた．当時，下野新聞でもこれで煙害が
止まるのではないかと図４－３－８に示したように，期待に満ちた報道がされている[29]）
への転換を図ろうとする試験，1933 年（昭和 8年）からは亜硫酸ガスから硫酸を製造する
ことで回収をしようとする試みが開始され，1940 年（昭和 15 年）には，硫酸工場が建設
された．なお，硫酸製造により亜硫酸ガスを回収することについては 2つの問題があり，
製造される硫酸に砒素が混じらないように除塵の段階でその問題がクリアされていること
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（有害物質である砒素が含まれている硫酸は，製品として使用できないため，結局のとこ
ろ廃棄しなくてはならない有害物質を産出していることになるため），さらに，触媒を使用
した硫酸製造法（乾式法の一つである接触法）により亜硫酸ガスを処理するために，触媒
と亜硫酸ガスが反応するにために必要な高濃度（硫酸工場に送風される前で 6.8％程度の
濃度が求められる．後に登場する自熔炉では 12％から 15％の濃度の亜硫酸ガスの回収が可
能となる）ガスが回収できることが必要であり，昭和 10年ごろには前者（砒素）の問題を
解決する見通しが立てられていた[30]．しかし湿式製錬は実用化に至らず，また硫酸製造試
験は太平洋戦争のために 1941年（昭和 16年）に中断された（図４－３－９に示したよう
に，図の中央辺りに硫酸工場が見られる．また，軍需品としてのニッケルを製造するため
の工場が図中右側に見られる．この時代には軍への供給が優先されたことがわかる）．  
 
 
 
 
納鉱場 
大割工場 
選鉱工場
 
選鉱変電所 
湿式製錬法試験
工場
 
図４－３－７ 大正 14年に通洞選鉱所で実施された湿式製錬法の試験工場位置図[28] 
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図４－３－８ 湿式製錬法についての新聞記事とその内容 
足尾銅山の煙害防止策として足尾鑛業所參與下野十郎上野直两氏の考案に成る濕式電氣精煉
（ママ）
工場開始に就いては卽記の如くであるが該精鍊法は現在の乾式製鍊
（ママ）
法に比較して製產費は殆
ど同額にして品質は極めて優秀なるもので加ふるに煙害を未然に防止するを得べく政府當局も
其實現を獎勵しつつあれば多分來春三四月試驗工場開始の上は多少の補助金を交付する意嚮ら
しく試驗期間は約一二箇年にして 愈
いよいよ
有望となれば試驗工場を漸次擴張して大規模の工場た
らしむるに至るべく此計畫が實現の上は本山精煉
（ママ）
工場は自然的に縮小閉鎖されて目下建築中
の同試驗工場付近に移轉さるゝ事となるべしと云ふ考案者たる上の技師は「此の濕式電氣精煉
（ママ）
法は目下歐米各國の鑛山中にも幾分實施されてゐるものであるが日本では初めての考案である
生產費に於ても現在の乾式精煉
（ママ）
法に比較し殆ど同額で品質は日光の電氣精銅所の製品と略同
一のものである來春から先ず試驗工場に約二三十名の職工を當らしめ一、二年の間實驗を行っ
て好成績を示し確實となつた暁には同法を實施する事となるのであるが本工場を建築するとな
れば少なくとも數百万圓と云う莫大な經費を要するのであるから成績がよいとて直に本工場を
建築する譯にも行くまい漸次試驗工場を擴張して現在の本山精煉
（ママ）
工場の腐朽と相待つて漸次
に其方へ移轉せしむることゝなる兎に角政府でも此の電氣精煉
（ママ）
法には非常に力を入れられて
幾分の補助を支給するさうである煙害もさうなれば殆ど皆無に近くなる筈である」と語つた 
「煙害防止に濕式精鍊 愈明春から試驗を開始」，『下野新聞』，大正 14 年 11 月 24 日 
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図４－３－９ 昭和 17年頃の製錬所の施設配置[31] 
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5)戦後から自熔製錬法導入までの変遷 
 戦時中の無理な増産により熔鉱炉，大煙室，煙道，ほか多くの施設が傷んでおり，終戦
直後は施設の改修を行いながらの操業が続けられた．そして 1949年（昭和 24年）になる
と再び硫酸製造を行うべく具体的な検討が行われた．しかし，その時点での製錬施設は亜
硫酸ガスの 50％を放出せざるを得ない状況であったため，煙害の絶滅は見込めず，根本的
な製錬法の改革が必要となった．新たな製錬所に求められた要件は，粉鉱の処理を簡単に
できること，排煙の全部を硫酸製造に利用できること，安全・確実・清潔で低コストの操
業ができること，現作業との転換が容易で短期間に切替えができることの 4つであった．
古河は同年中に検討を行い，硫酸製造については，硝酸法（輸送により定期的に製造過程
で使用される硝酸を得る必要があり，操業に円滑さを欠くおそれのある）と，接触法（建
設費は高いが生産費が抑えられる）を比較し，後者を採用することに決定した．そして製
錬法については翌年（昭和 25年）から電熱製錬（電気炉）の試験，さらにその翌年（昭和
26 年）にはアメリカのドルコ・フルオソリッド・ロースター（電気炉）の検討に入った．
電気炉は多くの電力を消費するため，渇水期における自山の水力発電の供給量不足が懸念
されたが，社宅や事務所などの他の施設の電気設備を廃止することで賄おうとしていた．
そして，同年中（昭和 26 年）に電熱製錬の見通しを立てて， DEMAG 社の電気炉について
太平洋行（ドイツのシーメンス社の東京事務所であり後に太平洋行となる）へ問い合わせ
を行った．その際に，フィンランドのオートクンプでは既に電気炉を使わず新方法（フラ
ッシュ・スメルティング=自熔製錬）によって製錬が行われており，カナダでも良好の成績
を収めおり，欧州の冶金界でも注目を浴びていることを知り得た[32]．そして 1952 年（昭
和 27年），当時の足尾製錬所の技師（岡添）がフィンランドに赴きオートクンプ社の自熔
製錬の操業方法を視察した[33]．翌年の（昭和 28年）の 6月 18日，古河は経済審議庁に命
じられ出頭した．その席で，経済審議庁，通産省鉱山保安局と林野庁は，古河に対し，国
土総合開発法による利根特定地域総合開発計画のため（利根川に支障を来す渡良瀬川の洪
水を防止するため），煙害防止を強く求めた．古河は，現在熔鉱炉の修理，電気炉，自熔製
錬などの種々の手段を検討しており（電気炉導入は熔鉱炉修理の 2倍，自熔炉導入は 3倍
の費用がかかるが），完璧なものを作りたいと返答した[34]．国家が戦後の国の立て直しの
ため鉱害防止を強く求めたことと，古河が本山製錬所の立て直しと煙害の完全防止の観点
から経済的で無公害型の新たな設備を求めたことが重なり，自熔製錬法と接触硫酸製造に
よる新たな本山製錬所の検討が進められた[35]．そして 1954 年（昭和 29 年），オートクン
プ社と古河との間で契約が交わされ[36]，自熔製錬法の導入が決定した．1956 年（昭和 31
年）4 月 20 日，これまで培われてきた，煙塵除去の技術（コットレル電気収塵機），硫酸
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製造の技術（アメリカのモンサント社），硫酸製造に適した高濃度の亜硫酸ガスを回収でき
る自熔製錬法（オートクンプ社）の技術により，図４－３－10に示した，全排ガスが回収
から煙塵と亜硫酸ガスが回収される無公害型の製錬所が竣工し，稼働されることとなった． 
 
  
  
図４－３－10 昭和 31年自熔炉導入時の製錬所[37] 
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（2）まとめ 
 各時代の製錬所と鉱煙処理の変遷から以下のことが読み取れた． 
・煙害は，原料となる鉱石の大量産出，その処理を可能とする製錬技術の導入，またそれ
に伴う多量の亜硫酸ガスの排出がきっかけとなり始まった． 
・予防工事実施前（明治 30 年以前）は，西洋からの製錬技術，動力技術，土木技術が製錬
処理量の増強およびコストの低減，品質の向上を目的に積極的に導入された．また，鉱煙
処理は全く行われていなかった． 
・製錬所に導入された脱硫塔などの鉱煙処理施設は，試験などの検討が十分に行われずに
建設された．いっぽうで，政府の指示に則して，予防工事（明治 30年）を完了させ，鉱害
が影をひそめると，新たな技術の導入を進め，製錬所を舞台に多くの試験を実施した．そ
して，古河は製錬所を舞台に，西洋技術を現場に適応させていく技術力を向上させた． 
・政府の命令により行われた稀釈法が失敗すると，古河はその代わりになるコットレル電
気収塵機の導入を検討した．未だ鉱煙の処理については政府の意向に則し行いつつも，鉱
煙処理と生産拡大の両立のため，様々な検討を行う必要性を認識し始めていた．  
・コットレル電気収塵機が導入されると，生産と除塵により，一部，生産活動と環境対策
の両立がなされた．しかし，煙害はさらに拡大し，煙害防止の社会的要求は高まっていっ
た．さらに，軍から増産を迫られるなど，煙害防止と生産増強の両面で社会的な要求を受
けていた．古河は，生産性が高く煙害防止にもつながる製錬施設の導入試験を数多く実施
した． 
・戦後，国の復興のため，再び，古河は生産をしつつも完全な鉱煙処理を行う必要性に迫
られた．煙害防止と生産性が結びついた製錬施設の実現を強く望んでいた古河は，これま
で数々の施設導入のために行ってきた導入試験の試行錯誤により培われていた自社の技術
力を結集し，西洋の技術を応用させ，無公害型の製錬所を作り上げた．  
 
注および文献 
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[3]五日會，「古河市兵衞翁傅」，五日會，1926 と栃木県史編さん委員会，「栃木県史 史料
編・近現代九」，栃木県，1980，庶務係，「製煉ニ関スル綴」，1917-1927，古河機械金属
所蔵で確認できる． 
[4]前掲[2]と同様． 
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第 4節．煙害対策の変遷 
この節では，鉱毒調査会（第三回，明治 30年）により，その必要性が強く示された山林
の復旧事業の変遷を取り纏めた．国有林（官林）を管理する立場の農商務省，民有林を管
理する立場の栃木県および群馬県，山林を荒廃させた古河，荒廃した山林からの土砂流入
による洪水を止める目的で介入した内務省，それぞれの対応を整理することで，山林復旧
の歴史的な変遷と特徴を明らかにすることを目的としている． 
 
（1）国有林復旧の対策 
1）明治 30年から大正末までの対策 
1897年（明治 30 年）3月 24日，内閣は法制局長官の神鞭知常を委員長とし，その他内
務省土木技監，農商務省鉱山局長や同山林局長，同省技師，東京帝国大学の工・農・医・
理学者により「足尾銅山鉱毒調査委員」を組織した（鉱毒調査会（第一次，明治 30年））．
この組織による調査報告の中で，足尾の山林の乱伐があらためて指摘されるとともに，亜
硫酸ガスにより草木の育成が害されていること，またそれに起因し洪水時において流下を
速めていること，荒廃した山から流れ出る土砂が川底に停滞し氾濫の要因を成しているこ
とが示された[1]．これにより，山林と鉱山を監督する立場である農商務省は 1897 年（明治
30年）5月 27 日付で栃木県と群馬県に対しては農商務省大臣大隈重信名で，主に，民有林
野について造林を行うこと，保安林に編入すること，野火の予防に努めることを命じた[2]．
また，古河（足尾銅山）に対しては鉱業人古河市兵衛宛てに東京鉱山監督署名で三十七項
にも及ぶ予防命令（第三回，明治 30 年）を発し，その第三十項で本山及び小滝に於ける製
錬所に煙突，煙室，煙道を設けるとともに硫酸製造やその他の方法により亜硫酸ガスを除
去するように命令した[3]．さらに自らの組織である東京大林区署へも農商務省大臣大隈重
信名で足尾の官林に対して造林，防火，植樹を行うように命令を行った[4]． 
このような経緯により，以降，東京大林区署により足尾国有林復旧事業が行われること
となった．これが本格的な復旧事業のはじまりである．1897年度（明治 30年度）から 1900
年度（明治 33 年度）にかけ，荒廃の激しい所からスギ・ヒノキ・サハラ・カラマツ・ナラ・
ハンノキなどの植樹 2,399 町歩（約 2,379ha）と防火線 85,461間（約 155.39km）を築設，
さらに十数か所に砂防工事[5]を実施した（以降，国有林復旧事業（第一次）と記す）．しか
し，その後も鉱害が収まることがなく，洪水・鉱毒の被害民による東京への押し出しなど
で重大な社会問題としての様相をさらに増すこととなった．これを受けて，再度，内閣直
属の鉱毒調査会（第二次，明治 35年）が一木喜徳郎を委員長として，1902年（明治 35年）
3月 17日に設置され，林学博士の本多静六と営林技師の村田重治により足尾の山林の調査
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がなされた（同年 3 月，7 月，10 月，11 月の 4 回）．その報告書の中では，主に国有林に
関して 1897 年度（明治 30 年度）から実施してきた復旧事業（造林，防火線，国有林の砂
防工事，古河にやらせた一部の砂防工事，保安林編入）の状況と今後の改善点[6]が報告さ
れた．この結果を踏まえ，1906年度（明治 39年度）から 1913年度（大正 2年度）まで国
有林復旧事業が行われた（当初は明治 36年に計画し 37年度から実施予定であったが予算
不成立により実施に至らなかった．以降，国有林復旧事業（第二次）と記す）．図４－４－
１は国有林復旧事業（第二次）の内の 6ヶ年分の施業箇所と砂防箇所である．本多らの報
告では以前に行われた砂防工事は本山や小滝の製錬所周辺であり，復旧のためにはさらに
崩壊の危険性のある箇所にも行うべきであると指摘されており，そのことが反映され新設
予定の砂防工事が多くなっているものと思われる．また，松木地区内については久蔵の一
部分以外は復旧の見込みがないために補植の必要性がないものとされていたことが窺える． 
 その後も，国有林内の砂防工事については 1916年度（大正 5年度）から事業が再開され，
1921年度（大正 10年度）まで行われた[8]． 
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図４－４－１ 国有林復旧事業（第二次）施業箇所[7] 
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2）昭和初期から昭和 31年までの対策 
 国有林の治山事業については，1921 年（大正 10 年）以降も特別経営費支弁により荒廃
した山林の復旧作業が継続された．その後，足尾の国有林の管理は前橋営林局などへ引き
継がれ，1947 年（昭和 22年）から再び国有林の復旧事業が行われた[9]．この頃になると，
主として煙害の少ない下流域の荒廃地から復旧を始める方針がとられた．1951 年（昭和 26
年）になると前橋営林局の職員により植生盤などが開発され，復旧の効率性が上がった．
しかし，植生盤を大量に活用しても亜硫酸ガスが完全になくならない限り緑化は成功しな
いであろうとの見通しが持たれていた． 
 
3）昭和 31年から現在に至るまでの対策 
 林野庁は，国有林治山事業 30 ヶ年計画を立て，1958年度（昭和 33年度）を初年度とし
復旧事業を開始した．なお，その後も何度か計画の見直しがされながらも事業は行われ，
治山事業 5 箇年計画に基づく事業が 2003 年（平成 15 年）まで，2004 年（平成 16 年）か
らは森林法に基づく森林整備保全事業計画による事業を行っている（1956年（昭和 31年）
に林野庁傘下の旧森林開発公団による水源林造成事業により荒廃地の一部で植樹が行われ
ている）．先に述べた植生盤，1961 年（昭和 36 年）からはヒドゲン盤，1964 年（昭和 39
年）からは植生袋，昭和 41 年からヘリコプターによる航空実播工の実施（試験導入は前年
から），その後，足尾独自のアスファルト乳剤使用の緑化方法などが採用され，施工効率が
格段に上昇した．亜硫酸ガスの停止と施工効率が上がったことにより，表４－４－１に示
すように，事業も継続的に行われ，図３－１－３に示すように，2004 年（平成 16 年）ま
でには 1956 年（昭和 31年）の荒廃地に対しほぼ半分が復旧した．なお，施業場所につい
てはこれまでと同様に施工しやすい箇所から行う方針が採られ，松木地区については久蔵
沢筋が中心に行われてきた．図４－４－２で示すように，1997年（平成 9年）の時点の様
子では，久蔵川筋が大変復旧されていることが分かる． 
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図４－４－２ 林野庁による復旧箇所（平成 9年度まで）[11] 
表４－４－１ 国有林における復旧事業（面積及び経費）[10] 
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（2）民有林復旧の対策 
1）明治 30年から大正末までの対策 
 民有林については，1897 年（明治 30 年）に農商務省から栃木県と群馬県に対して，造
林を行うこと，保安林に編入すること，野火の予防に努めること，の三つが命じられ，以
降，県が民有林の範疇を管轄する流れが始まった[12]．1911年（明治 44年）になると農商
務省により「荒廃地復旧費補助規則」が出され，栃木県はその年から 1914年度から（大正
3 年（大正 2 年度））までの 4 年間，森林法第 27 条により，主務大臣（農商務大臣）が指
定した復旧方法で，国からの補助金を受けながら，民有林の荒廃地 1.9町歩（約 1.88ha）
に対して崩落する地盤の保護と植林，保安林への編入作業などを行った．この頃における
山林復旧においては崩壊する地表の復旧に力が入れられていること，また，施業の方針に
関しては農商務省が中心となって決めていたことがわかる．しかし，これらの工事は表層
の浸食の速さや煙害の影響などにより結果として功を奏さず，山林荒廃と洪水氾濫は増大
して行った． 
 
2）昭和初期から昭和 31年までの対策 
民有林は 1897年（明治 30 年）から 1949年（昭和 24年）まで栃木県の管理であった．
1945 年（昭和 20 年）には赤倉に事務所が置かれ，職員 1 名が常駐し，1949 年（昭和 24
年）まで，主に間藤地区の治山工事が実施された．翌年（昭和 25年）から 1949 年（昭和
29年）の間は直轄事業として国（前橋営林局）により復旧工事（50.6ha）[13]が行われた． 
 
3）昭和 31年から現在に至るまでの対策 
 民有林は 1957年（昭和 32年）に前橋営林局から栃木県へ管理が引き継がれ，国有林と
同様に施工しやすい箇所や民家が集中している箇所から着手された．復旧の方法としては
1957 年（昭和 32 年）から植生盤を中心にヒドゲン盤なども使用され，1970 年（昭和 45
年）から植生袋，表４－４－２にも示すように，1979 年（昭和 54 年）からはヘリコプタ
ーによる航空実播工が行われた．さらに 1980年（昭和 55年）年からは客土吹付実播工が
採用された．図４－４－３によると，1957 年（昭和 32 年）から 1974 年（昭和 49 年）の
間は赤倉および本山製錬所近辺を中心に復旧が行われ，1975 年（昭和 50年）から 1988年
（昭和 63年）の間は前者を取巻くように復旧が行われていたことがわかる．また，このこ
ろにようやく松木地区への復旧が開始され始めたこともわかる． 
 その後，1989年（平成元年）から 2007年（平成 19年）に至る間では，松木地区におい
て積極的に復旧が行われており，当該地区は大変復旧の難しい地区であったこといえる． 
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表４－４－２ 民有林における復旧事業（面積及び経費）[14] 
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図４－４－３ 栃木県による復旧箇所（平成 19年度まで）[15] 
4－69 
 
（3）治水砂防行政による対策 
 1925 年（大正 14 年）に内務大臣宛に群馬県の住民によって出された「足尾銅山煙毒除
害請願書」がきっかけとなり，足尾における治水砂防行政の参入は始まった．さらに 1926
年（大正 15年）には，これまで国有林で治山事業が行われてきたが土砂扞止の効果が見ら
れないとし，砂防法により国営として，農林省において行う砂防工事と統一して実施する
必要があると旨の請願が，内務省の土木局長宛に群馬県の知事から出された．この頃，山
腹および河川の荒廃は甚だしさを増し，出水の度に多量の土砂が流れ出る災害が続く状況
であった．内務省は，このような状況を放置することは，これまで渡良瀬川の下流域で行
っていた工事にかかった年月と費用を無にすることになること，また，利根川本川に重大
なる悪影響を及ぼしかねないこと，などから，1927 年（昭和 2年）から多量の流下土砂を
扞止する目的で「渡良瀬川流域砂防工事計画」を作り始めた．この計画は，当時の金額で
総工費 800万円をかけ，図４－４－４に示すように，松木川，仁田元川，久蔵川の三川を
中心に，堰堤 90余箇所などを建造し，その三川の合流部の直下には図４－４－５に示した
た，高さ 38m，長さ 180m，築立立積 90,000 ㎥の大堰堤（予定名称は「足尾堰堤」，予定工
費は 270万円）を建造し，流出する土砂を止めようとするものであった．しかし，工事費
が莫大であったことなどからこの計画による工事は躊躇され，事業規模の見直しが行われ，
計画は 1936 年（昭和 11年）の段階で，図４－４－６に示した規模に縮小され，総工費も
50万円まで縮小された[19]．そして，1937 年（昭和 12年）になると内務省東京土木出張所
足尾砂防工場（その後日光砂防工事事務所足尾出張所となる）が足尾に開設され，砂防工
事が新梨子や向原でなされた．さらに，この年から 1941 年度（昭和 16年度）の 5ヶ年の
継続事業として渡良瀬川本支川に堰堤 11 箇所，山腹工 1 箇所および山腹石積延長 1,600m
を建設することになり，直接多量の土砂の流化を扞止するための大規模な砂防工事が松木
地区で行われた．しかし，その後においても，相次ぐ水害（1944 年（昭和 19 年）の渡良
瀬川の氾濫，1947 年（昭和 22年）のカスリン台風，1948年（昭和 23年）のアイオン台風，
1949 年（昭和 24 年）のキティ台風）により大きな被害が発生した．このことから治水事
業の重要性が益々認識され，松木地区から流出する膨大な土砂を止めるために建設省によ
る砂防事業を積極的に進めることが望まれた．1950 年（昭和 25 年）に建設省渡良瀬砂防
工事事務所が大間々町に開設され，足尾地区の治山，治水（砂防）の基本対策樹立のため
の基礎調査と砂防工事が着手された．同時に日光砂防工事事務所の所管であった足尾出張
所が合併され，渡良瀬川砂防工事事務所足尾出張所が発足された．そしてアメリカからの
対日援助見返資金が予算の足がかりとなり，松木地区の最南端である松木川，仁田元川，
久蔵川の三川の合流地点に足尾砂防堰堤が 1955 年（昭和 30年）に竣工された．なお，足
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尾砂防堰堤はその後，第二次，第三次工事を経て堤体の嵩上げなどがなされており，現在
の貯砂量は 5,000,000 ㎥である（第一次の工事では貯砂量は 4,600,000 ㎥であった）．図４
－４－７と図４－４－８は第一次工事のものである．これ以降，明治期より頭を悩ませて
いた洪水の原因となり得る土砂流の流出は内務省の流れを汲む砂防事業により大幅に減ら
されることとなった[22]．そして，昭和の 30年代から 50年代にかけて多くの堰堤が盛んに
建造され，平成の時代に入った今日も砂防工事は進められている．図４－４－９は松木地
区における砂防施設であり，表４－４－３と表４－４－４はその先駆的なものの代表例で
ある． 
図４－４－４ 渡良瀬川流域砂防工事平面図（昭和２年）[16] 
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図４－４－６ 渡良瀬川流域砂防工事平面図（昭和 11年）[18] 
図４－４－５ 足尾堰堤箇所横断面図（昭和２年）[17] 
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図４－４－７ 足尾砂防堰堤平面図（昭和 30年，第一次工事竣工）[20] 
図４－４－８ 足尾砂防堰堤断面図（昭和 30年，第一次工事竣工）[21] 
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表４－４－３ 松木地区の代表的な砂防施設等[24]  
No. 遺構の名称と概要 遺構の写真 
4 名称：井戸沢口砂防堰堤 
竣工年月：昭和 15 年 5 月 
形状寸法 
高さ（m）：本 8，副 4.5 
長さ（m）：本 27，副 22 
立積（m3）：本 1,397 
貯砂量（m3）：13,080 
 
 
5 名称： 横場山腹 
竣工年月：昭和 22 年 10 月 
形状寸法 
高さ（m）：－ 
長さ（m）：－ 
面積（m2）：545.50 
貯砂量（m3）：－ 
 
 
6 名称： 仁田元砂防堰堤 
竣工年月：昭和 25 年 3 月 
形状寸法 
高さ（m）：本 26，副 5 
長さ（m）：本 114，副 51.5 
立積（m3）：12,162 
貯砂量（m3）：268,060 
 
 
7 名称： 足尾砂防堰堤 
竣工年月：昭和 30 年 1 月 
形状寸法 
高さ（m）：本 39，副 8 
長さ（m）：本 204.4，副 70 
立積（m3）：本 101,700 
貯砂量（m3）：本 5,000,000 
 
 
代表的な砂防施設 写真 
※各施設の位置は前掲の図４－４－９の図中の番号と表中の NO．を参照のこと 
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※各施設の位置は前掲の図４－４－９の図中の番号と表中の NO．を参照のこと 
 
No. 遺構の名称と概要 遺構の写真 
8 名称： 久蔵川一号砂防堰堤 
竣工年月：昭和 33 年 6 月 
形状寸法 
高さ（m）：本 20，副 5 
長さ（m）：本 42，副 23 
立積（m3）：本 4,176 
貯砂量（m3）：本 150,000 
 
9 名称： 下桐久保砂防堰堤 
竣工年月：昭和 34 年 3 月 
形状寸法 
高さ（m）：本 12 
長さ（m）：本 54 
立積（m3）：本 1,579 
貯砂量（m3）：本 5,290 
 
10 名称： 井戸沢砂防堰堤 
竣工年月：昭和 34 年 9 月 
形状寸法 
高さ（m）：本 10  
長さ（m）：本 47 
立積（m3）：本 1,211 
貯砂量（m3）：本 30,000 
 
11 名称： 井戸沢下流砂防堰堤 
竣工年月：昭和 35 年 1 月 
形状寸法 
高さ（m）：本 10.5 
長さ（m）：本 37 
立積（m3）：本 905 
貯砂量（m3）：本 6,000 
 
代表的な砂防施設 写真 
表４－４－４ 松木地区の代表的な砂防施設等[25] 
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（4）古河による対策 
1）明治 30年から大正末までの対策 
 図４－４－10 は 1897年（明治 30年）から 1901 年（明治 34年）にかけて古河が取り組
んだ土砂扞止と植林を示すものである．石垣や堰堤などの土砂扞止工事は，松木川筋，出
川筋，深沢筋，渋川筋，銀山川筋など古河の施設が張り付いている沢筋で多く行われたこ
とがわかる．植林に関しては製錬所を中心とした半径 1～2kmの範疇で重点的に行われてい
ることがわかる．また，松木地区における植林が行われていなように読み取れる．この時
代の農商務省の施業は，荒廃の激しい箇所から進めていく方針で行われていたことを考慮
すると，1897 年（明治 30 年）頃における荒廃は本山の製錬所付近が最も酷かったと言え
る． 
その他の対応としては賠償金による被害補償が見て取れる．1897 年（明治 30 年）以前
においても下流域への鉱毒水による洪水や周辺の農作物への被害などがあり，それを賠償
金で解決するといったことが行われていたが，この賠償金支払いによる対応は鉱毒調査会
（第二次，明治 35 年）でも今後行っていくべき対応の一つとして示された．古河の記録に
よると 1897 年（明治 30年）以降では遅くとも 1905 年（明治 38年）から継続して賠償金
が支払われていたとされる（明治 37年以前の支払記録は喪失によりデータとしては残って
いない）．また，山林荒廃に対する対応としては，土砂扞止，植林，賠償金といったことで
されていた．図４－４－11 からは，賠償金の支払いは継続的に行われており，土砂扞止や
植樹といった荒廃に対する対応は 1905年（明治 38年）から 1919年（大正 8年）に盛んに
行われていたことがわかる．この時期は国や県による復旧事業と重なることから，国や県
のみならず古河によっても復旧のために力を注いだ期間であったということがいえる．な
お，1914 年（大正 3 年）から 1919 年（大正 8 年）の間に鉱煙施設費としての山が二つ存
在するが，これらは先に述べた稀釈法と電気收塵法によるものであると思われる．しかし，
これら古河による山林復旧は国や県による対策度同様に功を奏さず，そして煙害対策にお
いても失敗の繰り返しにより昭和 30 年近くまで続けられることとなった．図４－４－12
に示すように，松木地区の状況を植林が行われた経過で見ると，1916年と 1917年（大正 5
年と 6年）に行われているが，それ以降行われておらず，この地区の山林復旧は大変困難
であり，激しい荒廃のために手の施しようがない状況になっていたといえる． 
 
2）昭和初めから昭和 31年までの対策 
 昭和の初めからの対策もこれまでと同様，植樹や石垣等による土砂扞止などが継続して
行われていた[29]．亜硫酸ガス処理については，1952年（昭和 27年）11月の建設省渡良瀬
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砂防工事事務所記録謄写（足尾堰堤工事記録）によると「煙害がある限り裸地状態は存続
し到底林相の回復を望むことができない」と記されていること，さらに，同年秋に行われ
た林野庁治山課，前橋営林局，栃木県治山課の話し合いの場において「煙害が無くならな
い限り，植生盤を大量に活用しても緑化は成功しない」との結論が出されていることから，
この頃の古河には亜硫酸ガスを止めることが何より求められていたことがわかる[30]．しか
し，新たな技術導入などは行われず鉱煙処理は行き詰っていた．土砂扞止のための事業に
ついては，これまでと同様に継続され，石垣や堰堤などの設置，植樹などが本山，小滝，
通洞などの地区で行われた．なお，経費を図４－４－11 で見てみると，1937 年（昭和 12
年）から 1940年（昭和 15 年）にかけて増加していることが窺えるものの，1952 年（昭和
27年）に向かって減少していることから，この時代の復旧事業は鉱水処理への対策費用が
嵩んだせいか低迷気味であったといえる． 
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図４－４－10 古河による土砂扞止と植林箇所[26] 
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図４－４－11 古河による煙害対策費用の推移[27] 
図４－４－12 古河による植林の地区別変遷[28] 
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3）昭和 31年から現在に至るまでの対策 
 1956 年（昭和 31年），古河によりフィンランドのオートクンプ社が有する自溶製錬法が
実用化され，全ての関係主体の念願の一つであった亜硫酸ガスの排出停止が実現化された．
これを契機に前橋営林局，栃木県，建設省の三者協議が開かれ[31]，前橋営林局は国有林に
おける植林とそのために必要な治山工事を，栃木県は製錬所周辺などの民有林における治
山工事を，建設省は砂防ダム建設と山腹の工事および河川の護岸工事を，それぞれの協力
関係を保ちなら取組んでいくことが確認された．さらに，それまで古河によって行われて
いた砂防工事は砂防法により国が行うこととなり建設省が担うこととなった． 
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（5）NPOおよび一般市民による復旧対策 
1980 年（昭和 55 年）に足尾の環境問題，鉱害問題，労働問題，文化などの講演を行う
「市民塾<足尾>」が下野新聞社により開催され，足尾に関心を持つ多くの人々がその場に
集った．1993年（平成 5年）にこの出会いをきっかけとして「わたらせ川協会」が発足さ
れ，同年の 6月に開かれた第三回総会後に，足尾砂防堰堤付近に花見を目的に 10本の桜の
苗木が植えられた．しかし，秋までにこれらの苗木は全て枯れ，苗木の選定，植樹方法，
管理方法などの問題に直面した．これらの問題を宇都宮大学農学部の教授へ相談したとこ
ろ，足尾の荒廃した山林の問題を示唆され，1996年（平成 8年）の 5月に渡良瀬川上流と
下流の市民グループ 5団体（渡良瀬川研究会，渡良瀬川にサケを放す会，田中正造大学，
あしおネーチャーライフ，わたせ川協会）が事務局（以降，「足尾に緑を植える会」が組織
される）となり，建設省渡良瀬川工事事務所（現国土交通省渡良瀬川河川事務所）管理地
の「緑の大畑沢ゾーン」において植樹がなされた（この年以降，毎年春に行われる植樹活
動は「植樹デー」と呼ばれる）．当初は土，苗木，道具，運営のための経費は参加者の負担
で行われていたが，平成 14 年に NPOの認可を受けてからは会の趣旨に賛同する人々からの
会費収入，各団体からの助成金の交付，個人からの寄付金，国土交通省（渡良瀬川河川事
務所主催の植樹事業「体験植樹」）および日光市（足尾環境学習センター管理業務）の委託
金収入，参考図書類の売上などから，それらの資金は賄われるようになった[32]．足尾の山
林荒廃の問題の解決を目的とした民間ボランティア団体による植樹への積極的な参加はこ
のようにして徐々に始まっていった．以降，足尾に緑を植える会を中心に継続的に植樹活
動が実施され，同年に CCC（自然・文化創造会議/工場），2002 年（平成 14年）に栃木県造
園建設業協会と連合栃木，2005 年（平成 17 年）からは森びとプロジェクトなどの NPO が
参入，現在ではこれら NPO を窓口として全国から多くの参加者が集まり，松木地区および
その周辺の国有林（林野庁）の山腹工，砂防指定地（国土交通省）の山腹工，民有林（栃
木県）の山腹工および古河機械金属の社有地（約 18ha）においてそれぞれの管理主体の協
力を得ながら植樹活動が実施され，図４－４－13に示したような実績を上げている[34]．そ
して，前掲，図２－２－６でも示したように，植樹の本数と参加者の数は着実に増加しな
がら継続的に行われている．また，近年では古河機械金属が足尾ライオンズクラブや森び
とプロジェクトなどの植樹活動に協力をするとともに，2009 年（平成 21 年）には自ら独
自の緑化活動を推進するために「足尾・桜植樹会」を立上げ，社員の植樹活動への参加を
進めている[35]．表４－４－５はその代表的な事例である． 
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図４－４－13 ＮＰＯが担っている植樹活動とその規模[33] 
4－83 
 
写真 植樹地 
表４－４－５ 松木地区の代表的な砂防施設等[36] 
※各植樹地の位置は前掲の図４－４－９の図中の番号と表中の NO．を参照のこと 
4－84 
 
（6）まとめ 
 以上，山林復旧への対策を時代ごとに論じたが，纏めると次のことが特徴であるといえ
る． 
明治 10年から 30 年までは，森林管理のための法制度が作られていく段階であり，山林
の保護の必要性が論じられながらも山林を保護する一貫した対策が打たれなかった．国の
財源確保と産業勃興が優先され，環境保護やそれをなすための法制度や管理体制などの仕
組みづくりが後回しにされた時代であったといえる． 
明治 30年から大正末までは，農商務省は農学，林学，工学，医学，薬学などの学者や技
師らで構成された鉱毒調査会からの意見を採り入れつつ，煙害の予防および排除方法や，
山林の復旧のための施業方針を打ち出し，煙害に強いとされる樹種の植樹，野火の防止，
林地の崩壊を防ぐための砂防工事などを試行錯誤で推し進めた[37]．そして，国有林は農商
務省による直轄，民有林は栃木県による管理，古河は農商務省の命令に従い土砂扞止と亜
硫酸ガスの処理に当った．しかし，行われた復旧事業は短中期的なものであったこと，ま
た，亜硫酸ガスの排出を抑制できなかったことなどから復旧事業は良い成果を残せなかっ
た．荒廃地を人為的な力によって短期期間で復旧させようとした時代であったといえる． 
昭和初期から昭和 31 年までは，渡良瀬川上流域からの土砂流出により下流域で洪水が頻
繁に起こり，上流域での山林荒廃問題がより深刻な問題となった．復旧事業については，
治水事業として内務省（建設省）が復旧に参入し洪水問題の解決に尽力した．治山事業に
ついては，これまでと同様に農商務省が中心となり実施された．一方で，民有林を林野庁
の直轄としたり，亜硫酸ガスの完全停止を古河に強く求めるなど，これまでの取組方に対
する改善と，復旧を困難にしている原因の徹底排除を成そうした．農商務省，栃木県，内
務省がその後結びついていくこととなる下地と，古河のその後取り組み（自溶製錬法の登
場）の下地が，止まらぬ山林荒廃とそれに起因した河川の荒廃の問題により，必然的に作
られたとも言える時代である． 
昭和 31 年から現在に至るまでは，広大な荒廃地の復旧には長い時間と関係主体間の分
担・協力が必要であることが認識され，それに基づいた対応がなされた時代である．復旧
事業においては長期的な計画に基づき継続的で協同的な実施が見られる．近年になり，NPO
が参入し植樹活動が行われるなど協働的な復旧は新たな局面を迎えている． 
全体を通して見ると，足尾銅山の山林復旧は前半では短期間で復旧しようと農商務省が
中心となり学者や技師らの英知や技術力に依存した方法のみで推し進められ，結果として
期待した成果を残すことができなかった．しかし，後半ではこれまでの試行錯誤を参考に
し，新たな治山技術の開発がなされるとともに，その成果を十分に発揮させるため，亜硫
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酸ガスの排出停止を実現化させた．そして，山林荒廃と洪水の連鎖を止めるために必要な
協働関係が築き上げられ，林野庁，栃木県，国土交通省，古河，NPO のそれぞれの努力に
より，山林復旧は着実に成果を収めているといえる． 
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てる会，2006, 「平成 19 年 松木地区で実施した植樹活動総括表（実施団体一覧表）」，
足尾に緑を育てる会，2007, 「平成 20年 松木地区で実施した植樹活動総括表（実施団
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体一覧表）」，足尾に緑を育てる会，2008 からのデータを加工した． 
[34]古河機械金属は自社の環境・社会報告書（「古河機械金属株式会社 環境・社会報告書
2009」，古河機械金属株式会社，2009 参照）の中で，「近年の各種団体からの要望を受
け，植樹活動を目的とした社有地約 18ha の無償貸与を行っている．」と記している．な
お，古河機械金属は主に「足尾ライオンズクラブ」や「森びとプロジェクト」の植樹活
動に協力している．環境・社会報告書の中でそれらのことが記載され始めたのは 2004
年（平成 16 年）の報告書からである（「古河機械金属株式会社 環境・社会報告書 2004」，
古河機械金属株式会社，2004 参照）．「足尾ライオンズクラブ」による植樹数は不明．「森
びとプロジェクト」の植樹活動としては平成 17 年度には 3,000 本，平成 18 年度には
6,627本，平成 19年度には 5,000 本，平成 20年度には 5,700本，平成 21年度には 8,979
本の植樹を行っており，古河機械金属の社員はこれらの一部の苗作りと植樹の手伝いを
行っている（「古河機械金属株式会社 環境・社会報告書 2009」，古河機械金属株式会社，
2009および森びとプロジェクト HP参照）． 
[35]「古河機械金属株式会社 環境・社会報告書 2009」，古河機械金属株式会社，2009 を参
考とした． 
[36] 足尾銅山における山林荒廃とその対策に関する歴史的変遷 －松木地区の保存・復
旧・活用に関する考察－，青木達也，永井 護，土木学会論文集Ｄ，Vol.66，No.2，
pp.197-216，2010年からの引用． 
[37]煙害の予防および排除については，明治 30年 4月 26日に開かれた鉱毒調査会（第一
次，明治 30 年）による第二回委員会の決議の中で「一 製錬ヨリ生スル有害瓦斯及亜
砒酸其他ノ烟灰ニ対シテハ，鉱業人ヲシテ左ノ二項若クハ農商務省ニ於イテ有効ナリト
認タル方法ニ由リ，防止ノ設備ヲ実施セシムヘシ．」とされるとともに（渡良瀬遊水地
成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 史料編」，国土交通省関東地方整備局利根川
上流河川事務所，2006 の p.509 参照），また，鉱毒調査会（第一次，明治 30 年）の委
員であり農商務省の鉱山局長でもある肥塚龍が上記の第二回委員会と同日に農商務大
臣大隈重信に提出した報告書の中で，「大煙突を製錬所近傍の高所に建設して，毒煙を
そこに集中させ，空中で飛散させる方法」，「毒煙から硫酸やその他の有害ガスを除去す
る方法」の二つを，煙害を防ぐために必要な方法として示している（渡良瀬遊水地成立
史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 史料編」，国土交通省関東地方整備局利根川上流
河川事務所，2006の p.529参照）．そしてこれらのことは農商務省が古河に出した予防
命令（第三回，明治 30 年）の第三十項でより具体的に指示された（渡良瀬遊水地成立
史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 史料編」，国土交通省関東地方整備局利根川上流
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河川事務所，2006 の p.523 参照）．その後，煙害予防の施設として稀釈法が大正 4年に
古河によって導入されているが，これは明治 45年 6月 15日に農商務省より出された命
令によるものである（「庶務係保存書類 豫防命令」，年代不明，古河機械金属所蔵の文
献中の「足尾銅山新設煙道装置」参照）．山林の復旧のための施業方針も，同じく鉱毒
調査会（第一次，明治 30 年）の決議を受けて発せられ，国有林および民有林の復旧事
業で実施された（渡良瀬遊水地成立史編纂委員会，「渡良瀬遊水地成立史 通史編」，国
土交通省関東地方整備局利根川上流河川事務所，2006 の p.291 参照）．さらに，国有林
復旧事業（第二次）では，鉱毒調査会（第二次，明治 35 年）の委員である村田重治と
本多静六により検討された方針（「明治三十六年局乙五ノ属附属書類 鉱毒調査委員長提
出 足尾銅山ニ関スル調査報告書ニ添付スヘキ参考書一」，1903 の p.291 参照）が採用
されている（「足尾国有林復旧事業雑録ノ二」，東京大林区署，1908 の p.9，p.15，参
照）． 
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第5章．結論 
第 1節．各対策の変遷と結果 
（1）鉱毒水対策 
鉱毒調査会（第一次）により，鉱水中の有害物質とその発生源が明確に示されると，発
生源を集約し，有害物質を漏らさず集め，浄水場で中和し，それらを沈殿させることで，
鉱水に溶け込んでいる有害物質と鉱水に混じって流出する微粒子が回収された．明治 36
年の鉱毒調査会（第二次）以降，鉱毒水対策の有効性が示されつづけた． 
 
（2）土砂対策（堆積場建設と土砂扞止工事） 
鉱害（洪水と鉱毒）の原因となる土砂については，近世から行われてきた産銅業により
生じすでに河川の底に堆積しているもの，暴風雨の度に山腹から崩落するもの，探鉱・採
鉱，選鉱，製錬の各産銅工程から出される廃石や泥渣などの有害物質を含む土砂などが存
在する．生産によって出される土砂については，明治 30 年以前は，そのほとんどが坑口
や各産銅施設の周辺に無秩序に投棄されていたが，同年の予防命令では，土砂を河川に流
入させないことが対策の基本的な方針であり，生産過程で発生した土砂の河川への流入防
止については，その方針によって指示された土砂扞止工事と堆積場の建造によって当初は
その目的が達成された．しかし，操業の継続とともに，廃棄物としての土砂の量は累積的
に増加していったため，渡良瀬川とその支流の沿川に堆積場は建造されつづけてきた．足
尾銅山の急峻で狭隘な地勢に，石垣で組まれた堰堤と斜面や山腹などで囲まれた敷地で構
成される堆積場が数多く建設されるため，地震時および降雨時における堰堤の崩壊や堆積
物のオーバーフローによる河川への有害物質の流出が鉱害の潜在的なリスクとして存在す
ることとなった．そのため，使用済みの堆積場も含め，今後とも永続的な管理が必要とな
っている．鉱毒調査会ではこの点についての対策の検討が欠けていた．  
また，土砂扞止工事については，国や県の治山行政が行う復旧事業との関係の中で進め
られた工事でもあり，鉱害防止を目的とした砂防事業と山林復旧を兼ねた工事であった．
治山事業と同様で，煙害の影響を強く受け，流出してしまったため，特に山腹の崩壊によ
って出される土砂の流入を止めることについては，良い結果を残せなかったといえる． 
 
（3）鉱煙処理対策 
 亜硫酸ガスによる植物の枯死は明治の 10 年代より一般的に認識されてはいたが，明治
30年の鉱毒調査会以降では，煙害がひどくなるにつれて，鉱害（鉱毒被害）としての認識
が徐々に強まり，それに合わせて鉱煙処理対策の重要性が高まっていった． 
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最初に実施された鉱煙処理は，政府の指示を基に検討された対策で，製錬所の各種炉か
ら発生する亜硫酸ガスを主成分とする有毒なガスを小煙道と大煙道で脱硫塔に導き石灰と
中和させ硫黄分を回収するものであった．しかし，煙道に集められた鉱煙中，除去できた
亜硫酸ガスは約 26％であったため，濃度の高いままの亜硫酸ガスが，結果的に高い煙突と
気流によって広範囲にわたり運ばれることとなり，煙害による畑の荒廃や山林荒廃はより
深刻なものとなった．松木地区の荒廃と廃村はその代表的な例である．その後，コットレ
ル電気収塵機による除塵と濃度を薄める（稀釈法）方針に切替えられたが，この対策も結
果的に稀釈が十分ではない亜硫酸ガスが広範囲にわたり運ばれることとなり，煙害を拡大
させることになった．最終的に，古河による技術の導入と融合と実用化，つまり，古河が
アメリカで開発された收塵法と硫酸製造法とフィンランドのオートクンプ社の自熔製錬法
を融合させ自山で実用化を果たすことにより鉱煙処理対策は解決を見ることとなった．こ
のように紆余曲折したが，最終的に解決を導き出した方法は，硫黄分を回収することで解
決を図ろうとしたという意味では，明治 30年の予防命令による煙害の予防方法の延長線上
にあったといえる．つまり，対策として見たときに，明治 30年にとられた対策（当初の対
策）は，方針としての判断は間違いではなかったものの，技術との間では乖離があり失敗
に至ったことが，その後の試行錯誤と最終的な解決までの経緯から読みとれた． 
 
（4）山林復旧対策 
 山林保護の観点から見れば，明治 30年以前においては，法制度や管理体制が十分なもの
ではなかった．そのため，全国的に見ても，乱伐や野火の管理は不徹底であり，足尾にい
たっては亜硫酸ガスによる立木の枯死とも併せて，山林は荒廃を極めていた．明治 30年の
森林法成立以降，復旧対策が実施され，煙害の影響が少ないところでは一部復旧の兆しが
見えたものの，全体的には鉱煙の及ぶ範囲が広がっていったため，復旧対策は阻害され，
荒廃地の範囲は拡大し続けた． 
昭和 31 年に古河による亜硫酸ガスの処理が成功したことで根本的な原因については解
決していくこととなるが，亜硫酸ガスの問題が解決に向かい始めた直後は，酸性に傾いた
土壌と降雨による山腹崩壊などの影響により，復旧は困難を伴った．近年では，林野庁や
栃木県による治山事業や国土交通省による砂防工事などの継続的な復旧工事と，山林の生
態系の自然遷移などにより，回復の兆が見られる． 
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第 2節．各対策における関連主体の対応 
（1）鉱毒水処理について 
1）鉱山監督主務省（農商務省鉱山監督局など） 
鉱毒水処理の対策においては，当初，古河からの約束や報告などを受け，それを承認す
るのみで，鉱毒原因の認識が後手に回った．内閣の直下に第三者機関的に機能することと
なった鉱毒調査会が設置されたことで，鉱害の重大性を認識した． 
 
2）足尾銅山鉱毒特別調査員（農商務省，明治 29年） 
鉱毒の原因が選鉱廃水と坑水における可溶性の銅鉄塩類や遊離酸であることなど示し，
原因物質の特定を試みるなどをしたことで，原因者が足尾銅山であることを示し得たが，
結果として，効果的な鉱害対策に結びつけるだけの成果を発揮できなかった． 
 
3）鉱毒調査会（内閣下，第一次，明治 30年） 
近代化の時代の中で，今後農業と工業のバランスを取っていくことの必要性を理解し，
その立場から，足尾の鉱害を全国的な問題であると位置付けた．鉱業停止を条件に企業（古
河）が鉱害対策を行いながら操業を行うという，現在も行われているスタイルの流れを作
った．鉱毒水の対策については，発生源と原因物質に対する的確な判断を行い，鉱毒水処
理の基本的な形を作ることに寄与した．また，農商務省（鉱山監督局と山林局）の鉱害に
対する姿勢を改めさせる効果があった． 
 
4）鉱毒調査会（内閣下，第二次，明治 35年） 
下流域での被害状況と原因物質を具に調査し，可溶性の銅よりも，不溶解状態の銅（土
砂に混ざっている銅）の影響が多きことを突き止めるとともに，古河が行っている浄水場
による中和沈殿方法が妥当な対策であると結論付けた． 
 
5）古河（企業） 
当初，示談により鉱害の鎮静化を試み，さらに鉱毒水の原因物質に対する判断と対応策
を推測の範疇で行うなど，鉱毒水の対策に対しては寄与していない．しかし，監督主務省
である農商務省（鉱山監督局）が鉱害防止のために指導や監督を徹底させるようになると，
これに従いながら，自ら浄水場の改良を行い，渡良瀬川に放流される水質の向上に努め続
けた．本研究により，これまでに同社が行ってきた鉱害対策が基本的には政府のまたは監
督主務省の方針に従ったものであったことがわかった． 
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（2）土砂対策について 
1）鉱山監督主務省（農商務省鉱山監督局など） 
足尾銅山鉱毒特別調査員や鉱毒調査会の報告を通じて，捨石などの土砂が全山に無造作
に廃棄されていることと，それによって引き起こされる問題の大きさを認識し，古河に対
してこれらの管理を行うように指導を始めた．当初，土砂の問題については，有毒物とし
て問題なのか，または洪水の原因物質として問題なのか，その点が明らかではなかったが，
その後の鉱毒調査会（第一次，第二次）を経て，有毒物質および洪水の原因物質の両方と
して認識が強まると，堰堤や堆積場の建造を古河に命じ，土砂扞止のための工事を徹底さ
せた．古河によって廃棄されたとみなされる，または，廃棄されることとなる土砂につい
ては主に堆積場の建設によってその対策を進め得たが，古河の操業以前に廃棄された土砂
や山腹崩壊に伴ってでる土砂については治山事業との明確な連携も見えず，結果的には効
果的な対策が行えなかったといえる． 
 
2）治水監督主務省（内務省など） 
 大正末に出された群馬県民からの請願をきっかけとして，渡良瀬川の治水効果を高める
ために，昭和の 2年から土砂を扞止する目的で介入した．予算確保の問題などから計画を
何度もやり直すが，アメリカからの援助で予算の確保が行えると，コンクリートによる砂
防堰堤を用いて，煙害による土砂流出を軽減させた．昭和 32年以降は民有地における砂防
事業（古河が行っていた堆積場以外の土砂扞止工事）なども引き継ぎ，継続的に土砂扞止
を行い，成果を収めている． 
  
3）足尾銅山鉱毒特別調査員（農商務省，明治 29年） 
足尾銅山の全山に廃石などが散逸しており，大雨の度に河川へ流出していることを認識
した．これらの土砂が鉱害の原因であるのとの認識を示した． 
 
4）鉱毒調査会（内閣下，第一次，明治 30年） 
足尾銅山の全山に放棄されている土砂を鉱害の原因物質として認識し，毒物でありかつ
洪水の原因でもあることを示した．しかし，砂防工事に関する指摘が十分ではなかった． 
 
5）鉱毒調査会（内閣下，第二次，明治 35年） 
鉱毒物質の植物に対する影響を調査し，溶解性の銅よりもむしろ銅を含む土砂（不溶解
状態の銅）の方が植物に対してより大きな害を及ぼすことを突き止めた．古河の操業以前
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も含む予防工事以前に河床に溜まった土砂にも問題があることを示した．また，砂防工事
が十分でなかったことを示した．しかし，砂防工事は砂防法によって行われる工事ではな
く，林業の範囲であるとの判断を示した． 
 
6）古河（企業） 
予防命令（第三回）以前は，探鉱，採鉱，選鉱，製錬の各工程で廃棄される土砂などの
管理を行わず，それらをいたる所に放棄していた．予防命令（第三回）により鉱業停止を
前提とした予防工事を命じられると，洪水の原因としての土砂と鉱毒としての土砂を扞止
するために，堰堤と堆積場を設け，鉱山監督主務省（農商務省鉱山監督局など）の指示に
沿って土砂の流出防止に努め始めた． 
 
（3）鉱煙処理について 
1）鉱山監督主務省（農商務省鉱山監督局など） 
 当初，小煙道，大煙道により鉱煙を集め脱硫塔内部で石灰乳により中和し，亜硫酸ガス
を回収する具体的な方法を古河とともに検討した．その後も稀釈法などの命令を行い，こ
れまでに成功例のないこれらの試行的な対策を進め，古河にはデータを取らせた．これら
の対策は成功せず，最終的には古河の技術力に依存することとなった． 
 
2）鉱毒調査会（内閣下，第一次，明治 30年） 
鉱煙により草木の育成が阻害されることで，平水時の流量減少と洪水時の水位上昇など
の現象が起こっていたことを指摘し，鉱煙中の脱硫と煙灰の処理の必要性を示したが，そ
の具体的な処理方法については指摘できていない．また，脱硫後の煙を大煙突により上空
に放散することを示したが，結果として脱硫されていない煙を遠方にも拡散させることと
なった． 
 
3）鉱毒調査会（内閣下，第二次，明治 35年） 
予防命令（第三回）により建造された鉱煙処理施設の効力が十分でないことを指摘した．
しかし具体的な改善方法を示すことはできなかった． 
 
4）鉱毒調査会（農商務省下，第三次，明治 42年） 
 組織的役割としては，足尾だけではなく全国的な煙害への対策を考究することであり，
画一的な方針や技術を示そうとするものであった．ここでの検討内容が，農商務省による
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監督指導を通じて，各鉱山へ反映されることとなるが，これらの鉱煙処理に関する方針や
施策が煙害問題を解決させるには至らなかった．足尾においては，被害を拡大させる結果
を招いた． 
 
5）古河（企業） 
明治 30年以降は，鉱毒調査会で示された内容をもとに，農商務省とともに脱硫塔や稀釈
法などの対策を進めた．それらが行き詰まり，政府による対策の検討が頓挫した大正時代
の半ば以降に，コットレル電気集塵法，硫酸製造による亜硫酸ガスの回収，さらには亜硫
酸ガスの発生を抑えることのできる湿式製錬法などの実用化を試みていった．昭和 31年に
なると，フィンランドの自熔製錬法の導入と硫酸製造の技術を組み合わせ，亜硫酸ガスの
回収を成功させた．政府では実現することのできなかった鉱煙処理対策を，最終的に古河
独自の鉱煙処理システムによって実用化した． 
 
（4）山林復旧について 
1）鉱山監督主務省（農商務省鉱山監督局など） 
明治 29年の段階で，煙害により山林が荒廃していることを認識しつつも，具体的な対策
は示さなかった． 
 
2）山林監督主務省（農商務省山林局など） 
当初より乱伐を禁止するも，実際の伐採認可手続きは栃木県を介していたため，結果と
して古河の乱伐による山林荒廃を十分に把握できず阻止が遅れた．鉱毒調査会（第一次）
により，足尾の山林の保安林編入の必要性が迫られると，森林法の成立が迫られた．そし
て森林法成立後，官林（国有林）の管理者としての立場が明確になると，ようやく山林の
復旧対策に乗り出せるようになった．復旧に当たっては，当初は造林により復旧が行える
ものとの判断から，荒廃のひどい箇所から野石や切石による山腹工と植樹などにより修復
を試みた．しかし，それらのほとんどが枯死または流出により失敗に終わると，荒廃の程
度が低い箇所からの修復を進める方針に切り替えた．しかし，古河により鉱煙処理システ
ムが導入される昭和 31年まで，それらの取り組みはすべて失敗に終わった．なお，同省の
技師により植生盤などの技術も考案されるが，復旧作業を成功させるには至らなかった． 
 
3）鉱毒調査会（内閣下，第一次，明治 30年） 
足尾の山林が荒廃しており，治水上の問題があることを指摘した．これにより，森林法
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の成立も急がれ，足尾の山林の復旧のきっかけを作った．しかし，煙害，特に亜硫酸ガス
がもたらす被害については見通しが十分ではなく，また，鉱害として位置づけも弱く，煙
害によって荒廃した山林の復旧については，森林法で示される内容に依存し，加害者側で
ある古河にも担わせるような方針が出せなかった． 
 
4）鉱毒調査会（内閣下，第二次，明治 35年） 
足尾の山林荒廃を鉱害に多大な影響を与えている要因として位置付け，山林復旧の必要
性を強く指示した．また，山林の荒廃状況を調査し，煙害が主因となり荒廃した箇所と乱
伐や野火などを許した管理上の問題により荒廃した箇所があることを明確にし，山林復旧
の方向性として山林保安と亜硫酸ガスによる樹林の枯死を防ぐ必要があることを示した． 
 
5）地方公共団体（栃木県） 
鉱業の保護のために止むを得ないとし，古河による官林伐採を黙認した．その後，森林
法の成立により，民有林の管理に当たることになった．なお，復旧に向けた施業方針は農
商務省（山林局）によって立てられ続けた．昭和 31年に古河による鉱煙処理システムが実
用化されると，昭和 32年以降から足尾の民有林管理に関する栃木県の立場が明確にされ，
継続的に予算を確保しながら，山林監督主務省（林野庁）と協力しながら山林復旧の成果
を収めた． 
 
6）古河（企業） 
森林法の規定により農商務省（山林局）などの主務省から命令を受け，自身の所有地内
で，山林保護のための植樹や砂防工事などの造林作業を行った．主務省の技師の指示など
を受けながら施業を行ったが，十分な成果を収めることはできなかった．  
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第 3節．足尾の鉱害について 
（1）足尾の鉱害について 
足尾の鉱害は，古河の操業以前も含め，産銅業によって発生した銅を含む土砂と鉱毒水
の管理の不徹底によって引き起こされた農作物の不作，乱伐や野火などの山林管理の不徹
底と亜硫酸ガスとその他の有害な煙灰によって引き起こされた山林荒廃による渇水と洪水
（山林の水源涵養機能の喪失）が絡み合った問題である．鉱害の原因物質の特定と技術的
な対応により，鉱害の原因物質の処理は行えたが，荒廃した山林の復旧のように自然の回
復力に依存するものや，堆積場や鉱水処理などのように閉山後も永続的に管理を必要とす
る問題などへは今後とも対応していく必要を有している． 
 
（2）鉱害対策における役割分担 
近代において産銅業が国策として進められたこと，山林伐採（乱伐）が地方公共団体の
都合上黙認されたこと，鉱毒の原因物資は，近世以前の産銅業（古河以外）の銅山経営に
よるものも含まれていることなどが背景としてあったため，鉱害の全ての責任が古河に限
定されず，不明確な部分を有していた．また，鉱業を推進した当初，鉱害に関する規制や
責任が各法規の中で厳密に示されておらず，その解釈も曖昧であった．上述したような足
尾の鉱害における対策の役割分担は鉱害に直面しつつ形成されていった． 
 
（3）技術的な対応について 
鉱毒水の処理のように当時の科学技術から見て，特に難しくないものは鉱害の原因とそ
の発生源の特定が解決の要となった．しかし，亜硫酸ガスの処理のように当時の技術では
処理が難しかったものについては，企業の技術的向上に頼らざるを得なかった． 
 
（4）鉱害対策を通じての改善点について 
足尾鉱害の原因の特定と対策の方向付けは，鉱山を監督する主務省ではなく，工学，農
学，理学，医学の専門家らで構成された鉱毒調査会（第三機関）の調査により行われたこ
とで，厳格な対策が可能となった．これらにより建造された対策施設は，鉱毒水処理と鉱
煙処理の施設については，鉱山監督局の指導と企業（古河）の努力により，施設の更新ま
たは改善が行われてきた． 
また，長年にわたる渡良瀬川下流域（被害地）からの訴えが鉱害に対する政府の認識や
対応を変化させた．そして，それがきっかけとなり行われた古河に対する政府の報告要請
や改善要望などの監督管理は，企業（古河）の鉱害に対する姿勢を改善させる効果もあっ
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た．なお，今後とも継続的な対応を必要とする対策（鉱廃水の処理およびその関連施設の
維持管理）についても企業意識が改善されたことなどで，連携が図れるようになってきて
いる． 
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第 4節．今後の課題 
 本研究に関連する課題としては，以下の三点がある． 
課題１：本研究では，既存の史料を引用し，政府がどのように足尾の鉱害を認識してきた
かを探った．その際，数多くの史料や研究に目を通し，なるべく多くの情報から多
角的に政府の認識を捉えようと心掛けた．しかし，既存の史料の多寡により，十分
な情報量が得られづらかったものもあり，政府の認識を十分に把握できたかという
と，時代によって多少ばらつきがあったことも否めない．特に鉱毒調査会（第一次，
明治 30 年）および鉱毒調査会（第二次，明治 35 年）の史料は，もっとも充実して
おり，本研究でもこれらの史料や研究から多くの情報を得ることができた．しかし，
鉱毒調査会（第三次，明治 42年）については，一次史料にもとづいた研究がほとん
どなされていないこともあり，今後，その部分の解明を進める必要がある． 
課題２：本研究の対象である「足尾銅山における鉱害対策」は，日本で初めて政府が監督
しながら操業と環境対策を同時進行で企業に行わせてきた事例である．鉱害という
ものの現象を十分に捉えきれていなかった時代において，企業に操業を行わせつつ
も，原因物質の究明とその抑制や被害地の復旧などを行うため，海外で行われた鉱
害対策の事例なども参考としつつ試行錯誤が行われてきた．このようにして行われ
てきた足尾銅山の鉱害対策が，世界と日本の環境対策史の中でどのような位置づけ
のものとなるのか，海外における鉱害対策の歴史を探究することで，よりいっそう
明らかにされることと思われる． 
課題３：本研究は対策の変遷について論じることに主眼を置いた．そして，過去の対策の
結果を整理したわけであるが，環境対策，鉱害対策というものは人類の歴史上で見
ればまだ始まったばかりのものである．足尾の鉱害対策についても然りであり，政
府が認識している問題点については，それなりの対応策がなされてきてはいるが，
未だ認識しきれていない部分も含めて，全てが理想的な状態に収まっているとの見
方をするのは尚早であり，今後とも改善されなければならないことが蓋然的に存在
していることは否めない．極論的な見方かもしれないが，対策に用いられる技術が
環境問題を絶対的に，かつ，永続的に解決するようなものでなければ産業活動をさ
せないといった方針をとるのも，マクロにみれば対策の一つであると考えられる．
むしろ，この方が理想的なのかもしれない．しかし，未来を確定的に捉えることは
できず，環境問題の潜在的な部分や重大性に対する認識は，人々が被った害や打た
れた対策の試行錯誤などを経てようやく認識されるものである．それゆえ，当初よ
り絶対的で永続的な対策を打つことは現実的には極めて難しい．我々は，この理想
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と現実の乖離を埋める努力はしているが正解を示せてはいないのである．本研究で
もこの乖離を埋めることに対する解を示し得てはいない．環境問題の解決によりい
っそう資するためには，今後，この乖離を埋めるための課題を整理する研究を進め
る必要がある． 
 
 
 
あとがき 
鉱害について言えば，鉱害には，潜在的なもの（または部分）と顕在的なもの（または
部分）があるといえる．潜在的なもの（または部分）は，その現象や存在が認識されてい
ないため，その対策についても問われることがない．つまり，問題や被害を訴える者がい
なかった場合や，加害者以外の者が被害に気付かなかった場合などは，鉱害が発生してい
た場合でも，対策が行われないこととなる．しかし，鉱害という現象やその存在が認識さ
れ，問題として提起されたり，被害が訴えたりすると，潜在的な鉱害は，それを機に顕在
的な鉱害となる．つまり，加害者や政府が対策を講じければならないものとなる．このこ
とから，田中正造による問題提起に始まり，現在でも行われている渡良瀬下流域の鉱害に
対する危惧や訴えというものは，鉱害問題の解決のために必要不可欠なことであり，被害
者側のとるべき対策として正当なものであったといえる．それは，本研究を通じて，古河
や政府による対策が展開されてきた経緯が明らかになったことで間接的に証明されたよう
に感じられる．言い換えれば，本研究の副次的な結論ともいえる．しかし，本研究の主眼
が発生源における対策を明らかにすることであったため，本文中では触れず，ここで言及
させて頂く． 
足尾の鉱害についての研究について言えば，これまでの研究や報告書では，古河が所蔵
する史料が多用されていなかったこともあり，足尾の鉱害対策については，部分的または
概略的に示され，結果論的な解釈により評価が行われてきた．本研究では，鉱害対策につ
いて各実施者（政府，地方公共団体，被害者，加害者）とそれぞれが担う対策を整理し，
その視点をもとに，古河所蔵の史料，既存の研究や報告書，公文書などから得られた知見
や史実をとりまとめ，明治の中ごろから現在にかけて足尾銅山（鉱害の発生源）において
行われつづけている鉱害対策の全体像を明らかにした． 古河所蔵の史料を閲覧する機会に
恵まれ，既存の研究や報告書などによる知見の蓄積があったからこそ，本研究が成立った
ものといえる． つまり，本研究はこれまでの足尾の鉱害に関する数多くの研究の流れを汲
むものであり，主に加害者側や政府の視点に立つことによって知り得たことを論じた研究
であるといえる．今後とも数多くの研究者らによって，様々な視点から鉱害についての研
究が進められることと，本研究が少しでもそれらの研究の役に立てれば幸いであると考え
る． 
鉱害に限ったことではなく，公害，環境問題でもそうだが，「鉱害に対する認識や意見の
対立といったものを，地域や人々の対立としてはならない」と申し上げたい．鉱害は存在
しない方がよい．潜在的な鉱害はもちろん，顕在的な鉱害はなおさらである．われわれは
高度な産業や技術の恩恵を受けて豊かな生活を送っているが，生産ばかりに目を向けて，
 
 
環境問題やそれらの原因や対策に目を向けなければ，顕在化している環境問題であっても
その対策はおざなりになり，潜在化している環境問題については知る由もないこととなる．
そうならないためには，被害や環境問題に対する視野を広く持ち，社会全体で環境問題に
向き合うべきである．つまり，鉱害を含む環境問題を解決するためには，当事者間の認識
や意見の違いから抗争的な問題へと発展していくことは，最善策とはいえず，まずは，す
べての人や組織が担うべき役割を相互に理解し，客観的に事実の解明がなされることが根
底におかれるべきとことと考えられる．  
さいごに，鉱害を含む環境問題全般について，理想論かもしれないが，「政府が国策とし
て環境問題をどのようにコントロールしていくのか，事後的ではなく，できるかぎり先導
的および主導的な視点に立つべきである．また，被害や環境問題自体を，加害者と被害者
の当事者同士の問題でもあるとする認識を払拭し，次世代の人々を含めた社会的な問題と
しての認識をよりいっそう強めるべきである．」と申し上げたい．足尾の鉱害対策だけでは
なく全国的な鉱害対策は，事後的認識によって行われた対策の積み重ねによって形成され
た結果，つまり，模索的結果の一例でもあることを忘れてはならない． 鉱害という環境問
題に対しては，模索する時間や，解決するための技術的な手段が見つかったから，現時点
である均衡がとられているのである．これが，模索する時間を持てないような質の環境問
題で，一度起こってしまったら取り返しのつかない環境問題であったらどうであろうか．
政府の，そして私たち世代の責任は重大である． 
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